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＜概要＞ 

 

試験研究用等原子炉施設の設置許可基準規則の要求事項を明確化するとともに、それら

要求に対する HTTR 原子炉施設の適合性を示す。 
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１．基本方針 

1.1 要求事項の整理 

地震による損傷の防止について、設置許可基準規則第 4条の要求事項を明確化する（表

１）。 

 

 

 

表１ 設置許可基準規則第 4条 要求事項 

 

設置許可基準規則 

 第 4条（地震による損傷の防止） 

備考 

試験研究用等原子炉施設は、地震力に十分に耐えることができるもので

なければならない。 

 

２ 前項の地震力は、地震の発生によって生ずるおそれがある試験研究

用等原子炉施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への

影響の程度に応じて算定しなければならない。 

 

３ 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及

ぼすおそれがある地震による加速度によって作用する地震力に対し

て安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。 

 

４ 耐震重要施設は、前項の地震の発生によって生ずるおそれがある斜

面の崩壊に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなけれ

ばならない。 
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1.2 設置許可申請書における記載 

1.2.1 位置、構造及び設備 

 

ロ 試験研究用等原子炉施設の一般構造 

   原子炉施設は、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」(以下「原

子炉等規制法」という。)、「試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する

規則」、「試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則」(以

下「試験炉設置許可基準規則」という。)等の国内の法令、規格、基準等の要求を満足

する構造とする。さらに、黒鉛構造及び高温構造に関する設計については、「高温ガス

炉炉心支持黒鉛構造物の構造設計指針」及び「高温ガス炉炉心黒鉛構造物の構造設計

指針」並びに「高温ガス炉第 1 種機器の高温構造設計指針」に基づき、これを満足す

る設計とする。 

   これらの法令、規格、基準等で規定されていないものについては、必要に応じて国

外の規格に準拠する。 

  (1) 耐震構造 

原子炉施設は、原子炉建家、使用済燃料貯蔵建家、機械棟等からなり、原子炉建

家には、原子炉、1次冷却設備、2次冷却設備、計測制御設備等を設置し、次の方針

に基づき耐震設計を行い、「試験炉設置許可基準規則」に適合する設計とする。 

   (ⅰ) 建物及び構築物は原則として剛構造にする。また、主要な建物・構築物は、想

定される地震に対して十分に安全な地盤に支持させる。炉心は、黒鉛ブロックの

積層構造であり、剛構造の炉心支持鋼構造物を介して原子炉圧力容器に支持させ

る。 

(ⅱ) 原子炉施設については、その耐震設計上の重要度に応じて適用する地震力に対

して、安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

   (ⅲ) 原子炉施設の耐震設計上の重要度を、地震により発生するおそれがある安全機

能の喪失及びそれに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から、各施設

の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度に応じて、耐震重要度分類を以

下のとおり、S クラス、B クラス及び C クラスに分類し、それぞれに応じた地震

力に十分耐えられる設計とする。 

      S クラス……安全機能を有するもの(以下「安全施設」という。)のうち、その

機能喪失により周辺の公衆に過度の放射線被ばくを与えるおそ

れのある設備・機器等を有する施設。 

      B クラス……安全施設のうち、その機能を喪失した場合の影響が Sクラスと比

べ小さい施設。 

      C クラス……S クラス、B クラス以外であって、一般産業施設又は公共施設と

同等の安全性が要求される施設。 
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    (ⅳ) 前項の S、B 及び C クラスの施設は、建物・構築物については、地震層せん断

力係数 Ciに、それぞれ係数 3.0、1.5 及び 1.0 を乗じて求められる水平地震力、

機器・配管系については、これらを 20%増しして求められる水平地震力に対して

耐える設計とする。 

      ここに、地震層せん断力係数 Ciは、標準せん断力係数 C0を 0.2 とし、建物・

構築物の振動特性及び地盤の種類等を考慮して求められる値とする。 

      S クラスの施設については、水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組

合せで作用するものとする。鉛直地震力は、建物・構築物については震度 0.3

を基準とし、建物・構築物の振動特性、地盤の種類等を考慮して求められる鉛直

震度、機器・配管系については、これを 20%増しした鉛直震度より算定する。た

だし、鉛直震度は、高さ方向に一定とする。 

    (ⅴ) S クラスの施設は、基準地震動による地震力に対して安全機能が保持できる設

計とする。また、弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大き

い方の地震力におおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられる設計とする。なお、

基準地震動及び弾性設計用地震動による地震力は、水平 2方向及び鉛直方向につ

いて適切に組み合わせて算定するものとする。 

      基準地震動は、敷地ごとに震源を特定して策定する地震動及び震源を特定せ

ず策定する地震動について、敷地における解放基盤表面における水平成分及び鉛

直成分の地震動としてそれぞれ策定する。策定した基準地震動の応答スペクトル

を第 5.1 図から第 5.3 図に、時刻歴波形を第 5.4 図から第 5.9 図に示す。解放基

盤表面は、S波速度が 0.7 km/s 以上である G.L.- 172.5 m とする。 

      また、弾性設計用地震動は、基準地震動との応答スペクトルの比率が目安と

して 0.5 を下回らないような値で、「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指

針(昭和 56 年 7 月 20 日原子力安全委員会決定)」における基準地震動 S1を踏ま

え、工学的判断から基準地震動に係数 0.5 を乗じて設定する。 

      なお、Bクラスの施設のうち、共振のおそれのある施設については、弾性設計

用地震動に 2 分の 1を乗じた地震動によりその影響についての検討を行う。 

    (ⅵ) 耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のクラスに属する施設の波及的影響に

よって、その安全機能を損なわない設計とする。波及的影響の評価に当たって

は、敷地全体を俯瞰した調査・検討を行い、事象選定及び影響評価を行う。な

お、影響評価においては、耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力を適

用する。 
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第 5.1 図 基準地震動 SSの応答スペクトル 

(NS 成分) 
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第 5.2 図 基準地震動 SSの応答スペクトル 

(EW 成分) 
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第 5.3 図 基準地震動 SSの応答スペクトル 

(UD 成分) 
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第 5.4 図 基準地震動 Ss-D の時刻歴波形 
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第 5.5 図 基準地震動 Ss-1 の時刻歴波形 
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第 5.6 図 基準地震動 Ss-2 の時刻歴波形 
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第 5.7 図 基準地震動 Ss-3 の時刻歴波形 
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第 5.8 図 基準地震動 Ss-4 の時刻歴波形 
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第 5.9 図 基準地震動 Ss-5 の時刻歴波形 
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1.3 設置許可申請書の添付書類における記載 

1.3.1 安全設計方針 

（１）設計方針 

1. 安全設計 

1.1 安全設計の方針 

1.1.11 強度設計の基本方針 

安全機能を有する構築物、系統及び機器の設計、材料の選定については、安

全上適切と認められる規格及び基準によるとともに、自重、内圧、外圧、熱荷重、

地震荷重等の条件に対し、十分な強度を有し、かつ、その機能を維持できるよう

に設計する。 

また、荷重の組合せと許容応力については、「発電用原子力設備に関する構造

等の技術基準を定める告示」、「原子力発電所の耐震設計技術指針」(JEAG4601、

同補)、「建築基準法」、「日本建築学会各種構造設計及び計算規準」等に準拠する

ものとする。 

ただし、国内法令、規格、基準等に規定されていないもののうち、高温機器

及び黒鉛構造物については、「高温ガス炉第 1種機器の高温構造設計指針」(1)及び

「高温ガス炉炉心支持黒鉛構造物の構造設計指針」(2)並びに「高温ガス炉炉心黒

鉛構造物の構造設計指針」(3)により設計するとともに、その他については、必要

に応じて十分使用実績があり、信頼性の高い国外の規格に準拠する。 

 

1.1.13 参考文献 

(1) 「高温ガス炉第 1種機器の高温構造設計指針」（平成 2年 12 月科学技術庁原子

力安全局内規（平成 15年 5月 30 日改定）） 

(2) 「高温ガス炉炉心支持黒鉛構造物の構造設計指針」（平成 2年 12 月科学技術庁

原子力安全局内規（平成 15 年 5 月 30 日改定）） 

(3) 「高温ガス炉炉心黒鉛構造物の構造設計指針」（平成 2年 12 月科学技術庁原子

力安全局内規（平成 15年 5月 30 日改定）） 

 

1.4 耐震設計 

1.4.1 耐震設計の基本方針 

原子炉施設の耐震設計は、「試験炉設置許可基準規則」に適合するように、以

下の項目に従って行う。 

(1) 地震により生ずるおそれがある安全機能の喪失に起因する放射線による公衆

への影響の程度が特に大きいもの(以下「耐震重要施設」という。)は、その供用

中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度に

よって作用する地震力に対して、その安全機能が損なわれるおそれがないように
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設計する。 

(2) 原子炉施設は、地震により発生するおそれがある安全機能の喪失及びそれに続

く放射線による公衆への影響を防止する観点から、各施設の安全機能が喪失した

場合の影響の相対的な程度(以下「耐震重要度」という。)に応じて、Sクラス、B

クラス及び Cクラスに分類し、それぞれに応じた地震力に十分耐える設計とする。 

(3) 原子炉施設は、耐震重要度分類の各クラスに応じて算定する地震力が作用した

場合においても、接地圧に対する十分な支持力を有する地盤に設置する。 

(4) S クラスの施設は、基準地震動による地震力に対して、その安全機能が保持で

きる設計とする。 

また、弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地

震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐える設計とする。 

(5) S クラスの施設については、静的地震力は、水平地震力と鉛直地震力が同時に

不利な方向の組合せで作用するものとする。 

また、基準地震動及び弾性設計用地震動による地震力は、水平 2方向及び鉛直

方向について適切に組合せて算定するものとする。 

(6) B クラスの施設は、静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐え

る設計とする。 

また、共振のおそれのある施設については、その影響についての検討を行う。

その場合、検討に用いる地震動は、弾性設計用地震動に 2分の 1を乗じたものと

する。なお、当該地震動による地震力は、水平 2方向及び鉛直方向について適切

に組合せて算定するものとする。 

(7) C クラスの施設は、静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐え

る設計とする。 

(8) 地震時に動作を要求する動的機器の原子炉格納容器バウンダリに属する弁(1

次冷却材を内蔵するもの)は、基準地震動による応答に対して、当該設備に要求

される機能を維持する設計とする。 

(9) 耐震重要施設は、耐震重要度分類の下位のクラスに属するものの波及的影響に

よって、その安全機能を損なわない設計とする。また、間接支持構造物及び相互

影響を考慮すべき設備に対しては、基準地震動を用いて以下に示す影響を確認し、

耐震重要施設の安全機能を損なわない設計とする。 

a. 設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する相対変位又は不等沈下によ

る影響 

b. 耐震重要施設と下位のクラスの施設との接続部及び支持部における相互影 

 響 

c. 建家内における下位のクラスの施設の損傷、転倒及び落下等による耐震重

要施設への影響 



 

地震-16 

 

d. 建家外における下位のクラスの施設の損傷、転倒及び落下等による耐震重

要施設への影響 

b.については、耐震重要施設の隔離弁に下位クラスの配管が接続されている

場合は、基準地震動に対して隔離弁の機能が損なわれない設計とする。 

c.及び d.については、原子炉建家屋根トラス、原子炉格納容器、原子炉建家

天井クレーン、排気筒、燃料交換機及び制御棒交換機を評価対象施設として、

離隔位置確認、耐震解析又は衝突解析により、評価対象施設が S クラス施設の

安全機能を損なわないことを確認する。離隔位置確認では、S クラス施設と評価

対象施設の設置位置を考慮し、評価対象施設の損傷が発生しても、Sクラス施設

の安全機能が損なわれないことを確認する。耐震解析では、評価対象施設が S

クラス施設に影響を及ぼさないことを確認する。耐震解析により評価対象施設

が影響を及ぼす可能性がある場合は、評価対象施設と S クラス施設等の相互影

響を衝突解析で評価し、Sクラス施設の安全機能が損なわれないことを確認する。

耐震解析に関しては、実挙動を評価するために実挙動評価又は保守性が高い簡

易評価でも評価する。 

 

1.4.2 耐震設計上の重要度分類 

原子炉施設の耐震重要度を、「試験炉設置許可基準規則解釈 別記 1「試験研究

用等原子炉施設に係る耐震重要度分類の考え方」」に基づき分類する。 

 

1.4.2.1 分類の方法に係る考え方 

原子炉施設における設備・機器等の耐震重要度分類は、以下の(1)及び(2)

による。以下は、耐震重要施設(S クラス施設)について考え方を示している

が、Bクラス施設についても同様の考え方とする。 

(1) 原子炉施設において、停止機能、冷却機能、閉じ込め機能の全てが

失われた場合を想定し、第 1.4.1 図のフローに従い、その影響が大きい

場合は、耐震重要施設を必要とする原子炉施設として選定する。 

(2) (1)の分類に基づき、耐震重要施設を必要とする原子炉施設に選定さ

れた場合は、第 1.4.2 図のフローに従い、原子炉施設の個別設備・機器

等について、停止機能、冷却機能、閉じ込め機能のそれぞれの喪失を組

合せた想定により、耐震重要施設に該当する設備・機器等を選定する。 

 

1.4.2.2 機能上の分類 

S クラス：安全施設のうち、その機能喪失により周辺の公衆に過度の放射線被ば

くを与えるおそれのある設備・機器等を有する施設 

B クラス：安全施設のうち、その機能を喪失した場合の影響が S クラス施設と比
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べ小さい施設 

C クラス：Sクラス、Bクラス以外であって、一般産業施設又は公共施設と同等の

安全性が要求される施設 

 

1.4.2.3 クラス別施設 

耐震設計上の重要度分類によるクラス別施設を次に示す。 

(1) S クラスの施設 

(ⅰ) 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器・配管系 

(ⅱ) 使用済燃料を貯蔵するための施設(原子炉建家に係る施設) 

(ⅲ) 原子炉の緊急停止のために、急激に負の反応度を付加するための施

設及び原子炉の停止状態を維持するための施設 

(2) B クラスの施設 

(ⅰ) 原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていて、1 次冷却材を

内蔵しているか又は内蔵しうる施設 

(ⅱ) 原子炉停止後、炉心から崩壊熱を除去するための施設 

(ⅲ) 原子炉冷却材圧力バウンダリの破損事故後、炉心から崩壊熱を除去

するために必要な施設 

(ⅳ) 原子炉冷却材圧力バウンダリの破損事故の際に圧力障壁となり、放

射性物質の拡散を直接防ぐための施設 

(ⅴ) 放射性物質の放出を伴うような設計基準事故の際に、その外部放散

を抑制するための施設で上記 c.以外の施設 

(ⅵ) 使用済燃料を貯蔵するための施設(使用済燃料貯蔵建家に係る施

設) 

(ⅶ) 放射性廃棄物を内蔵している施設、ただし、内蔵量が少ないか又は

貯蔵方式により、その破損によって公衆に与える放射線の影響が、

年間の周辺監視区域外の線量当量限度に比べ、十分小さいものは除

く。 

(ⅷ) 放射性廃棄物以外の放射性物質に関連した施設で、その破損により

公衆及び放射線業務従事者に過大な放射線被ばくを与える可能性の

ある施設 

(ⅸ) 使用済燃料を冷却するための施設 

(ⅹ) 放射性物質の放出を伴うような場合に、その外部放散を抑制するた

めの施設で、Sクラスに属さない施設 

(3) C クラスの施設 

上記 S、Bクラスに属さない施設 
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各施設のクラス分類は、第 1.4.1 表に示すとおりである。 

 

1.4.3 地震力の算定法 

設計用地震力は、次の方法で算定される静的地震力及び動的地震力のうち、い

ずれか大きい方とする。 

 

1.4.3.1 静的地震力 

静的地震力は、S クラス、B クラス及び C クラスの施設に適用することと

し、それぞれの耐震重要度分類に応じて、次の地震層せん断力係数 Ci及び震

度に基づき算定する。 

(1) 建物・構築物 

水平地震力は、地震層せん断力係数 Ciに、次に示す耐震重要度分類に応じ

た係数を乗じ、更に当該層以上の重量を乗じて算定する。 

S クラス  3.0  

B クラス  1.5  

C クラス  1.0  

ここに、Ciは、標準せん断力係数 C0を 0.2 とし、建物・構築物の振動特性、

地盤の種類等を考慮して求められる値である。 

必要保有水平耐力の算定においては、地震層せん断力係数 Ciに乗じる施設

の耐震重要度分類に応じた係数は、耐震重要度分類の各クラスともに 1.0と

し、その際に用いる標準せん断力係数 C0は 1.0 とする。 

S クラスの建物・構築物については、水平地震力と鉛直地震力が同時に不

利な組合せで作用するものとする。鉛直地震力は、震度 0.3 を基準とし、建

物・構築物の振動特性、地盤の種類等を考慮して求めた鉛直震度より算定す

る。ただし、鉛直震度は高さ方向に一定とする。 

(2) 機器・配管系 

静的地震力は、上記(1)に示す地震層せん断力係数 Ciに施設の耐震重要度分

類に応じた係数を乗じたものを水平震度として、当該水平震度及び上記(1)の

鉛直震度をそれぞれ 20 %増しとした震度より求めるものとする。 

なお、S クラスの施設については、水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な

方向の組合せで作用するものとする。ただし、鉛直震度は高さ方向に一定と

する。 

 

1.4.3.2 動的地震力 

動的地震力は、S クラスの施設に適用し、添付書類六「5. 地震」に示す

基準地震動及び弾性設計用地震動から定める入力地震動を入力として、動的
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解析により、水平 2方向及び鉛直方向について適切に組合せて算定する。 

B クラスの施設のうち、共振のおそれのある施設については、弾性設計用

地震動に 2分の 1を乗じた動的地震力を適用する。 

添付書類六「5. 地震」に示す基準地震動は、「敷地ごとに震源を特定し

て策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」について、解放

基盤表面における水平成分及び鉛直成分の地震動としてそれぞれ策定する。 

弾性設計用地震動は、原子炉施設の安全機能限界と弾性限界に対する入力

荷重の比率が 0.5 程度であるという知見(6)を踏まえ、また、弾性設計用地震

動を原子炉建家設計時より保守的な設定とするため、応答スペクトルに基づ

く基準地震動 Ss-D に係数 0.5 を乗じた弾性設計用地震動 Sd-D が、設計時に

用いた「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（昭和 56年 7月 20 日

原子力安全委員会決定)」に基づく基準地震動 S1 の応答スペクトルを下回ら

ないものとして、工学的判断により基準地震動に係数 0.5 を乗じて設定する。

弾性設計用地震動による年超過確率は、10-3～10-4程度となる。弾性設計用地

震動の応答スペクトルを第 1.4.3 図から第 1.4.5 図に、弾性設計用地震動の

時刻歴波形を第 1.4.6 図から第 1.4.11 図に、弾性設計用地震動 Sd-D 及び基

準地震動 S1の応答スペクトルの比較を第 1.4.12 図に、弾性設計用地震動と

解放基盤表面における地震動の一様ハザードスペクトルの比較を第 1.4.13

図及び第 1.4.14 図に示す。 

 

(1) 入力地震動 

解放基盤表面は、S 波速度が 0.7km/s 以上となる深度 G.L.-172.5m の位置

に設定する。 

建物・構築物の地震応答解析に用いる入力地震動は、解放基盤表面で定義

される基準地震動及び弾性設計用地震動の伝播特性や地盤の非線形応答に

関する動的変形特性等を適切に考慮して 1次元波動論又は必要に応じ 2次元

有限要素法解析により応答計算し算定する。 

(2) 動的解析法 

a. 建物・構築物 

動的解析は、スペクトル・モーダル解析法又は時刻歴応答解析法を用い

て行うものとする。 

建物・構築物の動的解析に当たっては、建物・構築物の剛性は、それら

の形状、構造特性等を十分考慮して評価し、集中質点系に置換した解析モ

デルを設定する。 

動的解析には、地盤-建家間の動的相互作用を考慮する。解析は、地盤-

建家をスウェイ-ロッキングモデルに置換して行う。 
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弾性設計用地震動に対しては、弾性応答解析を行う。 

基準地震動に対しては、主要構造要素がある程度以上弾性範囲を超える

場合には、規格・基準又は実験式等に基づき、該当する部分の構造特性に

応じて、その弾塑性挙動を適切に模擬した復元力特性を考慮した応答解析

を行う。 

また、施設を支持する建物・構築物の支持機能を検討するための応答解

析において、建物・構築物等の主要構造要素がある程度以上弾性範囲を超

える場合には、その弾塑性挙動を適切に模擬した復元力特性を考慮した応

答解析を行う。 

b. 機器・配管系 

(a) 金属構造物 

機器については、その形状を考慮したモデル化を行い、設計用床応

答スペクトルを用いたスペクトル・モーダル解析又は時刻歴応答解析

等により応答を求める。 

配管系については、熱的条件及び構造を考慮して分類し、それぞれ

適切なモデルを作成し、設計用床応答スペクトルを用いたスペクト

ル・モーダル解析により応答を求める。 

動的解析に用いる減衰定数は、「原子力発電所の耐震設計技術指針」

(JEAG4601、同補)(1)、振動実験(2)(3)、地震観測の調査結果等を考慮して

適切な値を定める。 

なお、剛性の高い機器は、その機器の設置床面の最大床応答加速度

の 1.2 倍の加速度を用いて地震力を算定する。 

(b) 黒鉛構造物 

炉心を構成する黒鉛ブロックは、地震時に相互に衝突を繰返す非線

形振動挙動を示す。そのため、黒鉛ブロック群の振動解析法としては、

ブロック間の衝突現象を考慮する方法を用いる(4)。各黒鉛ブロックに作

用する衝突力、ブロックの変位等は、時刻歴応答解析により求める。 

 

1.4.4 荷重の組合せと許容限界 

1.4.4.1 耐震設計上考慮する状態 

地震以外に設計上考慮する状態を次に示す。 

(1) 建物・構築物 

a. 運転時の状態 

原子炉施設が運転状態にあり、通常の自然条件下におかれている状態。 

ただし、運転状態には、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時を含

むものとする。 
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b. 設計基準事故時の状態 

原子炉施設が設計基準事故時にある状態。 

c. 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件。 

(2) 機器・配管系 

a. 通常運転時の状態 

原子炉施設の起動、停止、出力運転、燃料交換等が計画的又は頻繁に行

われた場合、運転条件が所定の制限値以内にある運転状態。 

b. 運転時の異常な過渡変化時の状態 

通常運転時に予想される機械又は器具の単一の故障若しくはその誤作

動又は運転員の単一の誤操作及びこれらと類似の頻度で発生すると予想

される外乱によって発生する異常な状態であって、当該状態が継続した場

合には炉心又は原子炉冷却材圧力バウンダリの著しい損傷が生ずるおそ

れがあるものとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態。 

c. 設計基準事故時の状態 

発生頻度が運転時の異常な過渡変化より低い異常な状態であって、当該

状態が発生した場合には原子炉施設から多量の放射性物質が放出するお

それがあるものとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態。 

 

1.4.4.2 荷重の種類 

(1) 建物・構築物 

a. 原子炉のおかれている状態にかかわらず常時作用している荷重、即ち固

定荷重、積載荷重、土圧、水圧並びに通常の気象条件による荷重 

b. 運転時の状態で施設に作用する荷重 

c. 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重 

d. 地震力、風荷重、積雪荷重 

運転時及び設計基準事故時の荷重には、機器・配管から作用する荷重が含

まれるものとし、地震力には、地震時土圧、機器・配管からの反力、スロッ

シング等による荷重が含まれるものとする。 

(2) 機器・配管系 

a. 通常運転時の状態で施設に作用する荷重 

b. 運転時の異常な過渡変化時の状態で施設に作用する荷重 

c. 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重 

d. 地震力 

 

1.4.4.3 荷重の組合せ 
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地震力と他の荷重との組合せは次による。 

(1) 建物・構築物 

a. S クラス、B クラス及び C クラスの施設に対して、地震力と常時作用

している荷重、運転時(通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時)に施

設に作用する荷重とを組合せる。 

b. S クラスの施設に対して、常時作用している荷重及び設計基準事故時

の状態で施設に作用する荷重のうち、長時間その作用が続く荷重と弾性

設計用地震動による地震力又は静的地震力とを組合せる。 

(2) 機器・配管系 

a. S クラス、B クラス及び C クラスの施設に対して、地震力と、通常運

転時又は運転時の異常な過渡変化時の状態で作用する荷重とを組合せ

る。 

b. S クラスの施設に対して、地震力と運転時の異常な過渡変化時の状態

及び設計基準事故時の状態のうち、地震によって引起こされるおそれの

ある事象によって作用する荷重とを組合せる。 

c. S クラスの施設に対して、運転時の異常な過渡変化時の状態及び設計

基準事故時の状態のうち、地震によって引起こされるおそれのない事象

によって作用する荷重で、その作用が長時間続く場合には、その荷重と

弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力とを組合せる。なお、地

震によって引起こされるおそれがなく、かつ、その事象によって作用す

る荷重が短時間で終結する場合には、地震力と組合せない。 

(3) 荷重の組合せ上の留意事項 

a. S クラスの施設に作用する地震力のうち動的地震力については、水平

2 方向と鉛直方向の地震力を適切に組合せ算定するものとする。 

b. 明らかに、他の荷重の組合せ状態での評価が厳しいことが判明してい

る場合には、その荷重の組合せ状態での評価は行わなくてもよいものと

する。 

c. 複数の荷重が同時に作用する場合、それらの荷重による応力の各ピー

クの生起時刻に明らかなずれがあることが判明しているならば、必ずし

も、それぞれの応力のピーク値を重ねなくともよいものとする。 

d. 上位の耐震クラスの施設を支持する建物・構築物の当該部分の支持機

能を検討する場合においては、支持される施設の耐震クラスに応じた地

震力と常時作用している荷重、運転時に施設に作用する荷重及びその他

必要な荷重とを組合せる。 

なお、対象となる建物・構築物及びその支持機能が維持されることを

検討すべき地震動を第 1.4.1 表に示す。 
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1.4.4.4 許容限界 

各施設の地震力と他の荷重とを組合せた状態に対する許容限界は、次のと

おりとする。 

(1) 建物・構築物 

a. S クラスの建物・構築物 

(a) 弾性設計用地震動による地震力又は静的震度による地震力との組

合せに対する許容限界 

建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応

力度を許容限界とする。 

(b) 基準地震動による地震力との組合せに対する許容限界 

建物・構築物が構造物全体として、十分変形能力(ねばり)の余裕を

有し、終局耐力に対して妥当な安全余裕をもたせることとする。 

なお、終局耐力は、建物・構築物に対する荷重又は応力を漸次増大

していくとき、その変形又はひずみが著しく増加するに至る限界の最

大耐力とし、日本建築学会「建築耐震設計における保有耐力と変形性

能」実験式(5)等に基づき適切に定めるものとする。 

b. B、Cクラスの建物・構築物 

安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界と

する。 

c. 耐震クラスの異なる施設を支持する建物・構築物 

上記の「a. S クラスの建物・構築物、(b) 基準地震動による地震力と

の組合せに対する許容限界」を適用するほか、耐震クラスの異なる施設が、

それを支持する建物・構築物の変形等に対して、その機能が損なわれない

ものとする。 

d. 建物・構築物の保有水平耐力 

建物・構築物については、当該建物・構築物の保有水平耐力が、必要保

有水平耐力に対して、妥当な安全余裕をもたせることとする。 

 

(2) 機器・配管系 

a. S クラスの機器・配管系 

(a) 弾性設計用地震動による地震力又は静的震度による地震力との組

合せに対する許容限界 

金属構造物については、JEAG その他の安全上適切と認められる規

格及び基準に基づき、降伏応力又はこれと同等な安全性を有する応

力を許容限界とする。金属構造物のうち高温に達するものについて
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は、「高温ガス炉第 1種機器の高温構造設計指針」による許容応力を

許容限界とする。 

炉心支持黒鉛構造物については、引張強さ及び圧縮強さを基準に

し、「高温ガス炉炉心支持黒鉛構造物の構造設計指針」による許容応

力を許容限界とする。 

なお、対象はサポートポストの炉心支持機能とする。 

(b) 基準地震動による地震力との組合せに対する許容限界 

金属構造物については、JEAG その他の安全上適切と認められる規

格及び基準に基づき、構造物の相当部分が降伏し、塑性変形する場

合でも過大な変形、亀裂、破損等が生じず、その施設の機能に影響

を及ぼすことがない程度に応力を制限する値を許容限界とする。金

属構造物のうち高温に達するものについては、「高温ガス炉第 1種機

器の高温構造設計指針」による許容応力を許容限界とする。 

炉心支持黒鉛構造物については、引張強さ及び圧縮強さを基準にし、

「高温ガス炉炉心支持黒鉛構造物の構造設計指針」による許容応力を

許容限界とする。なお、対象はサポートポストの炉心支持機能とする。 

b. B、Cクラスの機器・配管系 

JEAG その他の安全上適切と認められる規格及び基準に基づき、降伏応力

又はこれと同等の安全性を有する応力を許容限界とする。 

c. 炉心構成要素(燃料体、制御棒案内ブロック、可動反射体ブロック) 

炉心構成要素については、地震時に作用する荷重に対して、崩壊熱除去

可能な形状が阻害されないこと、及び過大な変形や破損を生じることによ

り、制御棒の挿入が阻害されないことを確認するため、「高温ガス炉炉心

黒鉛構造物の構造設計指針」による許容応力を許容限界とする。 

d. 動的機器 

地震時に動作を要求される動的機器については、解析により確認されて

いる機能確認済加速度等を許容限界とする。 
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第 1.4.1 表 クラス別施設 

クラス クラス別施設 
主要設備(*1) 補助設備(*2) 直接支持構造物(*3) 間接支持構造物(*4) 相互影響を考慮すべき設備(*5) 

適用範囲 
耐震 
クラス 

適用範囲 
耐震 
クラス 

適用範囲 
耐震 
クラス 

適用範囲 
検討用 
地震動 

(*6) 
 

適用範囲 
検討用 
地震動 

(*6) 
 

S 
 

(ⅰ) 
原子炉冷却材圧力
バウンダリを構成す
る機器・配管系 

 
①原子炉圧力容器 
 
②原子炉冷却材圧力

バウンダリに属する
容器 (中間熱交換
器等)・配管（1 次ヘ
リ ウ ム 配 管 （ 二 重
管）等）・循環機(1
次ヘリウム循環機
等)・弁(1 次冷却設
備の主要弁等) 

 
S 
 

S 

 
①隔離弁を閉とする

に必要な電気計
装設備 

 
S 

 
1)原子炉圧力容器、中

間熱交換器、1 次加
圧水冷却器、1 次ヘリ
ウム循環機等の支持
構造物 

 
2)機器・配管・電気計装

設備等の支持構造物 

 
S 
 
 
 
 
 

S 

 
1)原子炉建家 
 
2)内部コンクリート 

構造物 

 
Ss 
 

Ss 

 
1)排気筒 

 
Ss 
 

(ⅱ) 
使用済燃料を貯蔵
するための施設 

 
①使用済燃料貯蔵設

備貯蔵プール 
②原子炉建家内の使

用済燃料貯蔵設備
貯蔵ラック(上蓋を
除く。) 

 
S 
 

S 

    
 

 
1)原子炉建家 
 

 
Ss 
 

 
1)原子炉建家天井クレ

ーン 
2)排気筒 
3)原子炉建家屋根トラ

ス 
4)燃料交換機 
5)制御棒交換機 

 
Ss 
 

Ss 
Ss 
 

Ss 
Ss 

(ⅲ) 
原子炉の緊急停止
のために急激に負の
反応度を付加するた
めの施設及び原子
炉の停止状態を維
持する施設 

 
①制御棒及び制御棒

駆動装置(スクラム
機能に関するもの) 

 

 
S 
 

 
①制御棒案内管 
②炉心支持鋼構造

物 (拘束バンドは
除く。) 

③炉心支持黒鉛構
造物(サポートポス
ト(支持機能のみ)) 

④電気計装設備 

 
S 
S 
 
 

S 
 
 
 

S 

 
1)機器・配管、電気計装

設備等の支持構造物 
 
 

 
S 
 

 
1)原子炉建家 
 
2)内部コンクリート構造物 
 
 

 
Ss 
 

Ss 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

(ⅳ) 
その他 

 
①1 次ヘリウム純化設

備（原子炉格納容
器内のもの） 

②破損燃料検出系
（原子炉格納容器
内のもの） 

③1 次ヘリウムサンプ
リング設備（原子炉
格 納 容 器 内 の も
の） 

④原子炉格納容器バ
ウンダリに属する配
管・弁(1 次冷却材
を内蔵する 1次ヘリ
ウム純化設備等の
原子炉格納容器貫
通部配管・弁） 

 
S 
 
 

S 
 
 

S 
 
 
 

S 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
①隔離弁を閉とする
に必要な電気計装
設備 
 

 
 
 
 
 

S 
 
 

 
1)機器・配管等の支持

構造物 
 
 
2)電気計装設備の支持

構造物 

 
S 
 
 
 

S 

 
1)内部コンクリート 

構造物 
 
2)原子炉建家 
 
 
 

 
Ss 
 
 

Ss 

 
1)原子炉格納容器 

 
Ss 
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(続き) 

クラス クラス別施設 
主要設備(*1) 補助設備(*2) 直接支持構造物(*3) 間接支持構造物(*4) 相互影響を考慮すべき設備(*5) 

適用範囲 
耐震 
クラス 

適用範囲 
耐震 
クラス 

適用範囲 
耐震 
クラス 

適用範囲 
検討用 
地震動 

(*6) 
 

適用範囲 
検討用 
地震動 

(*6) 
 

B (ⅰ) 
原子炉冷却材圧力
バウンダリに直接接
続されていて、1 次
冷却材を内蔵してい
るか、又は内蔵し得
る施設 

 
①1 次ヘリウム純化設

備(S、C クラスに属
する設備を除く。) 

 
② 破 損 燃 料 検 出 系

(S、C クラスに属す
る設備を除く。) 

 
③1 次ヘリウムサンプ

リング設備(S、C ク
ラスに属する設備を
除く。) 

 
B 
 
 
 
 

B 
 
 
 

B 

  
 

 
1)機器・配管等の支

持構造物 

 
B 

 
1)内部コンクリート構造物 
 
2)原子炉建家 

 
SB 

 
 

SB 

  

(ⅱ) 
原子炉停止後、炉心
から崩壊熱を除去す
るための施設 

 
①補助冷却設備 (原

子炉冷却材圧力バ
ウンダリ、C クラスに
属するものは除く。) 
 

 
B 

 
①補機冷却水設備(当該

主要設備に係わるも
の) 

②炉心支持鋼構造物の
拘束バンド及び炉心
支持黒鉛構造物(サポ
ートポスト(支持機能の
み)を除く。) 

③非常用発電機及びそ
の計装設備 

④制御用圧縮空気設備 

 
B 
 

B 
 
 
 
 
 

B 
 

B 

 
1)機器・配管、電気計

装設備等の支持構
造物 

 
B 

 
1)原子炉建家 
 
2)内部コンクリート構造物 
 
3)補機冷却水系の配管ト

レンチ及び冷却塔基
礎 

 
SB 
 

SB 
 
 

SB 

 
 

 
 

(ⅲ) 
原子炉冷却材圧力
バウンダリ破損事故
後、炉心から崩壊熱
を除去するために必
要な施設 

 
①炉容器冷却設備(C

クラスに属するもの
は除く。) 

 
B 

 
①補機冷却水設備(当該

主要設備に係わるも
の) 

②中央制御室遮へい 
③非常用発電機及びそ

の計装設備 
④制御用圧縮空気設備 

 
B 
 
 

B 
B 
 

B 

 
1)機器・配管、電気計

装設備等の支持構
造物 

 
B 

 
1)原子炉建家 
2)内部コンクリート構造物 
3)補機冷却水系の配管ト

レンチ及び冷却塔基
礎 

 
SB 

SB 

 

SB 

  

(ⅳ) 
原子炉冷却材圧力
バウンダリ破損事故
の際に圧力障壁とな
り、放射性物質の拡
散を直接防ぐための
施設 

 
①原子炉格納容器 
②原子炉格納容器バ

ウンダリに属する配
管・弁(1 次冷却材
を含まない補機冷
却水設備等の原子
炉格納容器貫通部
配管・弁） 

 
B 
B 

 
①隔離弁を閉とするに必

要な電気計装設備 

 
B 

 
1)機器・配管等の支

持構造物 
 
2)電気計装設備の支

持構造物 

 
B 
 
 

B 

 
1)原子炉建家 
 

 
SB 
 

  



 

地震-28 

 

 

(続き) 

クラス クラス別施設 
主要設備(*1) 補助設備(*2) 直接支持構造物(*3) 間接支持構造物(*4) 相互影響を考慮すべき設備(*5) 

適用範囲 
耐震 
クラス 

適用範囲 
耐震 
クラス 

適用範囲 
耐震 
クラス 

適用範囲 
検討用 
地震動 

(*6) 
 

適用範囲 
検討用 
地震動 

(*6) 
 

B (ⅴ) 
放射性物質の放出を
伴うような設計基準
事故の際にその外部
放散を抑制するため
の設備で上記(ⅳ)以
外の施設 

 
①非常用空気浄化設

備 

 
B 

 
①非常用発電機及

びその計装設備 
②制御用圧縮空気

設備 

 
B 
 

B 

 
1)機器・配管、電気計装

設備等の支持構造物 

 
B 

 
1)原子炉建家 
2)排気筒 

 
SB 

SB 

  

(ⅵ) 
使用済燃料を貯蔵す
るための施設 

 
①使用済燃料貯蔵建

家内の使用済燃料
貯蔵設備貯蔵ラッ
ク(上蓋を除く。) 

 
B 

     
1)使用済燃料貯蔵建家 

 
SB 

 
 

 
 

(ⅶ) 
放射性廃棄物を内蔵
している施設、ただ
し、内蔵量が少ない
か又は貯蔵方式によ
りその破損によって
公衆に与える放射線
の影響が年間の周辺
監視区域外の線量
当量限度に比べ十
分小さいものは除く 

 
①廃棄物の廃棄施設

(C クラスに属する
設備を除く。) 

 
B 

   
1)機器・配管等の支持構

造物 

 
B 

 
1)原子炉建家 

 
SB 

  

(ⅷ) 
放射性廃棄物以外
の放射性物質に関連
した施設で、その破
損により公衆及び放
射線業務従事者等
に過大な放射線被ば
くを与える可能性の
ある施設 

 
①燃料交換機 
②原子炉建家天井ク

レーン 
③放射線低減効果の

大きい遮へい 
④原子炉圧力容器リ

ーク検出配管 
⑤使用済燃料貯蔵建

家天井クレーン 

 
B 
B 
 

B 
 

B 
 

B 

   
1)機器・配管等の支持構

造物 

 
B 

 
1)内部コンクリート構造物 
 
2)原子炉建家 
 
3)使用済燃料貯蔵建家 

 
SB 

 

 

SB 

 

SB 

  

(ⅸ) 
使用済燃料を冷却す
るための施設 

 
①使用済燃料貯蔵設

備プール冷却浄化
設備 (プール水冷
却に関する部分) 

 

 
B 

 
①補機冷却水設備

(当該主要設備に
係わるもの) 

 
②電気計装設備 
 
③制御用圧縮空気

設備 

 
B 
 
 
 

B 
 

B 

 
1)機器・配管、電気計装

設備等の支持構造物 

 
B 

 
1)原子炉建家 
 
2)補機冷却水設備の配

管トレンチ及び冷却塔
基礎 

 
SB 

 
SB 
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(続き) 

クラス クラス別施設 
主要設備(*1) 補助設備(*2) 直接支持構造物(*3) 間接支持構造物(*4) 相互影響を考慮すべき設備(*5) 

適用範囲 
耐震 
クラス 

適用範囲 
耐震 

クラス 
適用範囲 

耐震 
クラス 

適用範囲 
検討用 
地震動 

(*6) 
 

適用範囲 
検討用 
地震動 

(*6) 
 

B 
 
 

(ⅹ) 
放射性物質の放出を
伴うような場合に、そ
の外部放散を抑制す
るための施設で S クラ
スに属さない施設 
 
 
 
 

 
①使用済燃料貯蔵建

家換気空調設備の
一部 

 
B 

   
1)機器・配管、電気計装

設備等の支持構造物 

 
B 

 
1)使用済燃料貯蔵建家 

 
SB 

  

(ⅺ) 
その他 

 
①炉内構造物(S クラ

スに属するものを
除く。) 

②後備停止系 
 
 
 
 
 

 
B 
 
 

B 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
①後備停止系案内

管 
②非常用発電機及

びその計装設備 
③制御用圧縮空気

設備 
 

 
 
 
 

B 
 

B 
 

B 

 
 
 
 
1)機器・配管、電気計装

設備等の支持構造物 
 
 
 

 
 
 
 

B 
 
 
 
 

 
1)原子炉建家 
2)内部コンクリート構造物 
 
 
 

 
SB 

SB 
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(続き) 

クラス クラス別施設 
主要設備(*1) 補助設備(*2) 直接支持構造物(*3) 間接支持構造物(*4) 相互影響を考慮すべき設備(*5) 

適用範囲 
耐震 
クラス 

適用範囲 
耐震 
クラス 

適用範囲 
耐震 
クラス 

適用範囲 
検討用 
地震動 

(*6) 
 

適用範囲 
検討用 
地震動 

(*6) 
 

C (ⅰ) 
S,B クラスに属さな
い施設 

 
①制御棒駆動装置(スク

ラム機能に関する部分
を除く。) 

②補助冷却設備(二重管
内管) 

③炉容器冷却設備(熱反
射板) 

④2 次ヘリウムサンプリン
グ設備 

⑤新燃料貯蔵設備 
⑥2 次ヘリウム冷却設備 
⑦加圧水冷却設備 
⑧1次ヘリウム純化設備、
1 次ヘリウムサンプリン
グ設備、破損燃料検出
系等のうち高放射性物
質に関連した部分を除
いた部分 

⑨2 次ヘリウム純化設備 
⑩1 次ヘリウム貯蔵供給

設備 
⑪2 次ヘリウム貯蔵供給

設備 
⑫廃棄物の廃棄施設のう

ち、高放射性物質に関
連した部分を除いた部
分 

⑬使用済燃料貯蔵設備
プール冷却浄化設備
(プール水補給に関す
る部分) 

⑭消火設備 
⑮換気空調設備 
⑯電気計装設備(S、B ク

ラスの関するものは除
く。) 

⑰補機冷却水設備 
⑱一般用圧縮空気設備 
⑲一般冷却水系 
⑳保管廃棄施設 
㉑その他 

 
C 
 
 

C 
 

C 
 

C 
 

C 
C 
C 
C 
 
 
 
 
 

C 
C 
 

C 
 

C 
 
 
 

C 
 
 
 

C 
C 
C 
 
 

C 
C 
C 
C 
C 

   
1)機器・配管、電気

計装設備等の支
持構造物 

 
C 

 
1)内部コンクリート構造

物 
 
2)原子炉建家 

 
SC 

 
 

SC 

  

 (*1) 主要設備とは、当該機能に直接的に関連する設備をいう。 

(*2) 補助設備とは、当該機能に間接的に関連し、主要設備の補助的役割を持つ設備をいう。 

(*3) 直接支持構造物とは、主要設備、補助設備に直接取り付けられる支持構造物若しくはこれらの設備の荷重を直接的に受ける支持構造物をいう。 

(*4) 間接的支持構造物とは、直接支持構造物から伝達される荷重を受ける構造物（建物・構築物）をいう。 

(*5) 相互影響を考慮すべき設備とは、下位の耐震クラスに属するものの破損によって上位の分類に属するものに波及的影響を及ぼすおそれのある設備をいう。 

(*6) Ss：基準地震動 Ssにより定まる地震力。 

 SB：耐震 Bクラス施設に適用される静的地震力。 

 SC：耐震 Cクラス施設に適用される静的地震力
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第 1.4.1 図 原子炉施設全体としての具体的な分類方法 

 

 

 

 

停止機能、冷却機能、閉じ込め機能 

全てが失われた状態を想定 

機能喪失時の想定影響の算定 

影響 大 

（過度の放射線被ばくを及ぼ

すおそれ（5mSv を超える）） 

B クラス対象設備・機器 

等の検討が必要な 

試験研究用等原子炉施設 

S 及び Bクラス対象設備・

機器等の検討が必要な試験

研究用等原子炉施設 

設備・機器等の分類 

第 1.4.2 図フローへ 

設備・機器等の分類 

第 1.4.2 図フローへ 

影響 小 

公衆の放射線 

被ばくの程度 

※１ 

※１：｢機能が失われた状態｣については、技術的にその状態を予測することができる場合には、予測した状態を前提

に評価を実施することができるものとする。当該予測に当たっては、Ｓクラス施設に適用される程度の地震力及

び基準津波（第５条１の規定により策定する津波をいう。以下同じ。）相当の津波を想定して、予測を行うこと。た

だし、基準津波相当の津波に係る津波高さ及び遡上範囲の設定に当たっては、必ずしも地質学的調査等を行

う必要はなく、国や地方公共団体が公表している想定津波高さ及び周辺の原子力施設で設定された津波高さ

を参考に、試験研究用等原子炉施設の立地状況を考慮して、津波高さ及び遡上範囲を設定することができるも

のとする。  

※２：燃料破損が想定される場合には、燃料中の気体状の放射性物質が全量放出されるものとする。ただし、具体的

な燃料破損の状態を想定し得る場合には、その破損状態に応じて放出量を設定することができるものとする。  

※３：気象条件、拡散条件及び被ばく評価条件については、設置（変更）許可申請書の事故評価に用いた条件が使

用できるものとする。 

※２、３ 
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注１）本フロー図は、〈停止機能→冷却機能→閉じ込め機能〉の順で機能喪失した場合の分類方法を示しているが、〈停

止機能→閉じ込め機能→冷却機能〉の順についても同様に実施した上で分類すること。  
注２）停止機能、冷却機能及び閉じ込め機能を有するＢクラスとしての設備・機器等を選定する際の本フロー図の適用に

ついては、「過度の放射線被ばくを及ぼすおそれ」とあるのは、「敷地周辺の公衆が被ばくする実効線量が発生事故当

たり５０マイクロシーベルト以上であるおそれ」とする。  
注３）「Ｂクラス対象設備・機器等の検討が必要な試験研究用等原子炉施設」に分類された試験研究用等原子炉施設のう

ち、通常運転時において放射性廃棄物を廃棄する施設（放射性廃棄物を保管廃棄する施設を含む。）並びに核燃料物質

の取扱施設及び貯蔵施設にあっては、本フロー図にかかわらず、安全機能を喪失した場合に敷地周辺の公衆が被ばくす

る線量が十分に低いものは、Ｃクラスに分類することができる。 この場合において、上記の「敷地周辺の公衆が被ば

くする線量が十分に低い」とは、「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」（昭和５０年５月１３日

原子力委員会決定）を参考に、実効線量が発生事故当たり５０マイクロシーベルト以下であることをいう。 

第 1.4.2 図 試験研究用等原子炉施設に係る個別の設備・機器等の具体的な分類方法 
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第 1.4.3 図 弾性設計用地震動 Sdの応答スペクトル(NS 成分) 
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【大洗研】[pSv90]新・基準地震動Ss-DH（HTTR版、700）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-1NS（973）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-2NS（835）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-3NS（948）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-4NS（740）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-5NS（670）.waz

(h=0.05)

弾性設計用地震動 Sd-D 

弾性設計用地震動 Sd-1 

弾性設計用地震動 Sd-2 

弾性設計用地震動 Sd-3 

弾性設計用地震動 Sd-4 

弾性設計用地震動 Sd-5 
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第 1.4.4 図 弾性設計用地震動 Sdの応答スペクトル(EW 成分) 
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【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-1EW（711）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-2EW（761）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-3EW（850）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-4EW（630）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-5EW（513）.waz

(h=0.05)

弾性設計用地震動 Sd-D 

弾性設計用地震動 Sd-1 

弾性設計用地震動 Sd-2 

弾性設計用地震動 Sd-3 

弾性設計用地震動 Sd-4 

弾性設計用地震動 Sd-5 
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第 1.4.5 図 弾性設計用地震動 Sdの応答スペクトル(UD 成分) 
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【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-1UD（474）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-2UD（436）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-3UD（543）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-4UD（405）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-5UD（402）.waz

(h=0.05)

弾性設計用地震動 Sd-D 

弾性設計用地震動 Sd-1 

弾性設計用地震動 Sd-2 

弾性設計用地震動 Sd-3 

弾性設計用地震動 Sd-4 

弾性設計用地震動 Sd-5 
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第 1.4.6 図 弾性設計用地震動 Sd-D の時刻歴波形 
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第 1.4.7 図 弾性設計用地震動 Sd-1 の時刻歴波形 
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第 1.4.8 図 弾性設計用地震動 Sd-2 の時刻歴波形 
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第 1.4.9 図 弾性設計用地震動 Sd-3 の時刻歴波形 
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第 1.4.10 図 弾性設計用地震動 Sd-4 の時刻歴波形 
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第 1.4.11 図 弾性設計用地震動 Sd-5 の時刻歴波形 
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第 1.4.12 図 弾性設計用地震動 Sd-D と基準地震動 S1の応答スペクトルの比較(水平成分) 

 

  

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm)

周  期(s)

速
 
度
 

(cm/s)

0.5【大洗研】[pSv90]新・基準地震動Ss-DH（HTTR版、700）.waz

【大洗研】[Sa90]基準地震動S1.waz

(h=0.05)
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基準地震動 S
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第 1.4.13 図 弾性設計用地震動 Sdの一様ハザードスペクトル(水平成分) 
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【大洗研】[pSv90]新・弾性設計用地震動Sd-DH（HTTR版、700）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-1EW（711）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-1NS（973）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-2EW（761）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-2NS（835）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-3EW（850）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-3NS（948）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-4EW（630）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-4NS（740）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-5EW（513）.waz

【大洗研】[Sa90]新・弾性設計用地震動Sd-5NS（670）.waz

(h=0.05)

一様ハザードスペクトル 

弾性設計用地震動 Sd-D 

弾性設計用地震動 Sd-1※1 

弾性設計用地震動 Sd-2※1 

弾性設計用地震動 Sd-3※1 

弾性設計用地震動 Sd-4※1 

弾性設計用地震動 Sd-5※1 

※1 実線は NS 成分、破線は EW 成分 

 

年超過確率 10
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年超過確率 10
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第 1.4.14 図 弾性設計用地震動 Sdの一様ハザードスペクトル(鉛直成分) 
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(２) 適合性説明 

 

(地震による損傷の防止) 

第四条 試験研究用等原子炉施設は、地震力に十分に耐えることができるものでなけれ

ばならない。 

2 前項の地震力は、地震の発生によって生ずるおそれがある試験研究用等原子炉施

設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度に応じて算定しな

ければならない。 

3 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれが

ある地震による加速度によって作用する地震力に対して安全機能が損なわれるおそ

れがないものでなければならない。 

4 耐震重要施設は、前項の地震の発生によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に対

して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

1について 

原子炉施設は、耐震重要度分類をSクラス、Bクラス及びCクラスに分類し、それぞれに応じ

た地震力に対しておおむね弾性範囲の設計を行う。 

なお、耐震重要度分類及び地震力については、「2 について」に示すとおりである。 

 

2について 

原子炉施設は、地震により発生するおそれがある安全機能の喪失及びそれに続く放射線による

公衆への影響を防止する観点から、各施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度に応

じて、以下のとおり、耐震重要度分類をSクラス、Bクラス及びCクラスに分類し、それぞれに

応じた地震力を算定する。 

(1) 耐震重要度分類 

原子炉施設は「試験炉設置許可基準規則解釈 別記1「試験研究用等原子炉施設に係る耐

震重要度分類の考え方」」により以下のとおり分類する。 

Sクラス： 安全施設のうち、その機能喪失により周辺の公衆に過度の放射線被ばくを与

えるおそれのある設備・機器等を有する施設 

上記の「過度の放射線被ばくを与えるおそれのある」とは、安全機能の喪失

による周辺の公衆の実効線量の評価値が発生事故当たり5ミリシーベルトを超

えることをいう。 

Bクラス： 安全施設のうち、その機能を喪失した場合の影響がSクラス施設と比べ小さ

い施設 

C クラス： S クラス、B クラス以外であって、一般産業施設又は公共施設と同等の安全

性が要求される施設 

(2) 上記(1)の Sクラス、Bクラス及びCクラスの施設に適用する地震力は以下のとおり算定
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する。 

なお、Sクラス施設については弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか

大きい方の地震力を適応する。 

a. 静的地震力 

静的地震力は、Sクラス、Bクラス及びCクラスの施設に適用することとし、それぞ

れの耐震重要度分類に応じて、次の地震層せん断係数Ci及び震度に基づき算定する。 

(a) 建物・構築物 

水平地震力は、地震層せん断係数Ciに、次に示す施設の耐震重要度分類に応じ

た係数を乗じ、更に当該層以上の重量を乗じて算定する。 

Sクラス   3.0 

Bクラス   1.5 

Cクラス   1.0 

ここで、Ciは、標準せん断力係数C0を0.2以上とし、建物・構築物の振動特性、

地盤の種類等を考慮して求められる値である。 

S クラスの施設については、水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組

合せで作用するものとする。 

鉛直地震力は、震度0.3以上を基準とし、建物・構築物の振動特性及び地盤の

種類等を考慮して求めた鉛直震度により算定する。ただし、鉛直震度は高さ方向

に一定とする。 

(b) 機器・配管系 

静的地震力は、上記(a)に示す地震層せん断力係数Ciに施設の重要度分類に応

じた係数を乗じたものを水平震度として、当該水平震度及び上記(a)の鉛直震度

をそれぞれ20 %増しとした震度より求める。 

なお、Sクラスの施設については、水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方

向の組合せで作用するものとする。ただし、鉛直震度は高さ方向に一定とする。 

b. 弾性設計用地震動による地震力 

弾性設計用地震動による地震力は、Sクラスの施設に適用する。 

弾性設計用地震動は、原子炉施設の安全機能限界と弾性限界に対する入力荷重の比

率が0.5程度であるという知見(6)を踏まえ、また、弾性設計用地震動を原子炉建家設計

時より保守的な設定とするため、応答スペクトルに基づく基準地震動 Ss-D に係数 0.5

を乗じた弾性設計用地震動Sd-Dが、設計時に用いた「発電用原子炉施設に関する耐震

設計審査指針（昭和56年7月20日原子力安全委員会決定)」に基づく基準地震動S1の

応答スペクトルを下回らないものとして、工学的判断により添付書類六「5. 地震」

に示す基準地震動に係数0.5を乗じて設定する。 

また、弾性設計用地震動による地震力は、水平 2 方向及び鉛直方向について適切に

組合せたものとして算定する。 

なお、Bクラスの施設のうち、共振のおそれのある施設については、弾性設計用地震

動に 2 分の 1 を乗じた地震動により、その影響についての検討を行う。当該地震動に
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よる地震力は、水平2方向及び鉛直方向について適切に組合せて算定するものとする。 

 

 

3について 

耐震重要施設については、最新の科学的・技術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地

質構造、地盤構造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から想定することが適切な地

震動、即ち添付書類六「5. 地震」に示す基準地震動による地震力に対して、安全機能が損なわ

れるおそれがないように設計する。 

基準地震動による地震力は、基準地震動を用いて、水平2方向及び鉛直方向について適切に組

合せたものとして算定する。 

なお、耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のクラスに属する施設の波及的影響によって、

その安全機能を損なわない設計とする。また、次に示す影響を確認する。 

a. 設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する相対変位又は不等沈下による影響 

b. 耐震重要施設と下位のクラスの施設との接続部及び支持部における相互影響 

c. 建家内における下位のクラスの施設の損傷、転倒及び落下等による耐震重要施設への影響 

d. 建家外における下位のクラスの施設の損傷、転倒及び落下等による耐震重要施設への影響 

 

4について 

原子炉施設を設置する敷地に該当する斜面はない。 

 

   

 添付書類六の次の項目参照 

5. 地 震 

 

   

   

   

 添付書類八の次の項目参照 

1. 安全設計 
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1.3.2 気象等 

5. 地震 

5－Ⅰ 地 震（ＨＴＴＲ） 

5.1 概要 

施設の供用中に耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による地震動（以下「基準地震

動SS」という。）は、以下の方針により策定する。  

① 「3. 地盤」に記載されている敷地周辺における活断層の性質や、敷地周辺における地震発生状況等

を考慮して、その発生様式による地震の分類を行った上で、敷地に大きな影響を与えると予想される

地震（以下「検討用地震」という。）を選定した後、敷地での地震動評価を実施し、「敷地ごとに震源

を特定して策定する地震動」を評価する。 

② 敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施しても、なお敷地近傍において発生する可能性の

ある内陸地殻内地震の全てを事前に評価し得るとは言い切れないとの観点から、「震源を特定せず策

定する地震動」を評価する。  

③ 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」の評価結果に基

づき、基準地震動 SSを策定する。 

 

5.2 敷地周辺の地震発生状況 

 敷地が位置する茨城県周辺は、陸のプレート、太平洋プレート及びフィリピン海プレートの3つのプ

レートが接触する場所である。敷地周辺で発生する地震は、陸のプレートで発生する内陸地殻内地震、

各プレートの境界で発生するプレート間地震及び太平洋プレートやフィリピン海プレートで発生する

海洋プレート内地震に分類される。 

 

5.2.1 過去の被害地震 

 第5.2.1図は、宇佐美ほかの「日本被害地震総覧」（2013）(1) 及び気象庁の「気象庁地震カタロ

グ」（2017）(2) に記載されている被害地震のうち、敷地からの震央距離が約200km以内の被害地震

の震央分布を示したものである。なお、第5.2.1図に示した被害地震の諸元を第5.2.1表(1)から第

5.2.1表(9)に示す。 

 ここで、地震の規模及び震央位置は、1922年以前の地震については宇佐美ほか（2013）を、1923

年以降の地震については気象庁（2017）を用いている。 

 

5.2.2 敷地周辺の地震活動 

 気象庁で観測された1923年から2015年までの敷地から約200km以内の範囲に発生したマグニチュ

ード（以下「M」という。）4.0以上の地震の震央分布を深度別に第5.2.2図(1)から第5.2.2図(4)に

示す。また、敷地付近を横切る幅50kmの範囲に分布する震源の鉛直分布を第5.2.3図(1)から第5.2.3

図(4)に示す。 

 さらに、気象庁で観測された1998年から2015年までの敷地から約100km以内の範囲に発生した

M4.0以下の地震の震央分布を深度別に第5.2.4図(1)から第5.2.4図(4)に示す。また、敷地付近を横

切る幅50kmの範囲に分布する震源の鉛直分布を第5.2.5図(1)から第5.2.5図(4)に示す。 
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5.3 活断層の分布状況 

 敷地周辺で実施した地質調査の結果は「3. 地盤」に記載されている。 

 「3. 地盤」の検討結果に基づき、敷地周辺の活断層等の分布を第5.3.1図に示す。 

 

5.4 地震の分類 

 第5.4.1表に示す気象庁（2009）(3) による震度階級関連解説表によれば、地震によって建物等に被害

が発生する目安となるのは震度5弱（1996年以前は震度V）程度以上であることから、「5.2 敷地周辺の

地震発生状況」による地震の規模、位置等に関する最新の知見をもとに、敷地に大きな影響を与える地

震として、震度5弱（震度V）程度以上のものを地震発生様式別に選定する。 

 宇佐美ほか（2013）に記載されている震度分布図及び気象庁が公表している震度分布図によれば、第

5.2.1図の地震のうち、敷地周辺で震度5弱（震度V）程度以上であったと推定される地震は、1703年元禄
げんろく

地震、1895年霞ヶ浦付近の地震、1923年関東大地震、1930年那珂川下流域の地震、1938年塩屋崎沖の地

震、1938年鹿島灘の地震、1938年福島県東方沖地震、2011年東北地方太平洋沖地震の本震及び同日15

時15分に発生した2011年東北地方太平洋沖地震の余震である。 

 また、第5.2.1図の地震のうち、敷地及びその周辺での震度等が明らかでない地震については、第5.4.1

図に示すように、村松（1969）(4) 及び勝又・徳永（1971）(5) による地震の規模及び震央距離と震度と

の関係から敷地での震度を推定した。これによれば、敷地周辺で震度5弱（震度V）程度以上であったと

推定される地震は、818年関東諸国の地震、1677年磐城
い わ き

・常陸
ひ た ち

・安房
あ わ

・上総
か ず さ

・下総
しもうさ

の地震、1896年鹿島

灘の地震及び1921年茨城県龍ヶ崎付近の地震である。 

 

5.4.1 内陸地殻内地震 

 第5.2.1図に示す過去の被害地震のうち、敷地周辺で震度5弱（震度V）程度以上であったと推定

される内陸地殻内地震は、818年関東諸国の地震である。 

 次に、「5.3 活断層の分布状況」の活断層等について、想定される地震の規模及び震央距離と震

度との関係から敷地での震度を推定した結果を第5.4.2図に示す。ここで、活断層等から想定され

る地震の規模は、松田（1975）(6) により算定する。第5.4.2図に示すように、関谷断層による地震、

深谷断層帯・綾瀬川断層による地震、関口-米平リニアメントによる地震、竪破山南西付近リニア

メント（以下「竪破山リニアメント」という。）による地震、日立市宮田町付近リニアメント（以

下「宮田町リニアメント」という。）による地震、吾国山断層による地震、F8断層による地震、F11

断層による地震、F16断層による地震、A-1背斜による地震、棚倉破砕帯西縁断層（の一部）と棚倉

破砕帯東縁付近の推定活断層の同時活動（以下「棚倉破砕帯西縁断層～同東縁付近の推定活断層」

という。）による地震、F1断層、北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動（以下「F1断層～

北方陸域の断層～塩ノ平地震断層」という。）による地震及びF3断層とF4断層の同時活動（以下「F3

断層～F4断層」という。）による地震が、敷地周辺で震度5弱（震度V）程度以上になると推定され

る。 

 なお、断層長さの短い、関口-米平リニアメントによる地震、竪破山リニアメントによる地震、

宮田町リニアメントによる地震、吾国山断層による地震及びF11断層による地震の地震動評価にお
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いては、それぞれの地震の規模をM6.8として評価する。 

 

5.4.2 プレート間地震 

 第5.2.1図に示す過去の被害地震のうち、敷地周辺で震度5弱（震度V）程度以上であったと推定

されるプレート間地震は、1677年磐城・常陸・安房・上総・下総の地震、1703年元禄地震、1896

年鹿島灘の地震、1923年関東大地震、1930年那珂川下流域の地震、1938年塩屋崎沖の地震、1938

年鹿島灘の地震、1938年福島県東方沖地震、2011年東北地方太平洋沖地震の本震及び2011年東北地

方太平洋沖地震の余震である。これらのうち、1703年元禄地震及び1923年関東大地震はフィリピン

海プレートと陸のプレートの境界で発生したプレート間地震（以下「フィリピン海プレート間地震」

という。）であり、それ以外の地震は太平洋プレートと陸のプレートの境界で発生したプレート間

地震（以下「太平洋プレート間地震」という。）である。 

 また、中央防災会議（2013）(7) では、フィリピン海プレート間地震として茨城県南部を震源と

するM7.3の地震を想定している。さらに、地震調査研究推進本部地震調査委員会（以下「地震調査

研究推進本部」という。）（2012a）(8) では、太平洋プレート間地震として茨城県沖を震源とするM6.9

～M7.6の地震を想定している。地震調査研究推進本部（2019）(9) では、太平洋プレート間地震と

して茨城県沖を震源とするM7.0～M7.5程度の地震を想定している。 

 

5.4.3 海洋プレート内地震 

 第5.2.1図に示す過去の被害地震のうち、敷地周辺で震度5弱（震度V）程度以上であったと推定

される海洋プレート内地震は、1895年霞ヶ浦付近の地震及び1921年茨城県龍ヶ崎付近の地震である。

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト（2012）(10) では、1895年霞ヶ浦付近の地震は太平洋プ

レート内で発生した地震であること、1921年茨城県龍ヶ崎付近の地震はフィリピン海プレート内で

発生した地震であることが指摘されている。 

 また、中央防災会議（2004）(11) では、茨城県南部のフィリピン海プレート内を震源とするM7.3

の地震が想定されている。さらに、中央防災会議（2013）に基づけば、茨城県南部においてM7.3

の地震を想定できる。また、地震調査研究推進本部（2009a）(12) では、「震源断層を予め特定しに

くい地震」として、北関東から東北地方の陸域にかけての太平洋プレート内を震源とするM7.1の地

震（以下「震源断層を予め特定しにくい地震（陸域）」という。）及び茨城県沖の太平洋プレート内

を震源とするM7.3の地震（以下「震源断層を予め特定しにくい地震（海域）」という。）が想定され

ている。地震調査研究推進本部（2019）では、沈み込んだプレート内地震として青森県東方沖及び

岩手県沖北部～茨城県沖でM7.0～M7.5程度の海洋プレート内地震が想定されているが、茨城県沖で

は過去にM7.0を超える沈み込んだプレート内地震は発生していない。さらに、地震調査研究推進本

部（2009a）では、茨城県沖の海溝寄りの太平洋プレート内を震源とするM8.2の地震（以下「海溝

寄りのプレート内地震」という。）が想定されている。 

 

5.4.4 その他の地震 

 敷地周辺において、上記3種類の地震のいずれにも分類されない特徴的な地震は発生していない。 
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5.5 敷地及び敷地近傍の地盤振動特性 

5.5.1 解放基盤表面の設定 

 「3. 地盤」によると、新第三系鮮新統～第四系下部更新統の久米層及び新第三系中新統の多賀

層群は敷地及び敷地近傍でほぼ水平で相当な拡がりを持って分布しており、敷地内において久米層

はG.L.約-90m以深からG.L.約-170mまで、多賀層群はG.L.約-170m以深からボーリング調査下端の

G.L.約-230mまで分布している。また、PS検層によるとG.L.-172.5m以深でS波速度が概ね0.7km/s

以上となり、著しい風化も見られない。以上を踏まえ、G.L.-172.5mの位置に解放基盤表面を設定

する。なお、地震動評価のうち応答スペクトルに基づく手法における解放基盤表面での地盤の弾性

波速度値を、P波速度については2.17km/s、S波速度については1.01km/sと設定する。 

 

5.5.2 地震観測 

 敷地地盤における地震観測は、第5.5.1図に示す位置で実施している。観測された主な地震の諸

元を第5.5.1表に、震央分布を第5.5.2図に示す。これらの地震について、地中最深部（G.L.-250m）

で得られた観測記録の応答スペクトルを第5.5.3図に、各深度で得られた観測記録の応答スペクト

ルを第5.5.4図(1)から第5.5.4図(3)に示す。これらの図によると、岩盤内での著しい増幅は認めら

れない。 

 

5.5.3 敷地周辺の地盤構造 

 第5.5.5図に示す地質調査総合センター編（2013）(13) による重力異常分布によると、敷地の北

側には重力の高まりが見られるが、敷地においてはほぼ平坦な構造となっている。これらの不整形

地盤等が、敷地の地震動に与える影響について、単点微動観測記録及び地震観測記録の分析並びに

地盤モデルを用いた解析により検討した。 

 単点微動観測記録の分析では、第5.5.6図に示す位置で実施した微振動観測で得られた記録から

H/Vスペクトルを評価した結果、いずれの観測点においてもおおむね同様の傾向を示すことから、

敷地地盤には特異な速度構造等がないことを確認した。 

 地震観測記録の分析では、第5.5.7図(1)及び第5.5.7図(2)に震央位置を示す地震波の到来方向ご

との応答スペクトル比を比較した結果、第5.5.8図(1)及び第5.5.8図(2)に示すように到来方向によ

って大きな違いは見られず、ばらつきも小さいことを確認した。 

 また、敷地及び敷地周辺で実施した屈折法地震探査及び微動アレイ探査結果等に基づき作成した

第5.5.9図に示す二次元地盤モデルと、敷地直下の地盤構造に基づく成層地盤モデルを用いて、敷

地の解放基盤表面における地震動について検討した結果、第5.5.10図(1)及び第5.5.10図(2)に示す

ように両地盤モデルの地震波はおおむね対応するものの、一部、入射角が大きい長周期成分の地震

波において乖離が見られる。この乖離は不整形地盤に起因すると考えられるが、前述した地震波の

到来方向ごとの応答スペクトル比においては到来方向の違いによって長周期成分が特異に増幅す

る様子は見られず、また、長い固有周期を有する耐震重要施設はないことから、敷地における地震

動評価において大きな問題はないと判断した。 

 これらの結果より、敷地地盤は水平な成層構造と見なすことができることを確認した。 
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5.5.4 地盤構造モデル 

 地震動評価に用いる地盤構造モデルについては、解放基盤表面付近以浅をモデル化した浅部の地

盤構造モデルと、解放基盤表面付近以深をモデル化した深部の地盤構造モデルを設定する。 

 浅部の地盤構造モデルは、地震観測記録から表層地盤の影響を取り除くはぎとり解析に用いるこ

ととし、敷地内で実施したＰＳ検層等の地質構造調査結果を踏まえ、敷地に設置した地中地震計か

ら得られた地震観測記録を用いて最適化したものを採用する。 

 一方、深部の地盤構造モデルは、敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の評価及び震源を特

定せず策定する地震動の評価に用いることとし、敷地及び敷地周辺で実施した微動アレイ探査や地

震波速度トモグラフィ解析等の地質構造調査結果を踏まえて最適化して得られたものを採用する。 

 浅部の地盤構造モデルを第5.5.2表に、深部の地盤構造モデルを第5.5.3表に示す。 

 

5.6 基準地震動SS 

 基準地震動SSは、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震

動」について、敷地の解放基盤表面における水平成分及び鉛直成分の地震動としてそれぞれ策定する。 

 

5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

5.6.1.1 検討用地震の選定 

 「5.4 地震の分類」を踏まえ、地震発生様式ごとに敷地に特に大きな影響を及ぼすと考え

られる地震をNoda et al.（2002）(14) の方法により検討用地震として選定する。Noda et al.

（2002）の方法による応答スペクトルの算定に当たっては、震源位置や地震の発生様式ごとに

分類した地震観測記録を用いた補正係数を必要に応じて用いる。 

(1) 地震観測記録を用いた補正係数 

 敷地で観測した地震のうち、M5.5以上、震源深さ60km以浅かつ等価震源距離200km以内の観

測記録について、表層地盤の影響を取り除いた解放基盤表面における地震波（以下「解放基盤

波」という。）を評価し、 Noda et al.（2002）の方法による応答スペクトルとの比（以下「残

差」という。）を算出する。そして、地震発生様式や震源領域に応じた残差の平均的な特性を

検討し、必要に応じて補正係数として用いる。 

 内陸地殻内地震のうち、福島県と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震の残差には全

周期帯で大きくなる傾向が見られるため、この領域で発生する地震について、全周期帯で2.5

倍の補正係数を考慮する。 

 プレート間地震のうち、敷地から40km程度東方沖合の鹿島灘付近で発生した太平洋プレート

間地震の残差には全周期帯で大きくなる傾向が見られるため、この領域で発生する地震につい

て、短周期帯で2.5倍及び長周期帯で1.5倍の補正係数を考慮する。また、鹿島灘付近で発生し

た地震を除く太平洋プレート間地震の残差には全周期帯で大きくなる傾向が見られるため、こ

の領域で発生する地震について、全周期帯で1.2倍の補正係数を考慮する。 

 海洋プレート内地震のうち、陸域寄りで発生した海洋プレート内地震の残差には全周期帯で

大きくなる傾向が見られるため、この領域で発生する地震について、短周期帯で2.5倍及び長

周期帯で1.5倍の補正係数を考慮する。 
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 設定した補正係数を第5.6.1図(1)から第5.6.1図(4)に示す。 

(2) 内陸地殻内地震 

a. 地震発生層の設定 

a) 福島県と茨城県の県境付近以外の断層に対する地震発生層の設定 

「気象庁地震カタログ」 をもとに 「震源として考慮する活断層の分布」とおおむね対

応する福島県南部から茨城県南部までの領域における地震発生状況について、地震の震源

鉛直分布から求められるD10及びD90（その値より震源深さが浅い地震数がそれぞれ全体の

10％、90％となる震源深さ）を検討した結果、それぞれ5.2km、12.3kmとなった。 

しかしながら、上記の検討は、2011年東北地方太平洋沖地震以降、福島県と茨城県の県

境付近で地震活動が活発化した影響を受けていると考えられる。その影響を受けていない

原子力安全基盤機構（2004）(15) によるD10及びD90は、敷地周辺の「福島・茨城」ではそ

れぞれ6.1km、18.1kmとしている。 

また、地震発生層と速度構造の関係については、廣瀬・伊藤（2006）(16) によると、浅

い地殻内で発生する微小地震はP波速度5.8km/s～6.4km/sの層に集中しているとされてお

り、三浦ほか（2000）(17) による日本海溝・福島沖前弧域における海底地震計及びエアガ

ンを用いた深部構造探査結果からすると、福島県の海岸線においてP波速度5.5km/s、

6.0km/s及び6.5km/sとなる深さは、それぞれ約6km、約9km及び約15kmとなっている。 

以上を踏まえ、福島県と茨城県の県境付近以外の断層の地震発生層については、福島県

南部から茨城県南部における地震発生状況や原子力安全基盤機構（2004）等を参考に、上

端深さを5km、下端深さを18kmに設定する。 

b) 福島県と茨城県の県境付近の断層に対する地震発生層の設定 

2011年東北地方太平洋沖地震後に地震活動が活発になった地域に着目し、地震発生層を

設定する。 

青柳・上田（2012）(18)では、阿武隈南部を対象に2011年東北地方太平洋沖地震後の臨時

稠密余震観測により震源再決定が行われている。それらのデータを用いたD10及びD90がそ

れぞれ深さ3.0km、7.9kmであることから、上端深さは3kmに設定する。また、2011年福島県

浜通りの地震の震源インバージョン解析モデル(19)(20)(21)や震源域周辺の微小地震分布(22)か

ら、下端深さは13km～16km程度と推定されるが、保守的に18kmと設定する。 

b. 検討用地震の選定 

 「5.4.1 内陸地殻内地震」で選定した地震について、Noda et al.（2002）の方法により

応答スペクトルを求める。なお、活断層等については、「5.6.1.1 検討用地震の選定 (2)a. 地

震発生層の設定」で設定した地震発生層の上端深さと下端深さより一様断層モデルを設定し、
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等価震源距離（Xeq）を算出する。 

 ここで、福島県と茨城県の県境付近に位置する関口-米平リニアメントによる地震、竪破山

リニアメントによる地震、宮田町リニアメントによる地震、F11断層による地震、棚倉破砕帯

西縁断層～同東縁付近の推定活断層による地震及びF1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断

層による地震については、「5.6.1.1 検討用地震の選定 (1) 地震観測記録を用いた補正係数」

に基づき、福島県と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震による補正係数を考慮する。

その他の断層による地震については、補正係数の設定に必要な断層近傍の地震が敷地で観測

されていないことから、補正係数を考慮しない。 

応答スペクトルの算定に用いた諸元を第5.6.1表に、算定結果の比較を第5.6.2図に示す。 

 第5.6.2図より、敷地への影響が大きいF1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地

震及びF3断層～F4断層による地震を検討用地震として選定する。 

(3) プレート間地震 

 「5.4.2 プレート間地震」で選定した地震のうち、2011年東北地方太平洋沖地震の本震及

び2011年東北地方太平洋沖地震の余震（2011年3月11日15時15分 M7.6）については、敷地での

地震観測記録より求めた解放基盤波より応答スペクトルを求め、その他の地震についてはNoda 

et al.（2002）の方法により応答スペクトルを求める。 

ここで、鹿島灘を震源とする1896年鹿島灘の地震、1938年鹿島灘の地震及び地震調査研究推

進本部（2012a）による茨城県沖の地震については、「5.6.1.1 検討用地震の選定 (1) 地震観

測記録を用いた補正係数」に基づき、鹿島灘付近で発生した太平洋プレート間地震による補正

係数を考慮する。一方、1677年磐城・常陸・安房・上総・下総の地震、1930年那珂川下流域の

地震、1938年塩屋崎沖の地震及び1938年福島県東方沖地震については、鹿島灘付近で発生した

地震を除く太平洋プレート間地震による補正係数を考慮する。その他の断層による地震につい

ては、補正係数の設定に必要な断層近傍の地震が敷地で観測されていないことから、補正係数

を考慮しない。 

応答スペクトルの算定に用いた諸元を第5.6.2表に、算定結果の比較を第5.6.3図に示す。 

 第5.6.3図より、敷地への影響が大きい2011年東北地方太平洋沖地震の本震を検討用地震と

して選定する。なお、以降の地震動の評価に当たっては、2011年東北地方太平洋沖型地震とし

て扱う。 

(4) 海洋プレート内地震 

 「5.4.3 海洋プレート内地震」で選定した地震について、Noda et al.（2002）の方法によ

り応答スペクトルを求める。 

ここで、地震調査研究推進本部（2009a）による海溝寄りのプレート内地震以外の地震につ

いては、「5.6.1.1 検討用地震の選定 (1) 地震観測記録を用いた補正係数」に基づき、陸域

寄りで発生した海洋プレート内地震による補正係数を考慮する。一方、地震調査研究推進本部

（2009a）による海溝寄りのプレート内地震については、補正係数の設定に必要な断層近傍の

地震が敷地で観測されていないことから、補正係数を考慮しない。 

 応答スペクトルの算定に用いた諸元を第5.6.3表に、算定結果の比較を第5.6.4図に示す。 

 第5.6.4図より、敷地への影響が大きい地震は中央防災会議（2004）の茨城県南部の地震及
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び中央防災会議（2013）に基づく茨城県南部の地震である。これを踏まえ、茨城県南部の地震

を検討用地震として選定し、中央防災会議（2004）、（2013）の知見を踏まえて地震動評価を行

う。 

 

5.6.1.2 検討用地震の地震動評価 

(1) 内陸地殻内地震 

a. F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震 

a) 基本震源モデルの設定 

F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の基本震源モデルは、原則として

地震調査研究推進本部（2017）(23) による震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レ

シピ」）（以下「強震動予測レシピ」という。）及び地質調査結果に基づき設定する。 

F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層面については、地質調査結

果を参考に北部と南部に区分する。北部については北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の

区間とし、南部についてはF1断層にリニアメントが判読されない区間を含めることで、敷

地に近い南部区間の断層面積を保守的に大きく設定する。 

地震のタイプについては、2011年福島県浜通りの地震が正断層であること、F1断層にお

ける音波探査結果から正断層センスのずれが認められること、さらに青柳・上田（2012）

において福島県から茨城県にかけての領域は正断層応力場とされていることを踏まえ、正

断層とする。 

断層上端及び下端深さについては、「5.6.1.1 検討用地震の選定 (2)a. 地震発生層の設

定」に示す福島県と茨城県の県境付近の断層に対する地震発生層に基づき、断層全長にわ

たり断層上端深さについては3km、断層下端深さについては18kmとする。 

断層傾斜角については、F1断層の海上音波探査結果では西傾斜の高角な断層であること

や、2011年福島県浜通りの地震の震源インバージョン解析モデルで設定されている断層傾

斜角を参考に、全長にわたり西傾斜60度とする。 

アスペリティ位置については、北部区間と南部区間に一つずつ設定し、それぞれの区間

において敷地に近い位置の断層上端に配置する。具体的には、断層長さ方向の配置につい

ては、Manighetti et al.（2005）(24) の知見等を踏まえるとアスペリティのような大きな

すべりが生じる領域とすべりが生じない領域が隣接することは考えにくいことから、断層

端部との間に断層モデル上最小の幅を有する背景領域を設定する。また、断層幅方向の配

置については、すべりに追随する表層領域（地表から断層上端まで）は強震動を生成しに

くいと考えられることから、その境界位置となる断層上端にアスペリティを配置する。 
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破壊開始点については、アスペリティ下端及び断層下端のうち、敷地への影響の大きい

位置に複数設定する。 

断層パラメータの設定フローを第5.6.5図に、設定した基本震源モデルの断層パラメータ

を第5.6.4表に、断層モデルを第5.6.6図に示す。 

b) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

地震動評価における不確かさとして、短周期レベル、断層傾斜角及びアスペリティ位置

について考慮する。 

短周期レベルについては、佐藤・堤（2012）(25) により正断層の地震である2011年福島県

浜通りの地震の短周期レベルが、壇ほか（2001）(26) の関係式とほぼ同等であることを確認

した上で、2007年新潟県中越沖地震の知見を踏まえ、強震動予測レシピによる値の1.5倍を

考慮する。 

断層傾斜角については、震源モデルの北部において2011年福島県浜通りの地震の震源再

決定による余震分布形状が明瞭なトレンドを示していないため、不確かさとして震源モデ

ル全長にわたり45度を考慮する。 

アスペリティ位置については、震源モデルの北部及び南部のアスペリティを敷地により

近くなるように断層端部に設定するケースを考慮する。 

破壊開始点については、基本震源モデルと同様の位置に設定する。 

地震動評価において考慮する各検討ケースを第5.6.5表に、設定した各検討ケースの断層

パラメータを第5.6.6表(1)から第5.6.6表(3)に、断層モデルを第5.6.7図(1)から第5.6.7

図(3)に示す。 

c) 応答スペクトルに基づく手法による地震動評価 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価は、Noda et al.（2002） に基づき行う

ものとし、「5.6.1.1 検討用地震の選定 (1) 地震観測記録を用いた補正係数」に基づき、

福島県と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震による補正係数を考慮し、Noda et al.

（2002） による内陸地殻内地震に対する補正については考慮しない。 

第5.6.5表に示す検討ケースを対象として、上記の手法に基づき算定した応答スペクトル

を第5.6.8図(1)及び第5.6.8図(2)に示す。 

d) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価は、経験的グリーン関数法により行う。 

要素地震の諸元を第5.6.7表に、震央位置を第5.6.9図に示す。この要素地震は、想定す

る地震の震源域で発生した同じ発生様式の地震であり、震源特性、伝播経路特性及び敷地
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地盤の振動特性を反映したものと考えられる。 

第5.6.5表に示す各検討ケースを対象として、上記の手法に基づき算定した応答スペクト

ルを第5.6.10図(1)から第5.6.10図(12)に示す。 

b. F3断層～F4断層による地震 

a) 基本震源モデルの設定 

F3断層～F4断層による地震の基本震源モデルは、原則として強震動予測レシピ及び地質

調査結果に基づき設定する。 

F3断層～F4断層による地震の断層面については、敷地により近いF3断層の地表面トレー

ス形状を踏まえて設定する。この際、入倉・三宅（2001）(27) による内陸地殻内地震のスケ

ーリング則の適用範囲を参考に、地震モーメントM0が7.5×1018Nmとなるように保守的に地

震の規模を嵩上げし、この地震の規模に相当する断層面積となるように設定する。 

地震のタイプについては、地質調査結果による海上音波探査からは正断層センスのずれ

が認められる一方、敷地周辺は従前、圧縮応力場であり、また、第5.2.4図(1)に示す2011

年東北地方太平洋沖地震の本震前後における地震発生状況について、断層近傍では変化が

ないことを踏まえ、逆断層とする。 

断層上端及び下端深さについては、「5.6.1.1 検討用地震の選定 (2)a. 地震発生層の設

定」に示す福島県と茨城県の県境付近以外の断層に対する地震発生層に基づき、断層全長

にわたり断層上端深さについては5km、断層下端深さについては18kmとする。 

断層傾斜角については、F3断層及びF4断層の海上音波探査結果では西傾斜の高角な断層

であることを踏まえ、全長にわたり西傾斜60度とする。 

アスペリティ位置については、地質調査結果よりF4断層部に比べてF3断層部の方が評価

区間が長く、その変位量が大きいことが確認されるため、F3断層部に設定することとし、

その中で敷地に近い位置に設定する。 

破壊開始点については、アスペリティ下端及び断層下端のうち、敷地への影響の大きい

位置に複数設定する。 

断層パラメータの設定フローを第5.6.11図に、設定した基本震源モデルの断層パラメー

タを第5.6.8表に、断層モデルを第5.6.12図に示す。 

b) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

地震動評価における不確かさとして、短周期レベル、断層傾斜角及びアスペリティ位置

について考慮する。 

短周期レベルについて、2007年新潟県中越沖地震の知見を踏まえ、強震動予測レシピに
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よる値の1.5倍を考慮する。 

断層傾斜角については、海上音波探査結果はその範囲が浅部にとどまることや、強震動

予測レシピにおける断層傾斜角の設定の流れを踏まえ、不確かさとして震源モデル全長に

わたり45度を考慮する。 

アスペリティ位置については、震源として考慮する活断層としてF4断層部が認められる

ため、F4断層部にアスペリティが配置されるように移動させることを不確かさとして考慮

する。 

破壊開始点については、敷地に対して震源が近く、破壊開始点の違いによる敷地の地震

動への影響が大きいことから、各検討ケースに応じて敷地への影響の大きい位置に複数設

定する。 

地震動評価において考慮する各検討ケースを第5.6.9表に、設定した各検討ケースの断層

パラメータを第5.6.10表(1)から第5.6.10表(3)に、断層モデルを第5.6.13図(1)から第

5.6.13図(3)に示す。 

c) 応答スペクトルに基づく手法による地震動評価 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価は、Noda et al.（2002）に基づき行う。

なお、補正係数の設定に必要な断層近傍の地震が敷地で観測されていないことから補正係

数を1倍と設定し、Noda et al.（2002）による内陸地殻内地震に対する補正については考

慮しない。また、敷地に対して震源が近いことから、日本電気協会（2016）(28) を参考に震

源近傍における破壊伝播効果（NFRD効果）を考慮する。加えて、Noda et al.（2002）の適

用範囲を踏まえ、第5.6.11表に示すNoda et al.（2002）以外の距離減衰式も用いて評価す

る。 

第5.6.9表に示す検討ケースを対象として、上記の手法に基づき算定した応答スペクトル

を第5.6.14図(1)及び第5.6.14図(2)に示す。 

d) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価は、統計的グリーン関数法により行う。 

統計的グリーン関数法による地震動評価に当たっては、第5.5.3表に示す敷地の深部地盤

構造モデルを用いる。 

第5.6.9表に示す各検討ケースを対象として、上記の手法に基づき算定した応答スペクト

ルを第5.6.15図(1)から第5.6.15図(12)に示す。 

(2) プレート間地震 

a. 2011年東北地方太平洋沖型地震 
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a) 基本震源モデルの設定 

2011年東北地方太平洋沖地震の本震については、諸井ほか（2013）(29) により強震動予

測レシピの適用性が確認されている。よって、2011年東北地方太平洋沖型地震の基本震源

モデルは、強震動予測レシピに基づき設定する。 

震源位置については、長谷川ほか（2013）(30) に基づけば、陸のプレートと太平洋プレー

トの境界で発生する地震の破壊が、Uchida et al.（2010）(31) のフィリピン海プレートの

北東端以南へ伝播する可能性は低いと考えられることから、三陸沖中部から茨城県沖にか

けての長さ500kmの断層を設定する。 

SMGA位置については、入倉（2012）(32) によると過去のM8以下の地震の震源域に対応し、

地震調査研究推進本部の領域区分に関連付けられるとされていることを踏まえ、地震調査

研究推進本部の領域区分に対応するよう5個のSMGAを設定する。なお、茨城県沖のSMGA位置

については、1896年鹿島灘の地震等、過去に規模が大きい地震が発生している領域であり、

2011年東北地方太平洋沖地震の本震の敷地での観測記録を再現できる位置に設定する。 

短周期レベルについては、茨城県沖では他の地域で発生した地震に比べて小さい傾向が

見られるものの、諸井ほか（2013）で検討されている宮城県沖、福島県沖及び茨城県沖で

発生した地震の平均的な短周期レベルとする。 

破壊開始点については、破壊が敷地に向かう位置となる2011年東北地方太平洋沖地震の

本震の破壊開始点とする。なお、破壊開始点の設定に当たり、茨城県沖のSMGA位置等に複

数設定して、当該破壊開始点の影響が大きいことを確認した。 

断層パラメータの設定フローを第5.6.16図に、設定した基本震源モデルの断層パラメー

タを第5.6.12表に、断層モデルを第5.6.17図に示す。 

b) 不確かさを考慮するパラメータの選定 

地震動評価における不確かさとして、SMGA位置及び短周期レベルについて考慮する。 

茨城県沖のSMGA位置については、入倉（2012）では過去のM8以下の地震の震源域に対応

するとされており、位置はある程度特定できると考えられるものの、茨城県沖では宮城県

沖等に比べ近年における規模が大きい地震の発生が少なく、SMGA位置を確定的に設定する

ことが難しいことから、SMGA位置を敷地に最も近づけたケースを不確かさとして考慮する。 

短周期レベルの不確かさについては、基本震源モデルにおいて茨城県沖で発生する地震

に対しては保守的な設定になっているものの、宮城県沖で発生する短周期レベルが大きい

地震と同程度になるように考慮することとし、佐藤（2010）(33) や片岡ほか（2006）(34) 等

におけるプレート間地震の短周期レベルと地震モーメントの関係を参考に、不確かさとし

て基本震源モデルで設定した値の1.5倍を考慮する。 

さらに、SMGA位置については、前述のとおり確定的に設定することが難しいことから、

短周期レベルの不確かさとの重畳を考慮する。 

地震動評価において考慮する各検討ケースを第5.6.13表に、設定した各検討ケースの断

層パラメータを第5.6.14表(1)から第5.6.14表(3)に、断層モデルを第5.6.18図(1)から第

5.6.18図(3)に示す。 

c) 応答スペクトルに基づく手法による地震動評価 
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2011年東北地方太平洋沖地震の本震では、複数のSMGAが時間的、空間的に離れて連動し

たが、敷地での揺れは、特に短周期域においては敷地近傍のSMGAの影響が支配的であった。

このような複雑な震源過程から生成される強震動を、短周期から長周期にわたり精度良く

評価できる距離減衰式はないと考えられるため、応答スペクトルに基づく手法による地震

動として、「5.6.1.1 検討用地震の選定(3)プレート間地震」に示す解放基盤波をもとに、

それを包絡した応答スペクトルを用いる。 

上記の手法に基づき算定した応答スペクトルを第5.6.19図(1)及び第5.6.19図(2)に示す。 

d) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価は、経験的グリーン関数法により行う。 

要素地震の諸元を第5.6.15表に、震央位置を第5.6.20図に示す。この要素地震は、想定

する地震の震源域で発生した同じ発生様式の地震であり、震源特性、伝播経路特性及び敷

地地盤の振動特性を反映したものであると考えられる。 

第5.6.13表に示す各検討ケースを対象として、上記の手法に基づき算定した応答スペク

トルを第5.6.21図(1)から第5.6.21図(12)に示す。また、基本震源モデルによる地震動評価

結果と、2011年東北地方太平洋沖地震の本震の解放基盤波との比較を第5.6.22図(1)から第

5.6.22図(3)に示す。 

(3) 海洋プレート内地震 

a. 茨城県南部の地震 

a) 基本震源モデルの設定 

茨城県南部の地震の基本震源モデルは、中央防災会議（2004）以降、フィリピン海プレ

ートの形状の見直しや、過去の地震を再現する断層モデルのパラメータの推定等の知見が

取り入れられている中央防災会議（2013）を最新の知見として重視し、また、茨城県南部

から房総沖にかけてのフィリピン海プレートの地震発生メカニズムについて検討されてい

る長谷川ほか（2013） 等も参考として設定する。 

地震規模については、中央防災会議（2013） では1855年安政江戸地震を海洋プレート内

地震として想定した場合の過去の震度を再現できる震源モデルの地震規模Mw7.2（応力降下

量52MPa）に保守性を考慮したMw7.3（応力降下量62MPa）が提案されている。基本震源モデ

ルの地震規模としては、上記に基づきMw7.3と設定する。 

断層面の位置については、中央防災会議（2013） による「フィリピン海プレート内地震

を想定する領域」のうち、敷地に近い位置に配置する。 

断層傾斜角やずれについては、長谷川ほか（2013） による知見を踏まえ、傾斜角90度の

右横ずれ断層として設定する。 

アスペリティ位置については、海洋性マントル内ではどこでも想定される可能性がある

ため、敷地に近くなるように海洋性マントルの最上部に設定する。 

破壊開始点については、アスペリティ下端に複数設定する。 

断層パラメータの設定フローを第5.6.23図に、設定した基本震源モデルの断層パラメー

タを第5.6.16表に、断層モデルを第5.6.24図に示す。 

b) 不確かさを考慮するパラメータの選定 
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地震動評価における不確かさとして、断層傾斜角、アスペリティ位置、応力降下量及び

地震規模について考慮する。 

断層傾斜角については、断層面から放出される地震波が密に重なるよう、断層傾斜角を

敷地に向けたケースを考慮する。この際、基本震源モデルと同様に右横ずれを設定するこ

とに加え、縦ずれを想定した場合についても考慮する。 

アスペリティ位置については、海洋性地殻内に想定される可能性は低いものの、敷地に

近くなるように海洋性地殻内の上端に配置したケースを考慮する。 

アスペリティの応力降下量については、笹谷ほか（2006）(35) のスケーリング則に基づき

パラメータ設定したケースを考慮する。 

地震規模については、南海トラフで発生したフィリピン海プレート内地震である2004年

紀伊半島南東沖地震の規模を参考にMw7.4を考慮する。 

地震動評価において考慮する検討ケースを第5.6.17表に、設定した各検討ケースの断層

パラメータを第5.6.18表(1)から第5.6.18表(4)に、断層モデルを第5.6.25図(1)から第

5.6.25図(4)に示す。 

c) 応答スペクトルに基づく手法による地震動評価 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価は、Noda et al.（2002）に基づき行うも

のとし、「5.6.1.1 検討用地震の選定 (1) 地震観測記録を用いた補正係数」に基づき、陸

域寄りで発生した海洋プレート内地震による補正係数を考慮する。 

第5.6.17表に示す各検討ケースを対象として、上記の手法に基づき算定した応答スペク

トルを第5.6.26図(1)及び第5.6.26図(2)に示す。 

d) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価は、統計的グリーン関数法により行う。 

統計的グリーン関数法による地震動評価に当たっては、第5.5.3表に示す敷地の深部地盤

構造モデルを用いる。 

第5.6.17表に示す各検討ケースを対象として、上記の手法に基づき算定した応答スペク

トルを第5.6.27図(1)から第5.6.27図(15)に示す。 

 

5.6.2 震源を特定せず策定する地震動 

 敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施しても、なお敷地近傍において発生する可能

性のある内陸地殻内地震の全てを事前に評価し得るとは言い切れないとの観点から、震源を特定せ

ず策定する地震動を考慮する。 

 

5.6.2.1 評価方針 

 震源を特定せず策定する地震動の策定に当たっては、震源と活断層とを関連付けることが困

難な過去の内陸地殻内地震で得られた震源近傍における観測記録を収集し、それらを基に敷地

の地盤物性を加味した応答スペクトルを設定する。  

 

5.6.2.2 既往の知見 
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加藤ほか（2004）(36) は、内陸地殻内地震を対象として、詳細な地質学的調査によっても震

源位置と地震規模を予め特定できない地震（以下「震源を事前に特定できない地震」という。）

による震源近傍の硬質地盤上における強震記録を用いて、震源を事前に特定できない地震によ

る水平成分の地震動の上限スペクトルを提案している。この加藤ほか（2004）による「震源を

事前に特定できない地震」は、「震源を特定せず策定する地震動」と同等の考え方に基づく知

見と考えられる。 

以上を踏まえ、加藤ほか（2004）による水平成分の応答スペクトルに対し、Noda et al.（2002）

の方法を用いて敷地の地盤物性を考慮した水平成分及び鉛直成分の応答スペクトルを「震源を

特定せず策定する地震動」として考慮する。 

加藤ほか（2004）に基づき設定した応答スペクトルを第5.6.28図(1)及び第5.6.28図(2)に示

す。 

 

5.6.2.3 検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 

震源と断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内地震に関する震源近傍の観測記録

の収集においては、震源断層がほぼ地震発生層の厚さ全体に広がっているものの、地表地震断

層としてその全容を表すまでには至っていないMw6.5以上の地震、及び断層破壊領域が地震発

生層内部に留まり、国内においてどこでも発生すると考えられる地震で、震源の位置も規模も

わからない地震として、地震学的見地から全国共通で考慮すべきMw6.5未満の地震を対象とす

る。検討対象地震を第5.6.19表に示す。 

(1) Mw6.5以上の地震 

 第5.6.19表に示す検討対象地震のうち、Mw6.5以上の地震である2008年岩手・宮城内陸地震

及び2000年鳥取県西部地震は、事前に活断層の存在が指摘されていなかった地域において発生

し、地表付近に一部痕跡が確認された地震である。これらの地震の震源域と敷地近傍には、地

質・地質構造、変動地形、火山フロント、地震地体構造及び応力場等について地域差があると

考えられる。 

 2008年岩手・宮城内陸地震の震源域と敷地近傍の比較を第5.6.20表に示す。第5.6.20表に示

すように、地質に類似性がやや認められるものの、震源域近傍は変動地形等の認識が難しい地

域で、東西圧縮の逆断層型が卓越する応力場であるのに対し、敷地近傍は変動地形等が認識し

やすい地域で、敷地周辺の茨城県北部では南西－北東引張の正断層型が卓越する応力場である。

また、褶曲構造の有無やカルデラの分布、火山フロントとの位置関係及び地震地体構造の区分

について、震源域と敷地近傍には地域差が認められる。以上のように、震源域と敷地近傍の特

徴にはおおむね類似性がないことから、敷地近傍において2008年岩手・宮城内陸地震と同様の

地震が発生する可能性は低いと考えられるため、観測記録の収集対象外とする。 

 また、2000年鳥取県西部地震の震源域と敷地近傍の比較を第5.6.21表に示す。第5.6.21表に

示すように、震源域近傍は活断層の発達過程としては未成熟な段階であるとともに、花崗岩が

分布する地域であり弾性波探査等の調査では断層の存否を確認することは難しく活構造の認

識が困難な地域で、東西圧縮の横ずれ断層型が卓越する応力場であるのに対し、敷地近傍につ

いては前述のとおりである。また、火山フロントとの位置関係及び地震地体構造の区分につい
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て、震源域と敷地近傍には地域差が認められる。以上のように、震源域と敷地近傍の特徴には

類似性がないことから、敷地近傍において2000年鳥取県西部地震と同様の地震が発生する可能

性は低いと考えられるため、観測記録の収集対象外とする。 

(2) Mw6.5未満の地震 

 第5.6.19表に示した検討対象地震のうち、2008年岩手・宮城内陸地震及び2000年鳥取県西部

地震を除いた14地震について、震源近傍の観測記録を収集し、その地震動レベルを整理した。

その結果、加藤ほか（2004）による応答スペクトルとの比較から敷地に及ぼす影響が大きいと

考えられる記録として、2004年北海道留萌支庁南部地震、2011年茨城県北部地震、2013年栃木

県北部地震、2011年和歌山県北部地震及び2011年長野県北部地震における防災科学技術研究所

の強震観測網K-NET及びKiK-net観測点の記録を選定した。このうち、2004年北海道留萌支庁南

部地震の記録については、佐藤ほか（2013）(37) によりK-NET港町観測点において詳細な地盤調

査及び基盤地震動の推定が行われ、信頼性の高い基盤地震動が得られていることから、これら

を参考にK-NET港町観測点の地盤構造モデルの不確かさを考慮した基盤地震動を評価する。 

 

5.6.2.4 震源を特定せず策定する地震動の設定 

 震源を特定せず策定する地震動として、「5.6.2.2 既往の知見」で示した加藤ほか（2004） 

に基づき設定した応答スペクトル、及び「5.6.2.3 検討対象地震の選定と震源近傍の観測記

録の収集(2)Mw6.5未満の地震」で評価した基盤地震動にK-NET港町観測点と敷地の解放基盤表

面相当位置の地盤物性の相違（S波速度でK-NET港町観測点938m/sに対し、敷地は第5.5.3表に

示す地盤構造モデル（深部）において1,010m/s）による影響等を考慮して評価した地震動の応

答スペクトルを考慮する。 

 ここで、解放基盤表面相当位置の地盤物性の相違による影響等を考慮する際には、K-NET港

町観測点と敷地の解放基盤表面の地盤物性値を比較し、おおむね同等の地盤であることから、

K-NET港町観測点の地盤構造モデルの不確かさを考慮した基盤地震動に、保守性を考慮する。 

 以上を踏まえた、「震源を特定せず策定する地震動」の応答スペクトルを第5.6.29図(1)及び

第5.6.29図(2)に示す。 

 

5.6.3 基準地震動SSの策定 

 基準地震動SSは、「5.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「5.6.2 震源を特

定せず策定する地震動」の評価に基づき、敷地の解放基盤表面における水平成分及び鉛直成分の地

震動として策定する。 

 

5.6.3.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動に基づく基準地震動SS 

(1) 応答スペクトルに基づく手法による基準地震動SS 

 応答スペクトルに基づく手法による基準地震動SSは、「5.6.1.2 検討用地震動の地震動評価」

における各検討用地震の応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果を全て包絡する

ように設定した基準地震動SS-Dとする（水平成分をSS-DH、鉛直成分をSS-DVとする）。 

 各検討用地震の応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果と基準地震動SS-Dの設
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計用応答スペクトルを比較したものを第5.6.30図(1)及び第5.6.30図(2)に示す。また、基準地

震動SS-Dの設計用応答スペクトルのコントロールポイントの値を第5.6.22表に示す。 

(2) 断層モデルを用いた手法による基準地震動SS 

 断層モデルを用いた手法による基準地震動SSは、「5.6.1.2 検討用地震動の地震動評価」に

おける各検討用地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果と、前節で示した基準地

震動SS-Dの設計用応答スペクトルを比較し、包絡関係を考慮して選定する。 

 各検討用地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価結果と基準地震動SS-Dの設計用

応答スペクトルを比較したものを第5.6.31図(1)から第5.6.31図(3)に示す。第5.6.31図(1)か

ら第5.6.31図(3)より、包絡関係を考慮して選定した基準地震動SS-1～基準地震動SS-5の応答

スペクトルを第5.6.32図(1)から第5.6.32図(3)に示す。 

 

5.6.3.2 震源を特定せず策定する地震動に基づく基準地震動SS 

 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動SSは、「5.6.2.4 震源を特定せず策定する

地震動の設定」における震源を特定せず策定する地震動の評価結果と、「5.6.3.1 敷地ごとに

震源を特定して策定する地震動に基づく基準地震動SS」に示す基準地震動SSを比較し、包絡関

係を考慮して選定する。 

 震源を特定せず策定する地震動の評価結果と基準地震動SS-Dの設計用応答スペクトルを比

較したものを第5.6.33図(1)及び第5.6.33図(2)に示す。第5.6.33図(1)及び第5.6.33図(2)より、

基準地震動SS-Dの設計用応答スペクトルが、全ての周期帯において震源を特定せず策定する地

震動の評価結果を上回ることを確認した。 

 

5.6.3.3 基準地震動SSの応答スペクトル 

 「5.6.3.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動に基づく基準地震動SS」及び「5.6.3.2 

震源を特定せず策定する地震動に基づく基準地震動SS」を踏まえて策定した基準地震動SSの応

答スペクトルを第5.6.34図(1)から第5.6.34図(3)に示す。 

 

5.6.3.4 基準地震動SSの時刻歴波形 

 基準地震動SSの時刻歴波形は、応答スペクトルに基づく手法による基準地震動SS-Dの設計用

応答スペクトルに適合する模擬地震波と、断層モデルを用いた手法による基準地震動SS-1～基

準地震動SS-5の地震波とする。 

 基準地震動SS-Dの設計用応答スペクトルに適合する模擬地震波は、乱数の位相を持つ正弦波

の重ね合わせによって作成するものとし、振幅包絡線の経時的変化については、Noda et al.

（2002）の方法に基づき、第5.6.23表に示す形状とする。 

 基準地震動SS-Dの模擬地震波の作成結果を第5.6.24表に、基準地震動SS-Dの設計用応答スペ

クトルに対する模擬地震波の応答スペクトルの比を第5.6.35図に示す。 

 以上より、策定した基準地震動SS-Dの時刻歴波形を第5.6.36図に、断層モデルを用いた手法

による基準地震動SS-1～基準地震動SS-5の時刻歴波形を第5.6.37図(1)から第5.6.37図(5)に

示す。また、基準地震動SSの最大加速度値を第5.6.25表に示す。 
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5.7 基準地震動SSの超過確率の参照 

日本原子力学会（2015）(38) を参考に、敷地における地震動の一様ハザードスペクトルを評価する。 

震源モデルについては、特定震源モデル及び領域震源モデルを設定し、それぞれ調査結果等に基づき

設定した震源モデル（以下「調査モデル」という。）及び地震調査研究推進本部（2012b）(39) の知見を

参考に設定した震源モデル（以下「推本参考モデル」という。）を考慮する。また、地震動伝播モデル

については、2011年東北地方太平洋沖型地震については断層モデルを用いた手法による地震動評価を、

それ以外の震源については Noda et al.（2002） の方法を用いた地震動評価を行う。作成したロジッ

クツリーを第5.7.1図に、これらの設定に基づき評価した敷地における地震動の一様ハザードスペクト

ルと基準地震動Ssとの比較を第5.7.2図(1)及び第5.7.2図(2)に示す。 

第5.7.2図(1)及び第5.7.2図(2)によると、基準地震動Ss-Dの年超過確率は10-4～10-6程度である。

また、基準地震動 Ss-1～基準地震動 Ss-5 の年超過確率は基準地震動 Ss-D を超過する周期帯で 10-5～

10-6程度である。 
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第 5.2.1表(1) 敷地周辺の主な被害地震 

 

北緯 東経

818 － － 36.0～37.0° 139.0～140.0° － ≧7.5 98  関東諸国

841 － － 35.1° 138.9° － ≒7.0 197  伊豆

878 11 1 35.5° 139.3° － 7.4 141  関東諸国

1257 10 9 35.2° 139.5° － 7.0～7.5 151  関東南部

1360 － － 35.2° 140.0° － － 128  上総

1433 11 6 34.9° 139.5° － ≧7.0 178  相模

1433 11 6 37.7° 139.8° － 6.7 173  会津

1611 9 27 37.6° 139.8° － ≒6.9 163  会津

1615 6 26 35.7° 139.7° －
6 1/4

～6 3/4
99  江戸

1630 8 2 35 3/4° 139 3/4° － 6 1/4 92  江戸

1633 3 1 35.2° 139.2° － 7.0±1/4 170  相模・駿河・伊豆

1635 3 12 35 3/4° 139 3/4° － ≒6.0 92  江戸

1636 12 3 37.0° 138.7° － ≒5.0～5.5 185  越後中魚沼郡

1646 6 9 38.1° 140.65° － 6.5～6.7 204  陸前

1648 6 13 35.2° 139.2° － ≒7.0 170  相模

1649 7 30 35.8° 139.5° － 7.0±1/4 108  武蔵・下野

1649 9 1 35.5° 139.7° － 6.4 114  江戸・川崎

1659 4 21 37.1° 139.8° － 6 3/4～7.0 115  岩代・下野

1670 6 22 37.75° 139.15° － ≒6 3/4 207  越後中・南蒲原郡

1677 11 4 35.5° 142.0° － ≒8.0 156  磐城・常陸・安房・上総・下総

1683 6 17 36.7° 139.6° － 6.0～6.5 98  日光

1683 6 18 36.75° 139.65° － 6.5～7.0 97  日光

1683 10 20 36.9° 139.7° － 7.0±1/4 104  日光

1697 11 25 35.4° 139.6° － ≒6.5 128  相模・武蔵

1703 12 31 34.7° 139.8° － 7.9～8.2 186  江戸・関東諸国（元禄地震）

1706 10 21 35.6° 139.8° － 5 3/4 100  江戸

マグニ
チュード

年 月 日
震央位置 深さ

(km)
地名

（地震名）
震央距離

(km)
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第 5.2.1表(2) 敷地周辺の主な被害地震 

 

北緯 東経

1710 9 15 37.0° 141.5° － 6.5±1/2 118  磐城

1725 5 29 36.25° 139.7° － ≒6.0 76  日光

1731 10 7 38.0° 140.6° － ≒6.5 193  岩代

1738 1 3 37.0° 138.7° － ≒5 1/2 185  中魚沼郡

1755 4 21 36.75° 139.6° － － 101  日光

1756 2 20 35.7° 140.9° － 5.5～6.0 70  銚子

1767 10 22 35.7° 139.8° － ≒6.0 92  江戸

1768 7 19 35.3° 139.05° － ≒5.0 172  箱根

1782 8 23 35.4° 139.1° － ≒7.0 162  相模・武蔵・甲斐

1786 3 23 35.2° 139.1° － 5～5 1/2 176  箱根

1791 1 1 35.8° 139.6° － 6.0～6.5 100  川越・蕨

1801 5 27 35.3° 140.1° － 6.5 114  上総

1812 12 7 35.45° 139.65° － 6 1/4±1/4 121  武蔵・相模東部

1817 12 12 35.20° 139.05° － ≒6.0 180  箱根

1821 12 13 37.45° 139.6° － 5.5～6.0 157  岩代

1828 12 18 37.6° 138.9° － 6.9 209  越後

1831 3 26 35.65° 139 3/4° － ≒5.5 99  江戸

1843 3 9 35.35° 139.1° － 6.5±1/4 165  御殿場・足柄

1853 3 11 35.3° 139.15° － 6.7±0.1 165  小田原付近

1855 11 11 35.65° 139.8° － 7.0～7.1 96  江戸および付近（江戸地震）

1856 11 4 35.7° 139.5° － 6.0～6.5 113  江戸・立川・所沢

1859 1 11 35.9° 139.7° － ≒6.0 86  岩槻

1870 5 13 35.25° 139.1° － 6.0～6.5 172  小田原

1880 2 22 35.4° 139.75° － 5.5～6.0 120  横浜

1882 9 29 35°07′ 139°05′ － － 184  熱海付近

1884 10 15 35.7° 139.75° － － 95  東京付近

震央距離
(km)

地名
（地震名）

年 月 日
震央位置 深さ

(km)
マグニ

チュード
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第 5.2.1表(3) 敷地周辺の主な被害地震 

 

北緯 東経

1886 7 23 37.05° 138.5° － 5.3 203  信越国境

1887 1 15 35.5° 139.25° － 6.2 145  相模・武蔵南東部

1887 7 22 37.5° 138.9° － 5.7 201  新潟県古志郡

1888 4 29 36.6° 140.0° － 6.0 62  栃木県

1889 2 18 35.5° 139.7° － 6.0 114  東京湾周辺

1891 12 24 35.4° 138.9° － 6.5 177  山中湖付近

1892 6 3 35.7° 139.9° － 6.2 85  東京湾北部

1894 6 20 35.7° 139.8° － 7.0 92  東京湾北部

1894 10 7 35.6° 139.8° － 6.7 100  東京湾北部

1895 1 18 36.1° 140.4° － 7.2 22  霞ヶ浦付近

1896 1 9 36 1/2° 141° － 7.3 48  鹿島灘

1896 8 1 37 1/2° 141 1/2° － 6.5 162  福島県沖

1897 1 17 36.2° 139.9° － 5.6 59  利根川中流域

1897 10 2 38.0° 141.7° － 6.6 218  仙台沖

1898 2 13 36.2° 139.8° － 5.6 68  茨城県南西部

1898 5 26 37.0° 138.9° － 6.1 169  新潟県六日町付近

1899 4 15 36.3° 141.0° － 5.8 41  茨城県沖

1902 3 25 35.9° 140.5° － 5.6 40  千葉県佐原町付近

1902 5 25 35.6° 139.0° － 5.4 158  甲斐東部

1904 5 8 37.1° 138.9° － 6.1 174  新潟県六日町付近

1905 6 7 34.8° 139.3° － 5.8 198  大島近海

1906 2 23 34.8° 139.8° － 6.3 176  安房沖

1906 2 24 35.45° 139.75° － 6.4 115  東京湾

1908 12 28 35.6° 138.65° － 5.8 186  山梨県中部

1909 7 3 35.6° 139.8° － 6.1 100  東京湾西部

1910 9 26 36.8° 141.5° － 5.9 104  常陸沖

震央距離
(km)

年 月 日
震央位置 深さ

(km)
マグニ

チュード
地名

（地震名）
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第 5.2.1表(4) 敷地周辺の主な被害地震 

 

北緯 東経

1912 7 16 36.4° 138.55° － 5.7 180  浅間山

1913 12 15 35.5° 140.0° － 6.0 98  東京湾

1915 6 20 35.5° 139.0° － 5.9 163  山梨県南東部

1915 11 16 35.4° 140.3° － 6.0 98  房総南部

1916 2 22 36.5° 138.5° － 6.2 186  浅間山麓

1917 1 31 35.2° 139.0° － 4 1/2 183  箱根地方

1918 6 26 35.4° 139.1° － 6.3 162  山梨県上野原付近

1920 12 27 35.23° 139.05° － 5.7 177  箱根山

1921 12 8 36.0° 140.2° － 7.0 43  茨城県龍ヶ崎付近

1922 1 23 37.5° 141.5° － 6.5 162  磐城沖

1922 4 26 35.2° 139.75° － 6.8 138  浦賀水道

1922 5 9 36.0° 140.0° － 6.1 57  茨城県谷田部付近

1923 1 14 36°04.78′ 140°03.21′ 87 6.0 49  水海道付近

1923 9 1 35°19.87′ 139°08.14′ 23 7.9 164  関東南部（関東大地震）

1923 9 1 35°14.01′ 138°46.13′ 0 6.6 197  山梨県東部

1923 9 2 34°41.31′ 140°02.69′ 14 7.3 180  千葉県勝浦沖

1924 1 15 35°20.44′ 139°03.30′ 0 7.3 169  丹沢山塊

1926 8 3 35°35.41′ 139°43.89′ 57 6.3 105  東京市南東部

1927 10 27 37°30.00′ 138°50.97′ 0 5.2 205  新潟県中部（関原地震）

1928 5 21 35°40.16′ 140°03.98′ 75 6.2 79  千葉付近

1929 7 27 35°30.87′ 139°05.01′ 37 6.3 156  丹沢山付近

1930 3 22 35°02.39′ 139°05.81′ 10 5.9 189  伊東沖（伊東群発地震）

1930 6 1 36°25.57′ 140°32.22′ 54.21 6.5 18  那珂川下流域

1930 11 26 35°02.58′ 138°58.42′ 0.59 7.3 196  伊豆北部（北伊豆地震）

1931 9 21 36°09.50′ 139°14.85′ 3.03 6.9 118  埼玉県中部（西埼玉地震）

1933 10 4 37°14.35′ 138°57.55′ 0 6.1 179  新潟県小千谷

震央距離
(km)

震央位置 深さ
(km)

マグニ
チュード

地名
（地震名）

年 月 日
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第 5.2.1表(5) 敷地周辺の主な被害地震 

 

北緯 東経

1936 11 2 37°22.35′ 140°00.92′ 1 4.1 132  会津若松市付近

1938 5 23 36°34.43′ 141°19.44′ 0 7.0 78  塩屋崎沖

1938 9 22 36°26.61′ 141°03.49′ 48 6.5 50  鹿島灘

1938 11 5 36°55.54′ 141°55.12′ 43 7.5 143
 福島県東方沖（福島県東方沖
地震）

1942 2 21 37°42.63′ 141°50.75′ 42 6.5 198  福島県沖

1943 8 12 37°20.16′ 139°52.48′ 26 6.2 134  福島県田島付近（田島地震）

1949 12 26 36°42.31′ 139°41.76′ 1.35 6.2 91  今市地方（今市地震）

1949 12 26 36°43.11′ 139°46.99′ 8 6.4 85  今市地方（今市地震）

1950 9 10 35°17.71′ 140°32.98′ 56 6.3 107  九十九里浜

1951 1 9 35°27.04′ 140°04.24′ 64 6.1 100  千葉県中部

1956 2 14 35°42.24′ 139°56.68′ 54.41 5.9 82  東京湾北岸

1956 9 30 37°58.74′ 140°36.62′ 11.02 6.0 191  宮城県南部

1956 9 30 35°37.80′ 140°11.40′ 81 6.3 77  千葉県中部

1961 2 2 37°26.9′ 138°50.1′ 0 5.2 202  長岡付近

1961 7 22 34°51.8′ 139°19.3′ 0 4.6 191  伊豆大島近海

1968 7 1 36°02.75′ 139°23.88′ 65 6.1 106  埼玉県中部

1972 1 14 34°46.09′ 139°19.12′ 0 3.3 200  大島近海

1974 8 4 36°04.35′ 139°53.63′ 53 5.8 63  茨城県南西部

1975 8 15 37°02.75′ 141°10.04′ 54 5.5 103  福島県沿岸

1976 6 16 35°30.91′ 138°59.35′ 26.02 5.5 163  山梨県東部

1977 10 5 36°08′ 139°52′ 60 5.5 63  茨城県南西部

1978 12 3 34°53′ 139°11′ 20 5.5 197  大島近海

1979 4 25 37°22′ 139°29′ 0 4.4 155  福島県西部

1979 5 5 35°48′ 139°11′ 20 4.7 133  秩父市付近

1980 6 29 34°55′ 139°14′ 10 6.7 191  伊豆半島中部沿岸

1980 9 24 35°58′ 139°48′ 80 5.4 75  埼玉県東部

震央距離
(km)

年 月 日
震央位置 深さ

(km)
マグニ

チュード
地名

（地震名）
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第 5.2.1表(6) 敷地周辺の主な被害地震 

 

北緯 東経

1980 9 25 35°31′ 140°13′ 80 6.0 88  千葉県中部

1982 8 12 34°53′ 139°34′ 30 5.7 177  伊豆大島近海

1983 2 27 35°56.4′ 140°09.1′ 72 6.0 50  茨城県南部

1983 8 8 35°31.3′ 139°01.3′ 22 6.0 160  神奈川・山梨県境

1984 2 14 35°35.3′ 139°06.2′ 25 5.4 150  神奈川・山梨県境

1984 12 17 35°36.0′ 140°03.3′ 78 4.9 86  東京湾

1986 8 24 36°19.4′ 138°19.4′ 3.7 4.9 200  長野県東部

1987 2 6 36°57.9′ 141°53.6′ 35 6.7 143  福島県沖

1987 4 7 37°18.2′ 141°51.8′ 44 6.6 165  福島県沖

1987 4 23 37°05.5′ 141°37.4′ 46.8 6.5 133  福島県沖

1987 6 16 37°30.5′ 140°03.4′ 7.1 4.5 145  会津若松付近

1987 9 14 36°59.5′ 138°29.0′ 7.1 4.8 202  長野県北部

1987 12 17 35°22.5′ 140°29.6′ 57.9 6.7 98  千葉県東方沖

1988 3 18 35°39.9′ 139°38.6′ 96.1 5.8 105  東京都東部

1988 8 12 35°05.9′ 139°51.8′ 69.4 5.3 143  千葉県南部

1988 9 5 35°30.0′ 138°59.0′ 29.6 5.6 165  山梨県東部

1989 2 19 36°01.3′ 139°54.3′ 55.3 5.6 64  茨城県南西部

1989 3 6 35°41.8′ 140°42.6′ 55.7 6.0 64  千葉県北部

1989 7 9 34°59.7′ 139°06.5′ 3.4 5.5 192  伊豆半島東方沖

1989 10 14 34°49.6′ 139°30.0′ 21.2 5.7 185  伊豆大島近海

1990 5 3 36°26.2′ 140°36.6′ 58.0 5.4 20  鹿島灘

1992 2 2 35°13.8′ 139°47.3′ 92.3 5.7 133  東京湾南部

1992 5 11 36°32.0′ 140°32.2′ 56.2 5.6 30  茨城県中部

1992 12 27 36°58.6′ 138°34.8′ 10 4.5 193  新潟県南部

1993 5 21 36°02.7′ 139°53.8′ 60.8 5.4 63  茨城県南西部

1994 10 25 35°10.9′ 138°59.0′ 3.9 4.9 185  箱根山

震央距離
(km)

マグニ
チュード

震央位置 深さ
(km)

年 月 日
地名

（地震名）
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第 5.2.1表(7) 敷地周辺の主な被害地震 

 

北緯 東経

1994 12 18 37°17.7′ 139°53.5′ 6.3 5.5 129  福島県西部

1995 1 7 36°18.10′ 139°58.63′ 71.49 5.4 52  茨城県南西部

1995 4 1 37°53.47′ 139°14.88′ 16.16 5.6 215  新潟県北東部

1995 12 22 38°12.21′ 140°23.05′ 11.05 4.6 216  蔵王付近

1996 2 17 37°18.57′ 142°32.86′ 58 6.8 213  福島県沖

1996 3 6 35°28.55′ 138°56.86′ 19.59 5.5 169  山梨県東部

1996 9 11 35°38.33′ 141°13.01′ 51.99 6.4 91  銚子沖

1996 12 21 36°05.77′ 139°51.65′ 53.11 5.6 65  茨城県南部

1997 3 4 34°57.34′ 139°10.18′ 2.64 5.9 191  伊豆半島東方沖

1998 2 21 37°16.22′ 138°47.74′ 19.12 5.2 193  中越地方

1999 3 26 36°27.04′ 140°36.93′ 59.04 5.0 22  水戸付近

1999 9 13 35°35.86′ 140°09.59′ 75.81 5.1 81  千葉市付近

2000 4 26 37°34.80′ 140°00.73′ 12.57 4.5 154  会津若松・喜多方付近

2000 6 3 35°41.39′ 140°44.79′ 48.06 6.1 66  千葉県北東部

2000 7 21 36°31.76′ 141°07.12′ 49.37 6.4 59  茨城県沖

2001 1 4 36°57.39′ 138°46.12′ 11.23 5.3 177  中越地方

2002 2 12 36°35.38′ 141°04.96′ 47.79 5.7 60  茨城県沖

2002 6 14 36°12.98′ 139°58.63′ 56.99 5.1 52  茨城県南部

2003 5 12 35°52.13′ 140°05.14′ 46.87 5.3 60  茨城県南部

2003 9 20 35°13.13′ 140°18.02′ 69.96 5.8 118  千葉県南部

2003 10 15 35°36.82′ 140°02.99′ 73.90 5.1 85  千葉県北西部

2003 11 15 36°25.95′ 141°09.91′ 48.40 5.8 58  茨城県沖

2004 4 4 36°23.41′ 141°09.24′ 48.99 5.8 56  茨城沖

2004 7 17 34°50.29′ 140°21.36′ 68.68 5.5 159  房総半島南東沖

2004 10 6 35°59.33′ 140°05.39′ 65.97 5.7 51  茨城県南部

2004 10 23 37°17.55′ 138°52.03′ 13.08 6.8 189
 中越地方（平成16年(2004年)
新潟県中越地震）

震央距離
(km)

年 月 日
震央位置 深さ

(km)
マグニ

チュード
地名

（地震名）
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第 5.2.1表(8) 敷地周辺の主な被害地震 

 

北緯 東経

2005 1 18 37°22.24′ 138°59.81′ 7.62 4.7 185  中越地方

2005 2 16 36°02.31′ 139°53.33′ 46.15 5.3 64  茨城県南部

2005 4 11 35°43.61′ 140°37.27′ 51.51 6.1 60  千葉県北東部

2005 6 20 35°44.03′ 140°41.68′ 50.65 5.6 60  千葉県北東部

2005 6 20 37°13.76′ 138°35.44′ 14.51 5.0 205  中越地方

2005 7 23 35°34.90′ 140°08.31′ 73.08 6.0 84  千葉県北西部

2005 7 28 36°07.57′ 139°50.78′ 51.12 5.0 65  茨城県南部

2005 8 7 35°33.57′ 140°06.89′ 73.28 4.7 87  千葉県北西部

2005 8 21 37°17.90′ 138°42.71′ 16.73 5.0 201  中越地方

2005 10 16 36°02.36′ 139°56.25′ 47.12 5.1 60  茨城県南部

2005 10 19 36°22.90′ 141°02.59′ 48.32 6.3 46  茨城県沖

2006 4 21 34°56.49′ 139°11.75′ 7.11 5.8 191  伊豆半島東方沖

2007 8 16 35°26.62′ 140°31.83′ 30.77 5.3 91  九十九里浜付近

2007 10 1 35°13.77′ 139°06.60′ 12.94 4.9 173  神奈川県西部

2008 3 8 36°27.15′ 140°36.70′ 57.04 5.2 22  茨城県北部

2008 5 8 36°13.69′ 141°36.46′ 50.57 7.0 95  茨城県沖

2008 7 5 36°38.56′ 140°57.12′ 49.69 5.2 56  茨城県沖

2009 5 12 37°04.32′ 138°31.99′ 12.12 4.8 202  上越地方

2009 10 12 37°25.93′ 139°41.80′ 3.89 4.9 151  会津地方

2009 12 17 34°57.53′ 139°08.19′ 4.00 5.0 193  伊豆半島東方沖

2010 3 13 37°36.85′ 141°28.30′ 77.70 5.5 171  福島県東方沖

2010 3 14 37°43.45′ 141°49.08′ 39.75 6.7 198  福島県沖

2010 5 1 37°33.55′ 139°11.47′ 9.26 4.9 188  中越地方

2010 6 13 37°23.76′ 141°47.74′ 40.30 6.2 168  福島県沖

2010 9 29 37°17.10′ 140°01.53′ 7.62 5.7 123  福島県中通り

2011 3 11 38°06.21′ 142°51.66′ 23.74 9.0 290
 東北沖　平成23年（2011年）東北
地方太平洋沖地震　東日本大震災

震央距離
(km)

年 月 日
震央位置 深さ

(km)
マグニ

チュード
地名

（地震名）
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第 5.2.1表(9) 敷地周辺の主な被害地震 

 

 

北緯 東経

2011 3 11 36°07.25′ 141°15.15′ 42.70 7.6 65  茨城県沖

2011 3 12 36°59.16′ 138°35.87′ 8.38 6.7 192  長野県北部

2011 3 15 35°18.57′ 138°42.87′ 14.31 6.4 197  静岡県東部

2011 4 11 36°56.74′ 140°40.36′ 6.42 7.0 77  福島県浜通り

2011 4 12 37°03.15′ 140°38.61′ 15.08 6.4 88  福島県東部

2011 4 16 36°20.45′ 139°56.73′ 78.80 5.9 55  茨城県南部

2011 4 17 37°01.37′ 138°41.32′ 7.97 4.9 187  中越地方

2011 6 2 37°01.05′ 138°42.30′ 5.68 4.7 185  中越地方

2011 7 31 36°54.19′ 141°13.28′ 57.31 6.5 93  福島県沖

2011 8 19 37°38.94′ 141°47.80′ 51.15 6.5 190  福島県沖

2011 11 20 36°42.64′ 140°35.29′ 8.99 5.3 50  茨城県北部

2012 1 28 35°29.35′ 138°58.62′ 18.16 5.4 166  富士五湖地方

2012 3 14 35°44.86′ 140°55.92′ 15.08 6.1 66  千葉県東方沖

2013 9 20 37°03.08′ 140°41.72′ 16.69 5.9 89  福島県浜通り

2014 9 16 36°05.62′ 139°51.84′ 46.51 5.6 64  茨城県南部

2015 5 25 36°03.26′ 139°38.32′ 55.71 5.5 85  埼玉県北部

2015 9 12 35°33.27′ 139°49.75′ 56.64 5.2 102  東京湾

地名
（地震名）

年 月 日
震央位置 深さ

(km)
マグニ

チュード
震央距離

(km)
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第 5.4.1表 気象庁震度階級関連解説表（2009）（抜粋） 
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第 5.5.1表 敷地地盤で観測された主な地震 

 

No.
発震日時

地名又は地震名

震央位置
北緯
東経

ﾏｸﾞﾆ
ﾁｭｰﾄﾞ

M

震源
深さ
(km)

震央
距離
(km)

6強： 日立市助川小学校、日立市十王町友部、高萩市本町、笠
間市中央、常陸大宮市北町、那珂市瓜連、小美玉市上玉
里、筑西市舟生、鉾田市当間

6弱： 水戸市金町、水戸市千波町、水戸市中央、水戸市内原町
（旧）、日立市役所、常陸太田市高柿町（旧）、高萩市
安良川、北茨城市磯原町、笠間市石井（旧）、笠間市下
郷、ひたちなか市南神敷台、ひたちなか市東石川、茨城
町小堤、東海村東海（旧）、常陸大宮市中富町、常陸大
宮市野口、常陸大宮市山方、那珂市福田、城里町石塚
（旧）、城里町阿波山（旧）、小美玉市小川、小美玉市
堅倉、土浦市常名、土浦市下高津、石岡市柿岡、石岡市
石岡、取手市井野、つくば市天王台、つくば市苅間、茨
城鹿嶋市鉢形、茨城鹿嶋市宮中、潮来市辻、美浦村受
領、坂東市山、稲敷市役所、稲敷市結佐、筑西市門井、
かすみがうら市上土田、行方市麻生（旧）、行方市山
田、行方市玉造、桜川市岩瀬、桜川市真壁、鉾田市鉾
田、鉾田市造谷、鉾田市汲上、常総市新石下、つくばみ
らい市加藤

5強： 常陸太田市町屋町、常陸太田市町田町、常陸太田市大中
町、大洗町磯浜町、大子町池田、常陸大宮市高部、常陸
大宮市上小瀬、城里町徳蔵、土浦市藤沢、茨城古河市下
大野、茨城古河市仁連、石岡市八郷、結城市結城、龍ケ
崎市寺後、下妻市本城町、下妻市鬼怒、取手市寺田、取
手市藤代、牛久市中央、つくば市小茎、阿見町中央、河
内町源清田、八千代町菅谷、五霞町小福田、境町旭町、
守谷市大柏、坂東市岩井、坂東市馬立、坂東市役所、稲
敷市江戸崎甲、稲敷市柴崎、筑西市下中山、筑西市海
老ヶ島、かすみがうら市大和田、神栖市溝口、神栖市波
崎、桜川市羽田、つくばみらい市福田

5弱： 茨城古河市長谷町、利根町布川
6強： 鉾田市当間
6弱： 神栖市溝口、鉾田市鉾田
5強： 水戸市金町、水戸市千波町、水戸市中央、日立市助川小

学校、笠間市中央、東海村東海（旧）、那珂市瓜連、城
里町石塚（旧）、城里町阿波山（旧）、小美玉市小川、
土浦市常名、土浦市下高津、茨城鹿嶋市鉢形、茨城鹿嶋
市宮中、潮来市辻、稲敷市須賀津、稲敷市結佐、筑西市
舟生、神栖市波崎、行方市麻生（旧）、行方市玉造、鉾
田市造谷、つくばみらい市福田

5弱： 水戸市内原町（旧）、日立市役所、高萩市安良川、笠間
市石井（旧）、笠間市下郷、ひたちなか市東石川、大洗
町磯浜町、常陸大宮市北町、常陸大宮市野口、小美玉市
堅倉、土浦市藤沢、茨城古河市下大野、石岡市柿岡、石
岡市八郷、結城市結城、下妻市本城町、取手市寺田、取
手市井野、牛久市中央、つくば市天王台、つくば市苅
間、つくば市小茎、阿見町中央、河内町源清田、八千代
町菅谷、利根町布川、坂東市山、稲敷市江戸崎甲、稲敷
市柴崎、筑西市下中山、筑西市海老ヶ島、筑西市門井、
かすみがうら市上土田、かすみがうら市大和田、桜川市
岩瀬、桜川市真壁、桜川市羽田

6弱： 鉾田市当間
5強： 日立市助川小学校、高萩市安良川、北茨城市磯原町、小

美玉市上玉里、筑西市舟生、かすみがうら市上土田、鉾
田市鉾田、鉾田市汲上

5弱： 水戸市千波町、水戸市中央、日立市役所、日立市十王町
友部、高萩市本町、笠間市中央、ひたちなか市南神敷
台、ひたちなか市東石川、茨城町小堤、大子町池田、常
陸大宮市北町、常陸大宮市野口、那珂市福田、那珂市瓜
連、城里町石塚（旧）、城里町阿波山（旧）、小美玉市
小川、小美玉市堅倉、土浦市常名、土浦市下高津、土浦
市藤沢、石岡市柿岡、石岡市石岡、石岡市八郷、つくば
市天王台、つくば市苅間、阿見町中央、坂東市馬立、坂
東市山、稲敷市役所、行方市山田、常総市新石下、つく
ばみらい市加藤

1
2011年3月11日14：46
東北地方太平洋沖地震

の本震

38°06.21′
142°51.66′

2011年4月11日17：16
福島県浜通りの地震

36°56.74′
140°40.36′

3

2
2011年3月11日15：15
東北地方太平洋沖地震

の最大余震

36°07.25′
141°15.15′

地震諸元及び震度は気象庁による。
※はモーメントマグニチュードMw

気象庁震度階級
（茨城県、抜粋）

65

7.0 6.42 77

7.6 42.70

9.0※ 23.74 290

余震 
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第 5.5.2表 敷地の地盤構造モデル（浅部） 

 

  

h0 α h0 α

0.0 1.0 1.33
153

（151、148）
819

（740）

-1.0 2.3 1.33
149

（147、137）
787

（712）

-3.3 5.4 1.92
334

（282、302）
761

（744）

-8.7 1.5 1.74
300

（240、240）
940

（1105）

-10.2 6.2 1.84
439

（434、404）
880

（938）

-16.4 1.9 1.79
447

（451、513）
1239

（1227）

-18.3 2.6 1.78
415

（391、480）
1020

（1127）

-20.9 5.7 2.02
527

（500、538）
1118

（1522）

-26.6 3.4 1.86
411

（363、344）
1354

（1284）

-30.0 2.0 1.86
411

（450、382）
1354

（1645）

-32.0 7.3 1.86
448

（450、382）
1435

（1645）

-39.3 1.1 1.89
387

（364、352）
1696

（1444）

-40.4 25.5 1.84
372

（298、355）
1633

（1856）

-65.9 6.3 1.81
383

（411、354）
1595

（1495）

-72.2 12.4 1.92
398

（450、514）
1768

（1884）

-84.6 1.4 2.05
514

（414、586）
1664

（1490）

-86.0 5.1 1.97
482

（549、438）
1735

（1589）

-91.1 2.9 1.79
452

（442、509）
1668

（1708）

-94.0 1.0 1.79
452

（558、485）
1668

（1656）

-95.0 42.1 1.79
501

（558、485）
1670

（1656）

-137.1 23.6 1.82
609

（583、593）
1928

（1771）

-160.7 11.8 1.81
663

（669、535）
1978

（2090）

-172.5 1.5 1.98
1010

（1010、1010）
2170

（2170）

-174.0 10.9 1.98
1010

（1010、1010）
2170

（2170）

-184.9 40.2 2.00
1000

（1000、1000）
2250

（2250）

-225.1 24.9 1.85
1080

（1080、1080）
2260

（2260）

-250.0 ∞ 1.85
1080

（1080、1080）
2260

（2260）

※1　括弧内の数値は2011年東北地方太平洋沖地震の本震の解析に使用。なお、水平成分の左側はNS成分を、右側はEW成分を示す。

※2　h=h0×f -α　ここでfは周波数(Hz)

P波速度※1

(m/s)

減衰定数h※1、2

上面
G.L.
(m)

層厚
(m)

密度

(g/cm3)

水平成分 鉛直成分

S波速度※1

(m/s)

減衰定数h※1、2

0.064
（0.063、0.063）

0.859
（0.797、0.703）

0.667
（0.297）

1.719
（0.953）

0.156
（0.078、0.125）

1.347
（0.922、0.844）

0.922
（0.563）

1.094
（0.922）

0.726
（0.188、0.266）

1.125
（0.297、0.438）

0.918
（0.531）

0.744
（0.344）

0.565
（0.641、0.547）

0.734
（0.266、0.344）

0.250
（0.484）

1.194
（0.188）
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第 5.5.3表 敷地の地盤構造モデル（深部） 

 

 

Qs hs Qp hp

0.000 0.173 － － － － － － －

-0.173 0.100 1.98 1.010 2.170

-0.273 0.350 2.11 1.186 2.590

-0.623 0.670 2.44 2.086 4.100

-1.293 2.708 2.68 3.052 5.750

-4.000 11.900 2.70 3.600 5.960

-15.900 14.600 2.80 4.170 6.810

-30.500 ∞ 3.20 4.320 7.640

※1　G.L.-0.273km～G.L.-4.000kmはLudwig et al .(1970) (40) 、G.L.-4.000km以深はiasp91(Kennett et al .(1991) (41) )を踏まえて設定

※2　f は周波数(Hz)、G.L.-1.293km以深は佐藤ほか(1994) (42) を踏まえて設定

※3　G.L.-0.273km～G.L.-4.000kmはYoshimura et al .(1982) (43) を踏まえて設定

100 0.005

110×ｆ0.69 0.0045×ｆ -0.69

100 0.005

110×ｆ0.69 0.0045×ｆ -0.69

層厚
(km)

密度※1

(g/cm3)

水平成分 鉛直成分

S波速度
(km/s)

減衰定数※2
P波速度※3

(km/s)

減衰定数※2

上面
G.L.
(km)
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第 5.6.1表 検討用地震の選定に用いる内陸地殻内地震の諸元 

 

 

地震名
長さ

（km）

地震
規模
Ｍ

断層上
端深さ
(km)

等価
震源距離

（km）

補正

　 係数※2

818年関東諸国の地震 － 7.5 － 101 －

関谷断層 40 7.5 5 103 －

深谷断層帯・綾瀬川断層 103 8.2 5 115 －

関口－米平リニアメント 6    6.8※１ 3 49 考慮

竪破山リニアメント 4    6.8※１ 3 45 考慮

宮田町リニアメント 1    6.8※１ 3 42 考慮

吾国山断層 6    6.8※１ 5 35 －

Ｆ８断層 26 7.2 5 36 －

Ｆ１１断層 5    6.8※１ 3 60 考慮

Ｆ１６断層 26 7.2 5 39 －

Ａ－１背斜 19 7.0 5 31 －

棚倉破砕帯西縁断層～
同東縁付近の推定活断層

42 7.5 3 55 考慮

Ｆ１断層～北方陸域の断層～
塩ノ平地震断層

58 7.8 3 56 考慮

Ｆ３断層～Ｆ４断層 17 6.9 5 12 －

※1　長さの短い断層については、地震規模をM6.8として評価

※2　福島県と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震による補正係数
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第 5.6.2表 検討用地震の選定に用いるプレート間地震の諸元 

 

 

年月日
地名

（地震名）

地震
規模
Ｍ

等価
震源距離

（km）

補正
係数

1677.11.4
磐城・常陸・安房・上総・下総
の地震

8.0 161 考慮※3

1703.12.31 元禄地震 8.05 192 －

1896.1.9 鹿島灘の地震 7.3 68 考慮※2

1923.9.1 関東大地震 7.9 169 －

1930.6.1 那珂川下流域の地震 6.5 57 考慮※3

1938.5.23 塩屋崎沖の地震 7.0 78 考慮※3

1938.9.22 鹿島灘の地震 6.5 70 考慮※2

1938.11.5 福島県東方沖の地震 7.5 151 考慮※3

2011.3.11
2011年東北地方太平洋沖地震

の本震※1 9.0(Ｍw) － －

2011.3.11
2011年東北地方太平洋沖地震

の余震※1 7.6 － －

－
茨城県南部の地震
(中央防災会議(2013))

7.3 62 －

－
茨城県沖の地震
(地震調査研究推進本部(2012a))

7.6 81 考慮※2

※1　観測記録より求めた解放基盤波を用いる

※2　鹿島灘付近で発生した太平洋プレート間地震による補正係数

※3　鹿島灘付近で発生した地震を除く太平洋プレート間地震による補正係数
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第 5.6.3表 検討用地震の選定に用いる海洋プレート内地震の諸元 

 

 

年月日
地名

（地震名）

地震
規模
Ｍ

等価
震源距離

（km）

補正

　 係数※1

1895. 1.18 霞ヶ浦付近の地震 7.2 52 考慮

1921.12. 8 茨城県龍ヶ崎付近の地震 7.0 63 考慮

－
茨城県南部の地震
(中央防災会議(2004))

7.3 52 考慮

－
茨城県南部の地震
(中央防災会議(2013))

7.3 57 考慮

－
震源断層を予め特定しにくい地震(陸域)
(地震調査研究推進本部(2009a))

7.1 89 考慮

－
震源断層を予め特定しにくい地震(海域)
(地震調査研究推進本部(2009a))

7.3 81 考慮

－
海溝寄りのプレート内地震
(地震調査研究推進本部(2009a))

8.2 164 －

※1　陸域寄りで発生した海洋プレート内地震による補正係数
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第 5.6.4表 F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層パラメータ（基本震源モデル） 
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第 5.6.5表 F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

検討ケース 

 

 

ケース名
断層
長さ
(km)

断層
上端
 深さ
(km)

断層
下端
 深さ
(km)

断層
幅

(km)

断層
傾斜角

(°)
アスペリティ位置

破壊
開始点

短周期
レベル

基本震源モデル 58 3 18 17.3
60

(西傾斜)
断層端部から

１マス空けて配置
複数設定し影響の大きい

破壊開始点を選定
平均

短周期レベルの
不確かさを考慮

58 3 18 17.3
60

(西傾斜)
断層端部から

１マス空けて配置
基本震源モデルと
同様の位置に設定

基本震源
モデルの

1.5倍

断層傾斜角の
不確かさを考慮

58 3 18 21.2
45

(西傾斜)
断層端部から

１マス空けて配置
基本震源モデルと
同様の位置に設定

平均

アスペリティ位置の
不確かさを考慮

58 3 18 17.3
60

(西傾斜)
敷地により近くなるよう

に断層端部に配置
基本震源モデルと
同様の位置に設定

平均

※　応答スペクトルに基づく手法における基本震源モデルと短周期レベルの不確かさを考慮したケースは共通
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第 5.6.6表(1) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層パラメータ（不確かさを考慮したケース：短周期レベル） 

 

 

項目
設定値

設定方法
全体 北部 南部

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

57.7
54.2

21.8
20.1

35.9
34.1

活断層調査結果による位置を基に設定

断層傾斜角（°） 60（西傾斜） 60（西傾斜） 60（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

3

18

3

18

3

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 17.3 17.3 17.3 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 967.9 362.4 605.5 断層面より算定

破壊伝播様式 同心円状 同心円状 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 5.21E+19 1.65E+19 3.56E+19
M0={S/(4.24×10-11)}2/107

全体の地震モーメントを断層面積の1.5乗
比で分配

剛性率(N/m2) 3.50E+10 3.50E+10 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度
トモグラフィ，ρは地震調査研究推進本
部(2009a)の「全国1次地下構造モデル
（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 153.9 130.1 168.1 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 3.1 3.1 3.1 Fujii and Matsu’ura(2000)による

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 2.59 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)による）

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.98E+19 － － A=2.46×1010×（M0×107）1/3

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 212.9 79.7 133.2 Sa=0.22S

平均すべり量Da（cm） 307.7 260.1 336.2 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.29E+19 7.26E+18 1.57E+19 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 21.14 21.14 21.14 Δσa =Δσ×S/Sa×1.5

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 2.83E+19 1.73E+19 2.24E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 755.0 282.7 472.3 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 110.5 93.4 120.7 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 2.92E+19 9.24E+18 1.99E+19 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 4.23 4.23 4.23 Δσb=0.2Δσa
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第 5.6.6表(2) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層パラメータ（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角） 

 

 

項目
設定値

設定方法
全体 北部 南部

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

57.1
51.1

21.5
18.5

35.6
32.6

活断層調査結果による位置を基に設定

断層傾斜角（°） 45（西傾斜） 45（西傾斜） 45（西傾斜）
活断層調査結果の不確かさなどを踏まえ
設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

3

18

3

18

3

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 21.2 21.2 21.2 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 1146.9 424.0 722.9 断層面より算定

破壊伝播様式 同心円状 同心円状 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 7.32E+19 2.27E+19 5.05E+19
M0={S/(4.24×10-11)}2/107

全体の地震モーメントを断層面積の1.5乗
比で分配

剛性率(N/m2) 3.50E+10 3.50E+10 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度
トモグラフィ，ρは地震調査研究推進本
部(2009a)の「全国1次地下構造モデル
（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 182.3 152.9 199.6 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 3.1 3.1 3.1 Fujii and Matsu’ura(2000)による

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 2.59 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)による）

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 2.22E+19 － － A=2.46×1010×（M0×107）1/3

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 252.3 93.3 159.0 Sa=0.22S

平均すべり量Da（cm） 364.6 305.7 399.2 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 3.22E+19 9.98E+18 2.22E+19 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 14.09 14.09 14.09 Δσa =Δσ×S/Sa

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 2.06E+19 1.25E+19 1.63E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 894.6 330.7 563.9 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 130.9 109.7 143.3 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 4.10E+19 1.27E+19 2.83E+19 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.82 2.82 2.82 Δσb=0.2Δσa
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第 5.6.6表(3) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層パラメータ（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置） 

 

 

項目
設定値

設定方法
全体 北部 南部

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

57.7
54.2

21.8
20.1

35.9
34.1

活断層調査結果による位置を基に設定

断層傾斜角（°） 60（西傾斜） 60（西傾斜） 60（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

3

18

3

18

3

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 17.3 17.3 17.3 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 967.9 362.4 605.5 断層面より算定

破壊伝播様式 同心円状 同心円状 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 5.21E+19 1.65E+19 3.56E+19
M0={S/(4.24×10-11)}2/107

全体の地震モーメントを断層面積の1.5乗
比で分配

剛性率(N/m2) 3.50E+10 3.50E+10 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度
トモグラフィ，ρは地震調査研究推進本
部(2009a)の 「全国1次地下構造モデル
（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 153.9 130.1 168.1 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 3.1 3.1 3.1 Fujii and Matsu’ura(2000)による

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 2.59 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)による）

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.98E+19 － － A=2.46×1010×（M0×107）1/3

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 212.9 79.7 133.2 Sa=0.22S

平均すべり量Da（cm） 307.7 260.1 336.2 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.29E+19 7.26E+18 1.57E+19 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 14.09 14.09 14.09 Δσa =Δσ×S/Sa

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.89E+19 1.16E+19 1.49E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 755.0 282.7 472.3 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 110.5 93.4 120.7 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 2.92E+19 9.24E+18 1.99E+19 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.82 2.82 2.82 Δσb=0.2Δσa
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第 5.6.7表 F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

地震動評価に用いる要素地震の諸元 

 

 

 

設定値

2011 年 4 月14 日 7 時 35 分

5.1

東経 (°) 140.57

北緯 (°) 36.78

8.8

155 ； 314 

63 ； 29 

  -80 ； -109 

2.41×1016

1.2

7.54

※　Ｆ-ｎｅｔによる

走向 (°) ※

震央位置

項目

発生日時

気象庁マグニチュード

震源深さ (km)

傾斜 (°) ※

すべり角 (°) ※

地震モーメント (N・m) ※

コーナー周波数 (Hz)

応力降下量 (MPa)
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第 5.6.8表 F3断層～F4断層による地震の断層パラメータ 

（基本震源モデル） 

 

 

項目 設定値 設定方法

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

21.4

27.5
活断層調査結果による位置を基に，断層面積を踏まえて設定

断層傾斜角（°） 60（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

5

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 15.0 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 367.3 M0={S/(4.24×10-11)}2/107

破壊伝播様式 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 7.50E+18 与条件として設定

剛性率(N/m2) 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度トモグラフィ，ρは地震調査研究
推進本部（2009a）の「全国1次地下構造モデル（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 58.4 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 2.6 Δσ=(7/16)(M0/R3)

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)による）

短周期レベルA（N・m/s2） 1.04E+19 A=2.46×1010×（M0×107）1/3

高周波遮断振動数fmax((Hz) 6 活断層による地震に関する強震動予測レシピ

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 71.4 Sa=πra
2，ra=(7πM0β

2)/(4AR)

平均すべり量Da（cm） 116.8 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.92E+18 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 13.4 Δσa=(7/16)M0/(ra
2R)

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.04E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 295.9 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 44.3 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 4.59E+18 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.67 Δσb=0.2Δσa
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第 5.6.9表 F3断層～F4断層による地震の検討ケース 

 
 

ケース名

断層
面積

(km2)

断層
上端
 深さ
(km)

断層
下端
 深さ
(km)

断層
幅

(km)

断層
傾斜角

(°)
アスペリティ位置

破壊
開始点

短周期
レベル

基本震源モデル 367.3 5 18 15
60

(西傾斜)
Ｆ３断層部の

敷地近傍に配置
複数設定し影響の大きい

破壊開始点を選定
平均

短周期レベルの
不確かさを考慮

367.3 5 18 15
60

(西傾斜)
Ｆ３断層部の

敷地近傍に配置
複数設定し影響の大きい

破壊開始点を選定

基本震源
モデルの

1.5倍

断層傾斜角の
不確かさを考慮

522.1 5 18 18.4
45

(西傾斜)
Ｆ３断層部の

敷地近傍に配置
複数設定し影響の大きい

破壊開始点を選定
平均

アスペリティ位置の
不確かさを考慮

367.3 5 18 15
60

(西傾斜)
Ｆ４断層部を

含む位置に配置
複数設定し影響の大きい

破壊開始点を選定
平均

※　応答スペクトルに基づく手法における基本震源モデルと短周期レベルの不確かさを考慮したケースは共通
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第 5.6.10表(1) F3断層～F4断層による地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル） 

 

 

項目 設定値 設定方法

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

21.4

27.5
活断層調査結果による位置を基に，断層面積を踏まえて設定

断層傾斜角（°） 60（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

5

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 15.0 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 367.3 M0={S/(4.24×10-11)}2/107

破壊伝播様式 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 7.50E+18 与条件として設定

剛性率(N/m2) 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度トモグラフィ，ρは地震調査研究
推進本部（2009a）の「全国1次地下構造モデル（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 58.4 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 2.6 Δσ=(7/16)(M0/R3)

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)による）

短周期レベルA（N・m/s2） 1.04E+19 A=2.46×1010×（M0×107）1/3

高周波遮断振動数fmax((Hz) 6 活断層による地震に関する強震動予測レシピ

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 71.4 Sa=πra
2，ra=(7πM0β

2)/(4AR)

平均すべり量Da（cm） 116.8 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.92E+18 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 20.1 Δσa=(7/16)M0/(ra
2R)×1.5

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.56E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 295.9 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 44.3 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 4.59E+18 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 4.01 Δσb=0.2Δσa
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第 5.6.10表(2) F3断層～F4断層による地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角） 

 

 

  

項目 設定値 設定方法

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

23.1

33.6
基本震源モデルを基に，断層傾斜角等を踏まえて設定

断層傾斜角（°） 45（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

5

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 18.4 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 522.1 断層面より算定

破壊伝播様式 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 1.52E+19 M0={S/(4.24×10-11)}2/107

剛性率(N/m2) 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度トモグラフィ，ρは地震調査研究
推進本部（2009a）の「全国1次地下構造モデル（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 83.0 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 3.1 Δσ=(7/16)(M0/R3)

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)による）

短周期レベルA（N・m/s2） 1.31E+19 A=2.46×1010×（M0×107）1/3

高周波遮断振動数fmax((Hz) 6 活断層による地震に関する強震動予測レシピ

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 128.2 Sa=πra
2，ra=(7πM0β

2)/(4AR)

平均すべり量Da（cm） 166.0 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 7.45E+18 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 12.6 Δσa=(7/16)M0/(ra
2R)

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.31E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 393.9 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 56.0 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 7.71E+18 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.52 Δσb=0.2Δσa
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第 5.6.10表(3) F3断層～F4断層による地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置） 

 

 

項目 設定値 設定方法

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

21.4

27.5
活断層調査結果による位置を基に，断層面積を踏まえて設定

断層傾斜角（°） 60（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

5

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 15.0 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 367.3 M0={S/(4.24×10-11)}2/107

破壊伝播様式 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 7.50E+18 与条件として設定

剛性率(N/m2) 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度トモグラフィ，ρは地震調査研究
推進本部（2009a）の「全国1次地下構造モデル（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 58.4 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 2.6 Δσ=(7/16)(M0/R3)

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)による）

短周期レベルA（N・m/s2） 1.04E+19 A=2.46×1010×（M0×107）1/3

高周波遮断振動数fmax((Hz) 6 活断層による地震に関する強震動予測レシピ

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 71.4 Sa=πra
2，ra=(7πM0β

2)/(4AR)

平均すべり量Da（cm） 116.8 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.92E+18 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 13.4 Δσa=(7/16)M0/(ra
2R)

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.04E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 295.9 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 44.3 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 4.59E+18 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.67 Δσb=0.2Δσa
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第 5.6.11表 各距離減衰式の概要 

 

 

距離減衰式
データベース

対象地域
地震タイプ 主なパラメータ Ｍｗの範囲 距離の範囲 地盤条件・種別

Kanno et al .

(2006) (46)

Mw、断層最短距離、

震源深さ、Vs30※1 5.5～8.2 1～500km 100＜Vs30＜1400m/s

Zhao et al .

(2006) (47)
Mw、断層最短距離、
震源深さ

5.0～8.3 0.3～300km
Soft Soil ～ Hard
Rock(Hard Rock
Vs＝2000m/s)

内山・翠川ほか

(2006) (48) 日本周辺
Mw、断層最短距離、
震源深さ

5.5～8.3 300km以内 150≦Vs30※1≦750m/s

片岡ほか
(2006)

国内
内陸

海溝性
Mw、断層最短距離、
短周期レベル

陸：4.9～6.9
海：5.2～8.2

250km以内
Ⅰ種、Ⅱ種、Ⅲ種地盤

及び工学的基盤

Abrahamson et al .

(2014) (49) 国内外 内陸
Mw、断層最短距離、

Vs30※1、断層上端深さ
3.0～8.5 0～300km 180≦Vs30※1≦1000m/s

Boore et al .

(2014) (50) 国内外 内陸
Mw、断層面の地表投影面

への最短距離、Vs30※1
3.0～8.5(横ずれ、逆断層)
3.0～7.0(正断層)

0～400km 150≦Vs30※1≦1500m/s

Campbell et al .

(2014) (51) 国内外 内陸
Mw、断層最短距離、

Vs30※1、断層上端深さ

3.3～8.5(横ずれ断層)
3.3～8.0(逆断層)
3.3～7.5(正断層)

0～300km 150≦Vs30※1≦1500m/s

Chiou et al .

(2014) (52) 国内外 内陸
Mw、断層最短距離、

Vs30※1、断層上端深さ

3.5～8.5(横ずれ断層)
3.5～8.0(逆、正断層)

0～300km 180≦Vs30※1≦1500m/s

Idriss

(2014) (53) 国内外 内陸
Mw、断層最短距離、

Vs30※1 5≦Ｍｗ ≦150km 450≦Vs30※1

※1　Vs30：表層地盤（地表からおよそ30mの深さまで）の平均Ｓ波速度

内陸
プレート間
プレート内

主に国内
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第 5.6.12表 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層パラメータ 

（基本震源モデル） 

   



 

 地震-99 

第 5.6.13表 2011年東北地方太平洋沖型地震の検討ケース 

 

 

ケース名 断層設定位置
地震
規模

断層
傾斜角

(°)
SMGA位置

短周期
レベル

基本震源モデル

フィリピン海プレート
の北東限を考慮し、

三陸沖中部～
茨城県沖に設定

Mw9.0
12(東半分)
21(西半分)

過去の地震
発生状況を
踏まえ配置

当該地域で発生
した過去の地震
の短周期レベル

に基づき設定

SMGA位置の
不確かさを考慮

フィリピン海プレート
の北東限を考慮し、

三陸沖中部～
茨城県沖に設定

Mw9.0
12(東半分)
21(西半分)

茨城県沖の
SMGA位置
を敷地近傍

に配置

当該地域で発生
した過去の地震
の短周期レベル

に基づき設定

短周期レベルの
不確かさを考慮

フィリピン海プレート
の北東限を考慮し、

三陸沖中部～
茨城県沖に設定

Mw9.0
12(東半分)
21(西半分)

過去の地震
発生状況を
踏まえ配置

基本震源モデル
の1.5倍

SMGA位置と
短周期レベルの
不確かさの重畳
を考慮

フィリピン海プレート
の北東限を考慮し、

三陸沖中部～
茨城県沖に設定

Mw9.0
12(東半分)
21(西半分)

茨城県沖の
SMGA位置
を敷地近傍

に配置

基本震源モデル
の1.5倍



 

 地震-100 

第 5.6.14表(1) 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置） 

 

第 5.6.14表(2) 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層パラメータ 

項目 設定値 設定方法

SMGA全体

面積 Sa(km2) 12500 Sa=cS, c=0.125

地震モーメント M0a(N･m） 1.00E+22 M0a=μDaSa

すべり量 Da(cm) 1708.6 Da=2×D

応力降下量 Δσa(MPa) 24.6 Δσa=S/Sa×Δσ

短周期レベル Aa(N･m/s2) 2.97E+20 Aa=(ΣAai
2)1/2=51/2Aa1

各SMGA

面積 Sa1(km2) 2500 Sa1=Sa/5

地震モーメント M0a1(N･m） 2.00E+21 M0a1=M0aSa1
1.5/ΣSai

1.5=M0a/5

すべり量 Da1(cm) 1708.6 Da1=M0a1/(μSa1)

応力降下量 Δσa1(MPa) 24.6 Δσa1=Δσa

短周期レベル Aa1(N･m/s2) 1.33E+20 Aa1=4πr1Δσa1Vs
2, r1=(Sa1/π)1/2

ライズタイム τa1(s) 8.33 τa1=0.5Wai/Vr，Wai:SMGA幅

背景領域

面積 Sb(km2) 87500 Sb=S-Sa

地震モーメント M0b(N･m） 3.00E+22 M0b=M0-M0a

すべり量 Db(cm) 732.2 Db=M0b/μSb

応力降下量 Δσb(MPa) 4.9 Δσb=0.2Δσa

ライズタイム τb(s) 33.33 τb=0.5W/Vr，W:断層幅

Q値 Q 110f 0.69 佐藤ほか（1994）

項目 設定値 設定方法

走向 θ(°) 200 F-net

傾斜角1（東側） δ1(°) 12 壇ほか(2005)

傾斜角2（西側） δ2(°) 21 壇ほか(2005)

すべり角 λ(°) 88 F-net

長さ L(km) 500 断層面積に基づき算定

幅 W(km) 200 断層面積に基づき算定

基準点北緯 N(°) 38.1035 本震の震源位置（気象庁）

基準点東経 E(°) 142.8610 本震の震源位置（気象庁）

基準点深さ H(km) 23.7 本震の震源位置（気象庁）

上端深さ hu(km) 12.3 hu=H-w1sinδ1, w1=55km

下端深さ hl(km) 68.9 hl=H+(100-w1)sinδ1+100sinδ2

断層面積 S(km2) 100000 logS=M-4.0，佐藤(1989)

平均応力降下量 Δσ(MPa) 3.08 M0=16/7×(S/π)3/2Δσ

地震モーメント M0(N･m） 4.00E+22 logM0=1.5Mw+9.1，Hanks and Kanamori (1979)

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 9.0 2011年東北地方太平洋沖地震

平均すべり量 D(cm) 854.3 D=M0/(μS)

剛性率 μ(N/m2) 4.68E+10
μ=ρVs

2，ρ=3.08g/cm3

地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

せん断波速度 Vs(km/s) 3.9 
地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

破壊伝播速度 Vr(km/s) 3.0 
地震調査研究推進本部
（2002），（2005）
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（不確かさを考慮したケース：短周期レベル） 

項目 設定値 設定方法

SMGA全体

面積 Sa(km2) 12500 Sa=cS, c=0.125

地震モーメント M0a(N･m） 1.00E+22 M0a=μDaSa

すべり量 Da(cm) 1708.6 Da=2×D

応力降下量 Δσa(MPa) 37.0 Δσa=S/Sa×Δσ×1.5

短周期レベル Aa(N･m/s2) 4.46E+20 Aa=(ΣAai
2)1/2=51/2Aa1

各SMGA

面積 Sa1(km2) 2500 Sa1=Sa/5

地震モーメント M0a1(N･m） 2.00E+21 M0a1=M0aSa1
1.5/ΣSai

1.5=M0a/5

すべり量 Da1(cm) 1708.6 Da1=M0a1/(μSa1)

応力降下量 Δσa1(MPa) 37.0 Δσa1=Δσa

短周期レベル Aa1(N･m/s2) 1.99E+20 Aa1=4πr1Δσa1Vs
2, r1=(Sa1/π)1/2

ライズタイム τa1(s) 8.33 τa1=0.5Wai/Vr，Wai:SMGA幅

背景領域

面積 Sb(km2) 87500 Sb=S-Sa

地震モーメント M0b(N･m） 3.00E+22 M0b=M0-M0a

すべり量 Db(cm) 732.2 Db=M0b/μSb

応力降下量 Δσb(MPa) 7.4 Δσb=0.2Δσa

ライズタイム τb(s) 33.33 τb=0.5W/Vr，W:断層幅

Q値 Q 110f 0.69 佐藤ほか（1994）

項目 設定値 設定方法

走向 θ(°) 200 F-net

傾斜角1（東側） δ1(°) 12 壇ほか(2005)

傾斜角2（西側） δ2(°) 21 壇ほか(2005)

すべり角 λ(°) 88 F-net

長さ L(km) 500 断層面積に基づき算定

幅 W(km) 200 断層面積に基づき算定

基準点北緯 N(°) 38.1035 本震の震源位置（気象庁）

基準点東経 E(°) 142.8610 本震の震源位置（気象庁）

基準点深さ H(km) 23.7 本震の震源位置（気象庁）

上端深さ hu(km) 12.3 hu=H-w1sinδ1, w1=55km

下端深さ hl(km) 68.9 hl=H+(100-w1)sinδ1+100sinδ2

断層面積 S(km2) 100000 logS=M-4.0，佐藤(1989)

平均応力降下量 Δσ(MPa) 3.08 M0=16/7×(S/π)3/2Δσ

地震モーメント M0(N･m） 4.00E+22 logM0=1.5Mw+9.1，Hanks and Kanamori (1979)

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 9.0 2011年東北地方太平洋沖地震

平均すべり量 D(cm) 854.3 D=M0/(μS)

剛性率 μ(N/m2) 4.68E+10
μ=ρVs

2，ρ=3.08g/cm3

地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

せん断波速度 Vs(km/s) 3.9 
地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

破壊伝播速度 Vr(km/s) 3.0 
地震調査研究推進本部
（2002），（2005）
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第 5.6.14表(3) 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳） 

項目 設定値 設定方法

SMGA全体

面積 Sa(km2) 12500 Sa=cS, c=0.125

地震モーメント M0a(N･m） 1.00E+22 M0a=μDaSa

すべり量 Da(cm) 1708.6 Da=2×D

応力降下量 Δσa(MPa) 37.0 Δσa=S/Sa×Δσ×1.5

短周期レベル Aa(N･m/s2) 4.46E+20 Aa=(ΣAai
2)1/2=51/2Aa1

各SMGA

面積 Sa1(km2) 2500 Sa1=Sa/5

地震モーメント M0a1(N･m） 2.00E+21 M0a1=M0aSa1
1.5/ΣSai

1.5=M0a/5

すべり量 Da1(cm) 1708.6 Da1=M0a1/(μSa1)

応力降下量 Δσa1(MPa) 37.0 Δσa1=Δσa

短周期レベル Aa1(N･m/s2) 1.99E+20 Aa1=4πr1Δσa1Vs
2, r1=(Sa1/π)1/2

ライズタイム τa1(s) 8.33 τa1=0.5Wai/Vr，Wai:SMGA幅

背景領域

面積 Sb(km2) 87500 Sb=S-Sa

地震モーメント M0b(N･m） 3.00E+22 M0b=M0-M0a

すべり量 Db(cm) 732.2 Db=M0b/μSb

応力降下量 Δσb(MPa) 7.4 Δσb=0.2Δσa

ライズタイム τb(s) 33.33 τb=0.5W/Vr，W:断層幅

Q値 Q 110f 0.69 佐藤ほか（1994）

項目 設定値 設定方法

走向 θ(°) 200 F-net

傾斜角1（東側） δ1(°) 12 壇ほか(2005)

傾斜角2（西側） δ2(°) 21 壇ほか(2005)

すべり角 λ(°) 88 F-net

長さ L(km) 500 断層面積に基づき算定

幅 W(km) 200 断層面積に基づき算定

基準点北緯 N(°) 38.1035 本震の震源位置（気象庁）

基準点東経 E(°) 142.8610 本震の震源位置（気象庁）

基準点深さ H(km) 23.7 本震の震源位置（気象庁）

上端深さ hu(km) 12.3 hu=H-w1sinδ1, w1=55km

下端深さ hl(km) 68.9 hl=H+(100-w1)sinδ1+100sinδ2

断層面積 S(km2) 100000 logS=M-4.0，佐藤(1989)

平均応力降下量 Δσ(MPa) 3.08 M0=16/7×(S/π)3/2Δσ

地震モーメント M0(N･m） 4.00E+22 logM0=1.5Mw+9.1，Hanks and Kanamori (1979)

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 9.0 2011年東北地方太平洋沖地震

平均すべり量 D(cm) 854.3 D=M0/(μS)

剛性率 μ(N/m2) 4.68E+10
μ=ρVs

2，ρ=3.08g/cm3

地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

せん断波速度 Vs(km/s) 3.9 
地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

破壊伝播速度 Vr(km/s) 3.0 
地震調査研究推進本部
（2002），（2005）
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第 5.6.15表 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

地震動評価に用いる要素地震の諸元 

 
 

設定値

2011 年 3 月28 日 7 時 23 分

6.5

東経 (°) 142.35

北緯 (°) 38.38

31.7

 281 ； 127

  67 ； 26 

-101；-67

1.66×1018

0.58

47.5

※　Ｆ-ｎｅｔによる

設定値

2005 年 10 月 19 日 20 時 44 分

6.3

東経 (°) 141.04

北緯 (°) 36.38

48.3

  25 ； 209 

68 ； 22 

88 ； 94 

3.18×1018

0.31

12.5

※　Ｆ-ｎｅｔによる

（要素地震（北部））

（要素地震（南部））

項目

項目

発生日時

気象庁マグニチュード

震央位置

震源深さ (km)

走向 (°) ※

傾斜 (°) ※

すべり角 (°) ※

地震モーメント (N・m) ※

コーナー周波数 (Hz)

応力降下量 (MPa)

すべり角 (°) ※

地震モーメント (N・m) ※

コーナー周波数 (Hz)

応力降下量 (MPa)

発生日時

気象庁マグニチュード

震央位置

震源深さ (km)

走向 (°) ※

傾斜 (°) ※
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第 5.6.16表 茨城県南部の地震の断層パラメータ 

（基本震源モデル） 
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第 5.6.17表 茨城県南部の地震の検討ケース 

 

 

ケース名
地震
規模

M

断層
傾斜角

(°)

応力
降下量
(MPa)

アスペリティ位置 震源位置
等価

震源距離
(km)

基本震源モデル 7.3 90 62
海洋性マントルの

最上部に配置

フィリピン海プレート内の
地震を想定する 領域のうち

敷地に近い位置
63.1

断層傾斜角の
不確かさを考慮

7.3 48 62
海洋性マントルの

最上部に配置

フィリピン海プレート内の
地震を想定する 領域のうち

敷地に近い位置
66.7

アスペリティ位置の
不確かさを考慮

7.3 90 62
敷地に近くなるように

海洋性地殻内の
上端に配置

フィリピン海プレート内の
地震を想定する 領域のうち

敷地に近い位置
61.5

応力降下量の
不確かさを考慮

7.3 90 77.59
海洋性マントルの

最上部に配置

フィリピン海プレート内の
地震を想定する 領域のうち

敷地に近い位置
62.4

地震規模の
不確かさを考慮

7.4 90 62
海洋性マントルの

最上部に配置

フィリピン海プレート内の
地震を想定する 領域のうち

敷地に近い位置
63.2
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第 5.6.18表(1) 茨城県南部の地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角） 

 

項目 設定値 設定方法

アスペリティ

面積 Sa(km2) 150 中央防災会議(2013)

すべり量 Da(m) 5.1 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 3.52E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 62 中央防災会議(2013)

短周期レベル
（参考）

A(N･m/s2) 8.61E+19 Aa=4πraΔσaVs
2

背景領域

面積 Sb(km2) 750 Sb=S-Sa

すべり量 Db(m) 2.23 Db=M0b/（μSb）

地震モーメント M0b(N･m） 7.7E+19 M0b=M0-M0a

実効応力 Δσb(MPa) 12.4 Δσb=0.2Δσa

Q値 Q 110f 0.69 佐藤ほか（1994）

項目 設定値 設定方法

基準点
（断層北西端）

N（°） 36.242 
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレート内の
地震を想定する領域の北端

E（°） 140.11 

上端深さ h(km) 36～49 フィリピン海プレートの上面位置

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mj 7.3 Mj=Mw

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 7.3 中央防災会議(2013)

地震モーメント M0(N･m） 1.12E+20 logM0=1.5Mw+9.1，Hanks and Kanamori (1979)

走向 θ(°) 140.7
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレート内の
地震を想定する領域

傾斜角 δ(°) 48 敷地へ向く傾斜角

ずれの種類
－ 右横ずれ 長谷川ほか(2013)

－ 縦ずれ 破壊の進行方向が敷地に向かう設定

すべり角
λ(°) 180 長谷川ほか(2013)：右横ずれの場合

λ(°) 90 逆断層：縦ずれの場合

平均応力降下量 Δσ(MPa) 10.3 中央防災会議(2013)

断層面積 S(km2) 900 中央防災会議(2013)

長さ L(km) 45 L=S/W

幅 W(km) 20 中央防災会議(2013)のフィリピン海プレートの厚さ

密度 ρ(g/cm3) 2.875 μ=ρVs
2

せん断波速度 Vs(km/s) 4.0 佐藤(2003)

剛性率 μ(N/m2) 4.6E+10 中央防災会議(2013)

平均すべり量 D(m) 2.55 D=M0/(μS)

破壊伝播速度 Vr(km/s) 2.9 中央防災会議(2013)

高周波遮断係数 fmax(Hz) 13.5 地震調査研究推進本部の海溝型地震
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第 5.6.18表(2) 茨城県南部の地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置） 
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第 5.6.18表(3) 茨城県南部の地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：応力降下量） 

 

項目 設定値 設定方法

アスペリティ

面積 Sa(km2) 135
Sa=1.25×10-16M0

2/3[dyne-cm]
（笹谷ほか（2006）のM0-Sa関係）

すべり量 Da(m) 7.16 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 4.45E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 77.59 Δσa=A/（4πβ2）/（Sa/π）0.5

背景領域

面積 Sb(km2) 546 Sb=S-Sa

すべり量 Db(m) 2.70 Db=M0b/（μSb）

地震モーメント M0b(N･m） 6.77E+19 M0b=M0-M0a

実効応力 Δσb(MPa) 15.52 Δσb=0.2Δσa

Q値 Q 110f 0.69 佐藤ほか（1994）

項目 設定値 設定方法

基準点
（断層北西端）

N（°） 36.200 
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレート内の
地震を想定する領域の北端

E（°） 140.15 

上端深さ h(km) 38～50 フィリピン海プレートの上面位置

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mj 7.3 Mj=Mw

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 7.3 中央防災会議(2013)

地震モーメント M0(N･m） 1.12E+20 logM0=1.5Mw+9.1，Hanks and Kanamori (1979)

走向 θ(°) 140.7
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレート内の
地震を想定する領域

傾斜角 δ(°) 90 中央防災会議(2013)

ずれの種類 － 右横ずれ 長谷川ほか(2013)

すべり角 λ(°) 180 長谷川ほか(2013)

平均応力降下量 Δσ(MPa) 15.37 Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5）

断層面積 S(km2) 681 S=（49π4β4M0
2）/（16A2Sa）

長さ L(km) 34.07 L=S/W

幅 W(km) 20 中央防災会議(2013)のフィリピン海プレートの厚さ

密度 ρ(g/cm3) 2.875 μ=ρVs
2

せん断波速度 Vs(km/s) 4.0 佐藤(2003)

剛性率 μ(N/m2) 4.6E+10 中央防災会議(2013)

平均すべり量 D(m) 3.58 D=M0/(μS)

破壊伝播速度 Vr(km/s) 2.9 中央防災会議(2013)

短周期レベル A(N･m/s2) 1.02E+20
A=9.84×1017×M0

1/3[dyne-cm]
（笹谷ほか（2006）のM0-A関係）

高周波遮断係数 fmax(Hz) 13.5 地震調査研究推進本部の海溝型地震
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第 5.6.18表(4) 茨城県南部の地震の断層パラメータ 

（不確かさを考慮したケース：地震規模） 

 

第 5.6.19表 検討対象とする内陸地殻内地震 

項目 設定値 設定方法

アスペリティ
全体

面積 Sa(km2) 187 Sa =0.167S

すべり量 Da(m) 6.15 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 5.28E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 62 中央防災会議(2013)

短周期レベル（
参考）

Aa (N･m/s2) 9.61E+19 Aa=4πraΔσaVs
2

各
アスペリティ

面積 Sa1(km2) 93 Sa1 =Sa/2

すべり量 Da1(m) 6.15 Da1=Da

地震モーメント M0a1(N･m） 2.64E+19 M0a1=μDa1Sa1

応力降下量 Δσa1(MPa) 62 中央防災会議(2013)

短周期レベル
（参考）

Aa1 (N･m/s2) 6.79E+19 Aa1=4πra1Δσa1Vs
2

背景領域

面積 Sb(km2) 933 Sb=S-Sa

すべり量 Db(m) 2.46 Db=M0b/（μSb）

地震モーメント M0b(N･m） 1.06E+20 M0b=M0-M0a

実効応力 Δσb(MPa) 12.4 Δσb=0.2Δσa

Q値 Q 110f 0.69 佐藤ほか（1994）

項目 設定値 設定方法

基準点
（断層北西端）

N（°） 36.277 
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレート内の
地震を想定する領域の北端

E（°） 140.07 

上端深さ h(km) 33～53 フィリピン海プレートの上面位置

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mj 7.4 Mj=Mw

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 7.4 与条件

地震モーメント M0(N･m） 1.58E+20 logM0=1.5Mw+9.1，Hanks and Kanamori (1979)

走向 θ(°) 140.7
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレート内の
地震を想定する領域

傾斜角 δ(°) 90 中央防災会議(2013)

ずれの種類 － 右横ずれ 長谷川ほか(2013)

すべり角 λ(°) 180 長谷川ほか(2013)

平均応力降下量 Δσ(MPa) 10.3 中央防災会議(2013)

断層面積 S(km2) 1120 与条件より算定

長さ L(km) 56 L=S/W

幅 W(km) 20 中央防災会議(2013)のフィリピン海プレートの厚さ

密度 ρ(g/cm3) 2.875 μ=ρVs
2

せん断波速度 Vs(km/s) 4.0 佐藤(2003)

剛性率 μ(N/m2) 4.6E+10 中央防災会議(2013)

平均すべり量 D(m) 3.08 D=M0/(μS)

破壊伝播速度 Vr(km/s) 2.9 中央防災会議(2013)

高周波遮断係数 fmax(Hz) 13.5 地震調査研究推進本部の海溝型地震
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No 地震名 日時 規模

1 2008年岩手・宮城内陸地震 2008/06/14, 08:43 Mw6.9

2 2000年鳥取県西部地震 2000/10/06, 13:30 Mw6.6

3 2011年長野県北部地震 2011/03/12, 03:59 Mw6.2

4 1997年3月鹿児島県北西部地震 1997/03/26, 17:31 Mw6.1

5 2003年宮城県北部地震 2003/07/26, 07:13 Mw6.1

6 1996年宮城県北部(鬼首)地震 1996/08/11, 03:12 Mw6.0

7 1997年5月鹿児島県北西部地震 1997/05/13, 14:38 Mw6.0

8 1998年岩手県内陸北部地震 1998/09/03, 16:58 Mw5.9

9 2011年静岡県東部地震 2011/03/15, 22:31 Mw5.9

10 1997年山口県北部地震 1997/06/25, 18:50 Mw5.8

11 2011年茨城県北部地震 2011/03/19, 18:56 Mw5.8

12 2013年栃木県北部地震 2013/02/25, 16:23 Mw5.8

13 2004年北海道留萌支庁南部地震 2004/12/14, 14:56 Mw5.7

14 2005年福岡県西方沖地震の最大余震 2005/04/20, 06:11 Mw5.4

15 2012年茨城県北部地震 2012/03/10, 02:25 Mw5.2

16 2011年和歌山県北部地震 2011/07/05, 19:18 Mw5.0
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第 5.6.20表 2008年岩手・宮城内陸地震の震源域と敷地近傍の比較 

 

 

 

項目
比較
結果

地質 △

・ 震源域近傍には、主に中新統から鮮新
統の堆積岩・火山岩等、第四系の火山
岩類が分布する。

・ 敷地近傍には、中新統の堆積岩、鮮
新統の堆積岩、更新統の段丘堆積物
等、完新統の沖積層及び砂丘砂層が
分布する。

地質
構造

×

・

・

震源域近傍には、中新世以降に形成さ
れた褶曲構造が認められる。
カルデラが密集することから、地質構
造が複雑である。

・

・

敷地近傍に広く分布する鮮新統～下
部更新統(久米層)及びこれを不整合
に覆う上部更新統はほぼ水平に分布
している。
敷地近傍にカルデラは分布しない。

変動
地形等

×

・

・

下記の観点より、震源域近傍は変動地
形等の認識が難しい地域である。
- 震源域は山間部に位置し、近傍に河
  成段丘が一部分布するのみであり、
  指標となる地形が少ない。
- 大規模地すべりを含めた地すべりが
  密集している。

田力ほか(2009) (60) によると、枛木立
付近には短いながら明瞭な断層変位地
形があり、低位段丘礫層堆積期以降に
複数回、比較的活発な活動を繰り返し
ていることが明らかとなった。

・

・

下記の観点より、敷地近傍は変動地
形等が認識しやすい地域である。
- 陸域には後期更新世以降に形成さ
  れた段丘面が広く分布している。
- 地すべりが認められない。
- 海域には堆積層からなる鮮新統及
  び下部更新統が水平に広く分布し
  ている。
変動地形学的調査の結果、敷地近傍
陸域に変動地形は認められない。

火山 ×
・ 火山フロントに近接する。 ・ 火山フロントの遠方に位置する。

地震地
体構造

×
・ 東北日本弧内帯（8C）

(垣見ほか(2003))
・ 東北日本弧外帯（8B）

(垣見ほか(2003))

応力場 ×

・

・

防災科学技術研究所(2013) (61) におい
て、ひずみ集中帯と指摘されている。
東西圧縮の逆断層型が卓越

・

・

ひずみ集中帯と指摘している文献は
ない。
敷地周辺の茨城県北部では南西－北
東引張の正断層型が卓越

【凡例】 〇：類似性あり、△：類似性低い～一部あり、×：類似性なし

敷地近傍
2008年岩手・宮城内陸地震

の震源域
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第 5.6.21表 2000年鳥取県西部地震の震源域と敷地近傍の比較 

 

 

 

  

項目
比較
結果

地質 ×

・ 震源域近傍には、主に白亜系～古第三
系の花崗岩及び中新統の安山岩～玄武
岩の岩脈が分布する。

・ 敷地近傍には、中新統の堆積岩、鮮
新統の堆積岩、更新統の段丘堆積物
等、完新統の沖積層及び砂丘砂層が
分布する。

地質
構造

×

・ 第四紀中期以降に新たに断層面を形成
して、断層が発達しつつあり、活断層
の発達過程としては初期ないし未成熟
な段階にある。

・ 敷地近傍に広く分布する鮮新統～下
部更新統(久米層)及びこれを不整合
に覆う上部更新統はほぼ水平に分布
している。

変動
地形等

×

・

・

下記の観点より、震源域近傍は変動地
形等の認識が難しい地域である。

- 岡田(2002) (62) によると、震源域近
  傍の活断層の特徴として、第四紀中
  期以降に新たな断層面を形成して断
  層が発達しつつあり、活断層の発達
  過程としては初期ないし未成熟な段
  階にある。
震源域に震源断層の方向とほぼ一致す
る短く断続するリニアメント群が判読
されるとともにリニアメント沿いで水
平に近い条線をもつ断層露頭が多く確
認され、これらの断層は横ずれ断層に
伴うフラワー構造を呈して地下では1本
の断層に収斂すると推測されている。

・

・

下記の観点より、敷地近傍は変動地
形等が認識しやすい地域である。
- 陸域には後期更新世以降に形成さ
  れた段丘面が広く分布している。
- 地すべりが認められない。
- 海域には堆積層からなる鮮新統及
  び下部更新統が水平に広く分布し
  ている。
変動地形学的調査の結果、敷地近傍
陸域に変動地形は認められない。

火山 ×
・ 火山フロントに近接する。 ・ 火山フロントの遠方に位置する。

地震地
体構造

×
・ 中国山地・瀬戸内海（10C5）

(垣見ほか(2003))
・ 東北日本弧外帯（8B）

(垣見ほか(2003))

応力場 ×

・

・

西村(2014) (63) において、ひずみ集中
帯と指摘されている。
東西圧縮の横ずれ断層型が卓越

・

・

ひずみ集中帯と指摘している文献は
ない。
敷地周辺の茨城県北部では南西－北
東引張の正断層型が卓越

【凡例】 〇：類似性あり、△：類似性低い～一部あり、×：類似性なし

2000年鳥取県西部地震
の震源域

敷地近傍
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第 5.6.22表 設計用応答スペクトルのコントロールポイント 

 

 

 

ＴＡ ＴＢ ＴＣ ＴＤ ＴＥ ＴＦ

 周期 (s) 0.02 0.09 0.13 0.45 2.00 5.00

 速度 (cm/s) 2.228 25.783 37.242 125.335 220.000 220.000

（水平成分）

Ｓｓ-ＤＨ

応答スペクトル
コントロールポイント

ＴＡ ＴＢ ＴＣ ＴＤ ＴＥ ＴＦ ＴＧ ＴＨ

 周期 (s) 0.02 0.09 0.13 0.20 0.60 1.00 2.00 5.00

 速度 (cm/s) 1.592 16.473 24.828 38.197 85.000 100.000 110.000 110.000

※　ＴＡ～ＴＨは周期(s)

Ｓｓ-ＤＶ

（鉛直成分）

応答スペクトル
コントロールポイント

TA～THは周期(s) 

TA～THは周期(s) 
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第 5.6.23表 振幅包絡線の経時的変化 

 

 

  

ｔB tC tD

Ｓｓ-ＤＨ 142.55 16.60 47.50 142.55

Ｓｓ-Ｄｖ 142.55 16.60 47.50 142.55

8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

0
16.60

種別
継続時間

(s)

振幅包絡線の経時的変化（s）

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

0 20 40 60 80 100 120 140 160

振
幅

時間（s）

M＝8.3、Xeq＝144.9kmとして評価

tB＝10 0.5M－2.93

tC－tB＝10 0.3M－1.0

tD－tC＝10 0.17M＋0.54logXeq－0.6

(t／tB)2 0 ≤ t ≤ tB

E(t)＝ 1 tB ≤ t ≤ tC

exp[(ln0.1)(t－tC)／(tD－tC)] tC ≤ t ≤ tD

tB＝16.60 (s) tC＝47.50 (s)
tD＝142.55 (s)
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第 5.6.24表 模擬地震波の作成結果 

 

作成条件

応答スペクトル
最大加速度

(cm/s2)
継続時間等 応答スペクトル比 ＳＩ比

Ｓｓ-ＤＨ
第 5.6.30 図

(1)
700 第 5.6.36 図 第 5.6.35 図 1.0以上

Ｓｓ-Ｄｖ
第 5.6.30 図

(2)
500 第 5.6.36 図 第 5.6.35 図 1.0以上

種別

作成結果
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第 5.6.25表 基準地震動 Ssの最大加速度 

 

 

 

  

NS成分 EW成分 UD成分

Sｓ-Ｄ 応答スペクトル手法による基準地震動 500

Sｓ-１
F３断層～Ｆ４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ、破壊開始点１）

973 711 474

Sｓ-２
F３断層～Ｆ４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ、破壊開始点２）

835 761 436

Sｓ-３
F３断層～Ｆ４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ、破壊開始点３）

948 850 543

Sｓ-４
F３断層～Ｆ４断層による地震
（断層傾斜角の不確かさ、破壊開始点３）

740 630 405

Sｓ-５
2011年東北地方太平洋沖型地震
（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）

670 513 402

最大加速度 (cm/s2)

基準地震動

700
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第 5.2.1図 敷地周辺における過去の被害地震の震央分布 
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第 5.2.3図(1) 敷地周辺における M4.0以上の地震の震源鉛直分布 

((1)～(1')断面) 

 

 

 

 

 

 

第 5.2.3図(2) 敷地周辺における M4.0以上の地震の震源鉛直分布 

((2)～(2')断面) 
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第 5.2.3図(3) 敷地周辺における M4.0以上の地震の震源鉛直分布 

((3)～(3')断面) 

 

 

 

 

 

 

第 5.2.3図(4) 敷地周辺における M4.0以上の地震の震源鉛直分布 

((4)～(4')断面) 
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第 5.2.5図(1) 敷地周辺における M4.0以下の地震の震源鉛直分布 

((1)～(1')断面) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.2.5図(2) 敷地周辺における M4.0以下の地震の震源鉛直分布 

((2)～(2')断面) 
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第 5.2.5図(3) 敷地周辺における M4.0以下の地震の震源鉛直分布 

((3)～(3')断面) 

 

 

 

 

 

第 5.2.5図(4) 敷地周辺における M4.0以下の地震の震源鉛直分布 

((4)～(4')断面) 
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第 5.3.1図 地質調査結果に基づく敷地周辺の活断層等の分布 
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第 5.4.1図 敷地周辺の被害地震のマグニチュード－震央距離 
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第 5.4.2図 地質調査結果に基づく敷地周辺の 

活断層等から想定されるマグニチュード－震央距離 
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 地震-133 

 

第 5.5.1図 敷地における地震観測位置 
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第 5.5.2図 敷地地盤で観測された主な地震の震央分布 
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第 5.5.5図 敷地周辺の重力異常分布 

 

  

敷地 ▲ 

地質調査総合センター編(2013)に加筆 



 

 地震-140 

 

 

  

 

 

 

 

第 5.5.6図 敷地における単点微動観測記録による検討結果 

  

：各観測点のH/Vスペクトル 

：平均H/Vスペクトル 

周期 (s) 

※ ●：単点微動観測の測定位置 

※ 約50m格子間隔を目安に単点微動観測を実施 

 

ＨＴＴＲ原子炉建家 



 

 地震-141 

 

  

 

 

第 5.5.7図(1) 敷地における地震動の到来方向の検討に用いた地震の震央位置 

(4領域) 
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※ IBRH18：KiK-netひたちなか観測点 
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第 5.5.7図(2) 敷地における地震動の到来方向の検討に用いた地震の震央位置 

(9領域) 
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 地震-143 

 

 

 

 

第 5.5.8図(1) 敷地における地震動の到来方向による検討結果(4領域) 
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 地震-144 

 

 

 

 

第 5.5.8図(2) 敷地における地震動の到来方向による検討結果(9領域) 
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第 5.6.1図(1) 解放基盤波と Noda et al.(2002)の方法による応答スペクトルの比 

（福島県と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震） 
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第 5.6.1図(2) 解放基盤波と Noda et al.(2002)の方法による応答スペクトルの比 

（鹿島灘付近で発生した太平洋プレート間地震） 
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第 5.6.1図(3) 解放基盤波と Noda et al.(2002)の方法による応答スペクトルの比 

（鹿島灘付近で発生した地震を除く太平洋プレート間地震） 
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第 5.6.1図(4) 解放基盤波と Noda et al.(2002)の方法による応答スペクトルの比 

（陸域寄りで発生した海洋プレート内地震）  
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第 5.6.2図 検討用地震の選定のための応答スペクトルの比較 

（内陸地殻内地震、水平成分） 
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第 5.6.3図 検討用地震の選定のための応答スペクトルの比較 

（プレート間地震、水平成分） 
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第 5.6.4図 検討用地震の選定のための応答スペクトルの比較 

（海洋プレート内地震、水平成分） 
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第 5.6.6図 F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデル（基本震源モデル） 
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第 5.6.7図(1) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデル（不確かさを考慮したケース：短周期レベル） 
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第 5.6.7図(2) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデル（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角） 
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第 5.6.7図(3) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデル（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置） 
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第 5.6.8図(1) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果 

（水平成分） 
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第 5.6.8図(2) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果 

（鉛直成分） 
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第 5.6.9図 F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

地震動評価に用いる要素地震の震央位置 
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第 5.6.10図(1) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、NS成分） 
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第 5.6.10図(2) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、EW成分） 
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第 5.6.10図(3) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、UD成分） 
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第 5.6.10図(4) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、NS成分） 
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第 5.6.10図(5) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、EW成分） 
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第 5.6.10図(6) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、UD成分） 
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第 5.6.10図(7) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、NS成分） 
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第 5.6.10図(8) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、EW成分） 
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(h=0.05)



 

 地震-171 

 

 

第 5.6.10図(9) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、UD成分） 

  

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m
/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm
)

周  期(s)

速
 
度
 

(cm/s)

断層傾斜角の不確かさを考慮、破壊開始点１、ＵＤ成分

断層傾斜角の不確かさを考慮、破壊開始点２、ＵＤ成分

断層傾斜角の不確かさを考慮、破壊開始点３、ＵＤ成分

(h=0.05)
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第 5.6.10図(10) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、NS成分） 

  

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m
/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm
)

周  期(s)

速
 
度
 

(cm/s)

アスペリティ位置の不確かさを考慮、破壊開始点１、ＮＳ成分

アスペリティ位置の不確かさを考慮、破壊開始点２、ＮＳ成分

アスペリティ位置の不確かさを考慮、破壊開始点３、ＮＳ成分
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第 5.6.10図(11) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、EW成分） 
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(h=0.05)
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第 5.6.10図(12) F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、UD成分） 
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第 5.6.12図 F3断層～F4断層による地震の断層モデル 

（基本震源モデル） 
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第 5.6.13図(1) F3断層～F4断層による地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル） 
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第 5.6.13図(2) F3断層～F4断層による地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角） 
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第 5.6.13図(3) F3断層～F4断層による地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置） 
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第 5.6.14図(1) F3断層～F4断層による地震の 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果 

（水平成分） 
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【大洗研】[pSv90]新F3～F4（メッシュ見直し）＿基本（水平）.waz

【大洗研】[pSv90]新F3～F4（メッシュ見直し）＿傾斜角（水平）.waz

【大洗研】[pSv90]新F3～F4（メッシュ見直し）＿アスペリティ位置（水平）.waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[Kanno2006].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[Kanno2006].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[Zhao2006].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[Zhao2006].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[内山翠川2006].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[内山翠川2006].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[片岡A2006].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[片岡A2006].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿短周期レベル（水平）[片岡A2006].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[Abrahamson2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[Abrahamson2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[Boore2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[Boore2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[Campbell2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[Campbell2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[Chiou2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[Chiou2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[Idriss2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[Idriss2014].waz

(h=0.05)

Noda et al.(2002)※1 

Kanno et al.(2006)※2 

Zhao et al.(2006)※2 

内山・翠川ほか(2006)※2 

片岡ほか(2006)※3 

 
※1 実線は基本震源モデル及び短周期レベルの不確かさ、 

破線は断層傾斜角の不確かさ、１点鎖線はアスペリティ位置の不確かさ 

※2 実線は基本震源モデル、破線は断層傾斜角の不確かさ 

※3 実線は基本震源モデル、破線は断層傾斜角の不確かさ、 

２点鎖線は短周期レベルの不確かさ 

Abrahamson et al.(2014)※2 

Boore et al.(2014)※2 

Campbell et al.(2014)※2 

Chiou et al.(2014)※2 

Idriss(2014)※2 



 

 地震-181 

 

 

第 5.6.14図(2) F3断層～F4断層による地震の 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果 

（鉛直成分） 
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【大洗研】[pSv90]新F3～F4（メッシュ見直し）＿基本（鉛直）.waz

【大洗研】[pSv90]新F3～F4（メッシュ見直し）＿傾斜角（鉛直）.waz

【大洗研】[pSv90]新F3～F4（メッシュ見直し）＿アスペリティ位置（鉛直）.waz

(h=0.05)

Noda et al.(2002)※1 

 

※1 実線は基本震源モデル及び短周期レベルの不確かさ、 

破線は断層傾斜角の不確かさ、１点鎖線はアスペリティ位置の不確かさ 



 

 地震-182 

 

 

第 5.6.15図(1) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、NS成分） 
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(h=0.05)



 

 地震-183 

 

 

第 5.6.15図(2) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、EW成分） 
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基本震源モデル、破壊開始点３、ＥＷ成分

(h=0.05)



 

 地震-184 

 

 

第 5.6.15図(3) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、UD成分） 
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(h=0.05)



 

 地震-185 

 

 

第 5.6.15図(4) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、NS成分） 
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(h=0.05)



 

 地震-186 

 

 

第 5.6.15図(5) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、EW成分） 

  

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m
/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm
)

周  期(s)

速
 
度
 

(cm/s)

短周期レベルの不確かさを考慮、破壊開始点１、ＥＷ成分

短周期レベルの不確かさを考慮、破壊開始点２、ＥＷ成分

短周期レベルの不確かさを考慮、破壊開始点３、ＥＷ成分

(h=0.05)



 

 地震-187 

 

 

第 5.6.15図(6) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、UD成分） 
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(h=0.05)



 

 地震-188 

 

 

第 5.6.15図(7) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、NS成分） 
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断層傾斜角の不確かさを考慮、破壊開始点４、ＮＳ成分

(h=0.05)



 

 地震-189 

 

 

第 5.6.15図(8) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、EW成分） 
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断層傾斜角の不確かさを考慮、破壊開始点４、ＥＷ成分

(h=0.05)



 

 地震-190 

 

 

第 5.6.15図(9) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、UD成分） 
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(h=0.05)



 

 地震-191 

 

 

第 5.6.15図(10) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、NS成分） 
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(h=0.05)



 

 地震-192 

 

 

第 5.6.15図(11) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、EW成分） 
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アスペリティ位置の不確かさを考慮、破壊開始点３、ＥＷ成分

(h=0.05)



 

 地震-193 

 

 

第 5.6.15図(12) F3断層～F4断層による地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、UD成分） 
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 地震-195 

 

 
 

第 5.6.17図 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層モデル 

（基本震源モデル） 
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(大きい☆が全体の破壊開始点) 



 

 地震-196 

 

 
 

第 5.6.18図(1) 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置） 
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(大きい☆が全体の破壊開始点) 



 

 地震-197 

 

 
 

第 5.6.18図(2) 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル） 
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(大きい☆が全体の破壊開始点) 



 

 地震-198 

 

 
 

第 5.6.18図(3) 2011年東北地方太平洋沖型地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳） 
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(大きい☆が全体の破壊開始点) 



 

 地震-199 

 

 

第 5.6.19図(1) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果と 

2011年東北地方太平洋沖地震の本震の解放基盤波の比較 

（水平成分） 
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2011年東北地方太平洋沖地震の本震の解放基盤波、ＥＷ成分

(h=0.05)



 

 地震-200 

 

 

第 5.6.19図(2) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果と 

2011年東北地方太平洋沖地震の本震の解放基盤波の比較 

（鉛直成分） 
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第 5.6.20図 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

地震動評価に用いる要素地震の震央位置 
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 地震-202 

 

 

第 5.6.21図(1) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、NS成分） 
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第 5.6.21図(2) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、EW成分） 
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第 5.6.21図(3) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、UD成分） 
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第 5.6.21図(4) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置、NS成分） 
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第 5.6.21図(5) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置、EW成分） 
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第 5.6.21図(6) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置、UD成分） 
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第 5.6.21図(7) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、NS成分） 
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第 5.6.21図(8) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、EW成分） 
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第 5.6.21図(9) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：短周期レベル、UD成分） 
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 地震-211 

 

 

第 5.6.21図(10) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置と短周期レベル 

の不確かさの重畳、NS成分） 

  

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m
/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm
)

周  期(s)

速
 
度
 

(cm/s)

ＳＭＧＡ位置と短周期レベルの不確かさの重畳を考慮、ＮＳ成分

(h=0.05)
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第 5.6.21図(11) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置と短周期レベル 

の不確かさの重畳、EW成分） 
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(h=0.05)



 

 地震-213 

 

 

第 5.6.21図(12) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：SMGA位置と短周期レベル 

の不確かさの重畳、UD成分） 
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第 5.6.22図(1) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（基本震源モデル） 

と 2011年東北地方太平洋沖地震の本震の解放基盤波の比較 

（NS成分） 
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第 5.6.22図(2) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（基本震源モデル） 

と 2011年東北地方太平洋沖地震の本震の解放基盤波の比較 

（EW成分） 
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(h=0.05)
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第 5.6.22図(3) 2011年東北地方太平洋沖型地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（基本震源モデル） 

と 2011年東北地方太平洋沖地震の本震の解放基盤波の比較 

（UD成分） 
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第 5.6.24図 茨城県南部の地震の断層モデル 

（基本震源モデル） 
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第 5.6.25図(1) 茨城県南部の地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角） 
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第 5.6.25図(2) 茨城県南部の地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置） 
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第 5.6.25図(3) 茨城県南部の地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：応力降下量） 
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第 5.6.25図(4) 茨城県南部の地震の断層モデル 

（不確かさを考慮したケース：地震規模） 
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第 5.6.26図(1)  茨城県南部の地震の 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果 

（水平成分） 
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第 5.6.26図(2) 茨城県南部の地震の 

応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果 

（鉛直成分） 
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第 5.6.27図(1) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、NS成分） 
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第 5.6.27図(2) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、EW成分） 
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(h=0.05)



 

 地震-227 

 

 

第 5.6.27図(3) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（基本震源モデル、UD成分） 
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第 5.6.27図(4) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、NS成分） 
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 地震-229 

 

 

第 5.6.27図(5) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、EW成分） 
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断層傾斜角の不確かさを考慮、破壊開始点２、ＥＷ成分(縦ずれ)

(h=0.05)



 

 地震-230 

 

 

第 5.6.27図(6) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：断層傾斜角、UD成分） 
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断層傾斜角の不確かさを考慮、破壊開始点２、ＵＤ成分(縦ずれ)

(h=0.05)



 

 地震-231 

 

 

第 5.6.27図(7) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、NS成分） 
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(h=0.05)



 

 地震-232 

 

 

第 5.6.27図(8) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、EW成分） 
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(h=0.05)



 

 地震-233 

 

 

第 5.6.27図(9) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：アスペリティ位置、UD成分） 
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(h=0.05)
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第 5.6.27図(10) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：応力降下量、NS成分） 
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(h=0.05)
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第 5.6.27図(11) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：応力降下量、EW成分） 
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(h=0.05)
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第 5.6.27図(12) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：応力降下量、UD成分） 
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(h=0.05)
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第 5.6.27図(13) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：地震規模、NS成分） 
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(h=0.05)
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第 5.6.27図(14) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：地震規模、EW成分） 
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(h=0.05)
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第 5.6.27図(15) 茨城県南部の地震の 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 

（不確かさを考慮したケース：地震規模、UD成分） 
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(h=0.05)
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第 5.6.28図(1) 加藤ほか（2004）に基づき設定した応答スペクトル 

（水平成分） 
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加藤ほか (2004) に基づき設定した応答スペクトル

(h=0.05)
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第 5.6.28図(2) 加藤ほか（2004）に基づき設定した応答スペクトル 

（鉛直成分） 
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第 5.6.29図(1) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル  

（水平成分） 
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2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動

(h=0.05)



 

 地震-243 

 

 

第 5.6.29図(2) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル  

（鉛直成分） 
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2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動

(h=0.05)
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第 5.6.30図(1) 基準地震動 Ss-Dの設計用応答スペクトル  

（水平成分、Ss-DH） 
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【大洗研】[pSv90]3.11本震＿GL172.5はぎとり波（水平包絡２）.waz

【大洗研】[pSv90]茨城県南部(2013)＿基本（水平）.waz

【大洗研】[pSv90]茨城県南部(2013)＿傾斜角（逆）（水平）.waz

【大洗研】[pSv90]茨城県南部(2013)＿アスペリティ（水平）.waz

【大洗研】[pSv90]茨城県南部(2013)＿応力降下量（水平）.waz

【大洗研】[pSv90]茨城県南部(2013)＿地震規模M7.4（水平）.waz

【大洗研】[pSv90]F1～塩ノ平＿基本（水平）.waz

【大洗研】[pSv90]F1～塩ノ平＿傾斜角（水平）.waz

【大洗研】[pSv90]F1～塩ノ平＿アスペリティ位置（水平）.waz

【大洗研】[pSv90]新F3～F4（メッシュ見直し）＿基本（水平）.waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[Abrahamson2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[Boore2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[Campbell2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[Chiou2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[Idriss2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[Kanno2006].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[Zhao2006].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[内山翠川2006].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿基本（水平）[片岡A2006].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿短周期レベル（水平）[片岡A2006].waz

【大洗研】[pSv90]新F3～F4（メッシュ見直し）＿傾斜角（水平）.waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[Abrahamson2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[Boore2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[Campbell2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[Chiou2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[Idriss2014].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[Kanno2006].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[Zhao2006].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[内山翠川2006].waz

【大洗研】[pSv]新F3～F4＿傾斜角（水平）[片岡A2006].waz

【大洗研】[pSv90]新F3～F4（メッシュ見直し）＿アスペリティ位置（水平）.waz

【大洗研】[pSv90]新・基準地震動Ss-DH（700）.waz

(h=0.05)

基準地震動Ｓｓ－Ｄ 

内陸地殻内地震による評価(Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震) 

内陸地殻内地震による評価(Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震) 

プレート間地震による評価 

海洋プレート内地震による評価 
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第 5.6.30図(2) 基準地震動 Ss-Dの設計用応答スペクトル  

（鉛直成分、Ss-DV） 
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【大洗研】[pSv90]3.11本震＿GL172.5はぎとり波（鉛直包絡２）.waz

【大洗研】[pSv90]茨城県南部(2013)＿基本（鉛直）.waz

【大洗研】[pSv90]茨城県南部(2013)＿傾斜角（逆）（鉛直）.waz

【大洗研】[pSv90]茨城県南部(2013)＿アスペリティ（鉛直）.waz

【大洗研】[pSv90]茨城県南部(2013)＿応力降下量（鉛直）.waz

【大洗研】[pSv90]茨城県南部(2013)＿地震規模M7.4（鉛直）.waz

【大洗研】[pSv90]F1～塩ノ平＿基本（鉛直）.waz

【大洗研】[pSv90]F1～塩ノ平＿傾斜角（鉛直）.waz

【大洗研】[pSv90]F1～塩ノ平＿アスペリティ位置（鉛直）.waz

【大洗研】[pSv90]新F3～F4（メッシュ見直し）＿基本（鉛直）.waz

【大洗研】[pSv90]新F3～F4（メッシュ見直し）＿傾斜角（鉛直）.waz

【大洗研】[pSv90]新F3～F4（メッシュ見直し）＿アスペリティ位置（鉛直）.waz

【大洗研】[pSv90]新・基準地震動Ss-DV（500）.waz

(h=0.05)

基準地震動Ｓｓ－Ｄ 

内陸地殻内地震による評価(Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震) 

内陸地殻内地震による評価(Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震) 

プレート間地震による評価 

海洋プレート内地震による評価 
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断層モデルを用いた手法による地震動評価結果の比較 
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断層モデルを用いた手法による地震動評価結果の比較 
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断層モデルを用いた手法による地震動評価結果の比較 
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第 5.6.32図(1) 基準地震動 Ss-Dと 

断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ssの比較 
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【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿傾斜角①NS.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿傾斜角②NS.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿地震規模M74①NS.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿地震規模M74②NS.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿アスペリティ位置③NS.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿アスペリティ位置④NS.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿アスペリティ位置⑤NS.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿基本震源モデル③NS.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿基本震源モデル④NS.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿基本震源モデル⑤NS.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿短周期レベル③NS.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿短周期レベル④NS.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿短周期レベル⑤NS.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿断層傾斜角③NS.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿断層傾斜角④NS.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿断層傾斜角⑤NS.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿アスペリティ位置①NS16.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿アスペリティ位置③NS01.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿アスペリティ位置⑤NS15.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿基本震源モデル④NS18.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿基本震源モデル⑤NS19.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿基本震源モデル⑥NS16.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿短周期レベル④NS18.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿短周期レベル⑤NS19.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿短周期レベル⑥NS16.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿断層傾斜角①NS04.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿断層傾斜角③NS12.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿断層傾斜角④NS07.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿断層傾斜角⑥NS12.waz

【大洗研】[pSv90]新・基準地震動Ss-DH（700）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-CR1NS（973）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-CR2NS（835）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-CR3NS（948）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-CR4NS（740）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-PBNS（670）.waz

(h=0.05)

基準地震動Ｓｓ－Ｄ 

 

基準地震動Ｓｓ－１ 

 Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震（短周期レベルの不確かさを考慮、破壊開始点１） 

基準地震動Ｓｓ－２ 

 Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震（短周期レベルの不確かさを考慮、破壊開始点２） 

基準地震動Ｓｓ－３ 

 Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震（短周期レベルの不確かさを考慮、破壊開始点３） 

基準地震動Ｓｓ－４ 

 Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震（断層傾斜角の不確かさを考慮、破壊開始点３） 

基準地震動Ｓｓ－５ 

 2011年東北地方太平洋沖型地震（ＳＭＧＡ位置と短周期レベルの不確かさの重畳を考慮） 

断層モデルを用いた手法による各評価 

 

 



 

 地震-250 

 

 

第 5.6.32図(2) 基準地震動 Ss-Dと 

断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ssの比較 

（EW成分） 

  

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm)

周  期(s)

速
 
度
 

(cm/s)

【大洗研】[Sa90]Mw9クラス地震＿アスペリティ＋短周期レベル①EW.waz

【大洗研】[Sa90]Mw9クラス地震＿アスペリティ①EW.waz

【大洗研】[Sa90]Mw9クラス地震＿基本①EW.waz

【大洗研】[Sa90]Mw9クラス地震＿短周期レベル①EW.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿アスペリティ①EW.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿アスペリティ②EW.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿応力降下量①EW.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿応力降下量②EW.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿基本①EW.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿基本②EW.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿傾斜角（逆）①EW.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿傾斜角（逆）②EW.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿傾斜角①EW.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿傾斜角②EW.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿地震規模M74①EW.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿地震規模M74②EW.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿アスペリティ位置③EW.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿アスペリティ位置④EW.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿アスペリティ位置⑤EW.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿基本震源モデル③EW.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿基本震源モデル④EW.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿基本震源モデル⑤EW.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿短周期レベル③EW.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿短周期レベル④EW.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿短周期レベル⑤EW.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿断層傾斜角③EW.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿断層傾斜角④EW.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿断層傾斜角⑤EW.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿アスペリティ位置①EW16.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿アスペリティ位置③EW01.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿アスペリティ位置⑤EW15.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿基本震源モデル④EW18.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿基本震源モデル⑤EW19.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿基本震源モデル⑥EW16.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿短周期レベル④EW18.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿短周期レベル⑤EW19.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿短周期レベル⑥EW16.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿断層傾斜角①EW04.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿断層傾斜角③EW12.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿断層傾斜角④EW07.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿断層傾斜角⑥EW12.waz

【大洗研】[pSv90]新・基準地震動Ss-DH（700）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-CR1EW（711）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-CR2EW（761）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-CR3EW（850）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-CR4EW（630）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-PBEW（513）.waz

(h=0.05)

基準地震動Ｓｓ－Ｄ 

 

基準地震動Ｓｓ－１ 

 Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震（短周期レベルの不確かさを考慮、破壊開始点１） 

基準地震動Ｓｓ－２ 

 Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震（短周期レベルの不確かさを考慮、破壊開始点２） 

基準地震動Ｓｓ－３ 

 Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震（短周期レベルの不確かさを考慮、破壊開始点３） 

基準地震動Ｓｓ－４ 

 Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震（断層傾斜角の不確かさを考慮、破壊開始点３） 

基準地震動Ｓｓ－５ 

 2011年東北地方太平洋沖型地震（ＳＭＧＡ位置と短周期レベルの不確かさの重畳を考慮） 

断層モデルを用いた手法による各評価 

 

 



 

 地震-251 

 

 

第 5.6.32図(3) 基準地震動 Ss-Dと 

断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ssの比較 

（UD成分） 
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【大洗研】[Sa90]Mw9クラス地震＿アスペリティ＋短周期レベル①UD.waz

【大洗研】[Sa90]Mw9クラス地震＿アスペリティ①UD.waz

【大洗研】[Sa90]Mw9クラス地震＿基本①UD.waz

【大洗研】[Sa90]Mw9クラス地震＿短周期レベル①UD.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿アスペリティ①UD.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿アスペリティ②UD.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿応力降下量①UD.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿応力降下量②UD.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿基本①UD.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿基本②UD.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿傾斜角（逆）①UD.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿傾斜角（逆）②UD.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿傾斜角①UD.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿傾斜角②UD.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿地震規模M74①UD.waz

【大洗研】[Sa90]茨城県南部(2013)＿地震規模M74②UD.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿アスペリティ位置③UD.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿アスペリティ位置④UD.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿アスペリティ位置⑤UD.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿基本震源モデル③UD.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿基本震源モデル④UD.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿基本震源モデル⑤UD.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿短周期レベル③UD.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿短周期レベル④UD.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿短周期レベル⑤UD.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿断層傾斜角③UD.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿断層傾斜角④UD.waz

【大洗研】[Sa90]F1～塩ノ平58km2Seg3-18km25kmメッシュ＿断層傾斜角⑤UD.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿アスペリティ位置①UD16.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿アスペリティ位置③UD01.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿アスペリティ位置⑤UD15.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿基本震源モデル④UD18.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿基本震源モデル⑤UD19.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿基本震源モデル⑥UD16.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿短周期レベル④UD18.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿短周期レベル⑤UD19.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿短周期レベル⑥UD16.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿断層傾斜角①UD04.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿断層傾斜角③UD12.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿断層傾斜角④UD07.waz

【大洗研】[Sa90]F3～F4メッシュ＿断層傾斜角⑥UD12.waz

【大洗研】[pSv90]新・基準地震動Ss-DV（500）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-CR1UD（474）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-CR2UD（436）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-CR3UD（543）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-CR4UD（405）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-PBUD（402）.waz

(h=0.05)

基準地震動Ｓｓ－Ｄ 

 

基準地震動Ｓｓ－１ 

 Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震（短周期レベルの不確かさを考慮、破壊開始点１） 

基準地震動Ｓｓ－２ 

 Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震（短周期レベルの不確かさを考慮、破壊開始点２） 

基準地震動Ｓｓ－３ 

 Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震（短周期レベルの不確かさを考慮、破壊開始点３） 

基準地震動Ｓｓ－４ 

 Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震（断層傾斜角の不確かさを考慮、破壊開始点３） 

基準地震動Ｓｓ－５ 

 2011年東北地方太平洋沖型地震（ＳＭＧＡ位置と短周期レベルの不確かさの重畳を考慮） 

断層モデルを用いた手法による各評価 

 

 



 

 地震-252 

 

 

第 5.6.33図(1) 基準地震動 Ss-Dと震源を特定せず策定する地震動の比較 

（水平成分） 
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【大洗研】[pSv90]加藤スペクトル＿水平.waz

【大洗研】[Sa90]留萌基盤波（EW、620ガル）.waz

【大洗研】[pSv90]新・基準地震動Ss-DH（700）.waz

(h=0.05)

基準地震動Ｓｓ－Ｄ 

2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動 

加藤ほか(2004)に基づき設定した応答スペクトル 
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第 5.6.33図(2) 基準地震動 Ss-Dと震源を特定せず策定する地震動の比較 

（鉛直成分） 
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【大洗研】[pSv90]加藤スペクトル＿鉛直.waz

【大洗研】[Sa90]留萌基盤波（UD、320ガル）.waz

【大洗研】[pSv90]新・基準地震動Ss-DV（500）.waz

(h=0.05)

基準地震動Ｓｓ－Ｄ 

2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動 

加藤ほか(2004)に基づき設定した応答スペクトル 
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第 5.6.34図(1) 基準地震動 Ssの応答スペクトル 

（NS成分） 
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【大洗研】[pSv90]新・基準地震動Ss-DH（HTTR版、700）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-1NS（973）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-2NS（835）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-3NS（948）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-4NS（740）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-5NS（670）.waz

(h=0.05)
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第 5.6.34図(2) 基準地震動 Ssの応答スペクトル 

（EW成分） 

  

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m
/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm
)

周  期(s)

速
 
度
 

(cm/s)

【大洗研】[pSv90]新・基準地震動Ss-DH（HTTR版、700）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-1EW（711）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-2EW（761）.waz
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第 5.6.34図(3) 基準地震動 Ssの応答スペクトル 

（UD成分） 
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【大洗研】[pSv90]新・基準地震動Ss-DV（HTTR版、500）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-1UD（474）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-2UD（436）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-3UD（543）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-4UD（405）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-5UD（402）.waz
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第 5.6.35図 応答スペクトル比 
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第 5.6.36図 基準地震動 Ss-Dの時刻歴波形 
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第 5.6.37図(1) 基準地震動 Ss-1の時刻歴波形 
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第 5.6.37図(2) 基準地震動 Ss-2の時刻歴波形 
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第 5.6.37図(3) 基準地震動 Ss-3の時刻歴波形 
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第 5.6.37図(4) 基準地震動 Ss-4の時刻歴波形 
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第 5.6.37図(5) 基準地震動 Ss-5の時刻歴波形 
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第 5.7.2図(1) 一様ハザードスペクトルと 

基準地震動 Ssの応答スペクトルの比較 

（水平成分） 
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【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-2EW（761）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-2NS（835）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-3EW（850）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-3NS（948）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-4EW（630）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-4NS（740）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-5EW（513）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-5NS（670）.waz

(h=0.05)

年超過確率10
-5 

年超過確率10
-4 

年超過確率10
-3 

年超過確率10
-6 

一様ハザードスペクトル 

基準地震動Ｓｓ－Ｄ 

基準地震動Ｓｓ－１※1 

基準地震動Ｓｓ－２※1 

基準地震動Ｓｓ－３※1 

基準地震動Ｓｓ－４※1 

基準地震動Ｓｓ－５※1 

 

※1 実線はNS成分、破線はEW成分 
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第 5.7.2図(2) 一様ハザードスペクトルと 

基準地震動 Ssの応答スペクトルの比較 

（鉛直成分） 

 

  

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m
/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm
)

周  期(s)

速
 
度
 

(cm/s)

鉛直e-3

鉛直e-4

鉛直e-5

鉛直e-6

【大洗研】[pSv90]新・基準地震動Ss-DV（HTTR版、500）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-1UD（474）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-2UD（436）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-3UD（543）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-4UD（405）.waz

【大洗研】[Sa90]新・基準地震動Ss-5UD（402）.waz

(h=0.05)
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基準地震動Ｓｓ－５ 
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５－Ⅱ 地 震（ＪＭＴＲ） 

５．１ 地震頻度の統計的考察 

過去 750 年（1192～1942）の地震記録を金井清ら 1)が分析した結果によれば、大洗地区で建物に被害

を及ぼした地震の度数分布は殆んどゼロであり、また同地区で感知された地震の震源として推定されたも

ののうち建物に被害を生じたものは磐城沖（Δ＝20～30km）のものであって、鹿島灘及び内陸のものは震

源が深く、構造物に被害を与えた記録はほとんどない。 

図３はこれらの統計的解析によって得られた今後 100 年間に発生する可能性のある各地域の地表最高

震度の期待値を表わす ”Kawasumi＝map”2）である。これによれば、大洗地区では、今後 100 年間に期待

される地震の最大震度として 200Gal（地表）を想定すればよい。 

また、明治30年～昭和30年の 59年間の水戸における観測では、震度６（烈震）以上のものは記録されて

いない。この間の年平均地震回数は下表のとおりである。 

 

東海村周辺における年平均地震回数 

震 度 1（微震） 

 〃  2（軽震） 

 〃  3（弱震） 

 〃  4（中震） 

 〃  5（強震） 

有感地震合計 

0.8～ 2.5 Gal  

2.5～ 8  〃 

8 ～ 25  〃 

25～ 80  〃 

80～250  〃 

  88.3回 

11.9 

 3.6 

 0.6 

 0.2 

  105  回 

 

５．２ 地盤の動力学的特性 

大洗地盤の弾性波式地質調査によれば各地層の縦波横波の伝播速度（Vp及び Vs）及びそれから導か

れる動地盤係数 Edは次表のごとくである。 

地層の波動伝播速度と動弾性係数（ＪＭＴＲ区域） 

地  層 深  さ Vp(m/s) Vs(m/s) Ed(kg/cm2) 摘  要 

ロ ー ム 層 

上 部 砂 層 

粘 土 層 

下部飽水砂層 

砂 礫 層 

第 三 紀 層 

  0 

  3 

 10 

 15 

 35 

200 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

   3ｍ 

 10 

 15 

 35 

200 

  300 

1,000 

  500 

1,200 

1,700 

2,500 

 80 

450 

150 

600 

900 

(推定)1,500 

    340 

 11,640 

  1,200 

 15,400 

 43,800 

135,000 

 

炉建家基礎支持層 

また同地域の地表での常時微動の観測結果によれば、地盤の卓越周期は約 1.0～1.2ｓである。 

 

 

 

 

1) 金井清、吉沢静代「日本における建物に被害を受けた度数分布」東大震研彙報 28巻 1～2号(1950) 

2) 河角広「わが国における地震危険度の分布」東大震研彙報 29巻(1951) 
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５．３ 設計のための想定最大地震 

地震時の基礎の振動に関する研究によれば、基礎の速度スペクトルＶは各種の振動周期にわたって一定

と考えられ、その値は 1) 

1.47Δlog1.7310.61M 10102πV 
  

ここに Ｍ：地震の大きさ（関東大地震の場合Ｍ＝7.9） 

Δ：震央からの距離（関東大地震の場合東海村でΔ＝230km） 

いま図 3を参照し、次の値を仮定すれば 

Ｍ＝7.5 

Δ＝100km 

Ｖ＝2.77cm/s 

となる。この値から基礎の加速度スペクトルを描くと図 4を得る。 

 

 

図 4 予想最大地震の加速度スペクトラム 

 

建物の固有周期が 0.24～0.35間にあるものと想定すれば図４から共振の可能性を生じる地震加速度は 

50Gal～70
0.25～0.24

2πV

T

2π
VY   

となる。 

地下の地震動振幅に対する地上の増幅比率は例えば東海村では T=0.35で増幅比=｡A/-21 A=3.0であ

る。したがって、その周期での地表での加速度は 50×３＝150Galと考えられている。 

 

 

 

 

 

 

 

1) 金井清「A Study of Strong Earthquake Martlon」東大震研彙報 36巻(昭和 33年) 
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図 2 日本古来の大地震分布図 

 

図 3 今後 100 年間に来襲の可能性ある地震の最高震度期待値の分布（単位 gal）  
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1.3.3 設備等 

1.4.5 主要施設の耐震構造 

主要施設は、「1.4.3.2(2) 動的解析法」で示す解析により、それらの重要度

に応じた耐震安全性を有していることを確認する。 

 

1.4.5.1 原子炉格納施設及び原子炉建家 

原子炉建家は、約 50m×約 48m のほぼ正方形の平面形状を有し、基礎底面

からの高さが、約 55m の鉄筋コンクリート造(一部鉄骨造及び鉄骨鉄筋コン

クリート造)である。原子炉建家は、地表面下約 30m まで埋込まれ、基礎は

安定な地盤に直接支持される。耐震設計に当たっては、原子炉建家の常時及

び地震時の荷重が地盤に安全に伝達されるようにする。 

原子炉格納容器は、原子炉建家のほぼ中央に収容され、鋼製上下部皿形鏡

円筒型である。その内径及び全高は、それぞれ約 18.5m 及び約 30m であり、

下部鏡部で原子炉建家基礎に固定される。 

 

1.4.5.2 原子炉圧力容器 

原子炉圧力容器は、上部及び底部が半球形のたて置円筒型であり、それ自

体が剛な構造である。その内径及び内高は、それぞれ約 5.5m 及び約 13.2m

である。 

原子炉圧力容器は、底部の圧力容器スカートで支持し、圧力容器スカート

は、原子炉格納容器の内部コンクリート構造物にボルトで固定する。 

更に、胴上部は、スタビライザによって、原子炉格納容器の内部コンクリ

ート構造物で支持する。スタビライザは、原子炉圧力容器の熱膨張を拘束し

ないように、半径方向及び上下方向の伸びは自由とし、周方向のみを拘束す

る構造にすることで、水平地震動に対する原子炉圧力容器の振れ止めとなる。 

即ち、原子炉圧力容器は、圧力容器スカートで下端固定、スタビライザで

上部支持となっている。 

 

1.4.5.3 制御棒駆動装置 

制御棒駆動装置は、電動式駆動装置であり、原子炉圧力容器ふたに取付け

られた制御棒スタンドパイプ内に収納される。制御棒スタンドパイプは、下

部は原子炉圧力容器ふたに固定され、上部は防振支持梁で支持される。また、

制御棒は、可撓性を有しており、地震時にも確実に炉心に挿入される。 

 

1.4.5.4 炉内構造物 

炉心に作用する水平力は、炉心周辺の固定反射体で支持する。固定反射体
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は、炉心拘束機構により周方向に締め付けられ、地震時の変位は、炉心拘束

機構のレストレイントリング及びラジアルキーを介して原子炉圧力容器に

より拘束される。 

 

1.4.5.5 炉心構成要素 

炉心は、燃料体、制御棒案内ブロック等を積み上げて構成する。炉心構成

要素は、それぞれダウエルピンとダウエルソケット構造により、水平方向に

相互に位置決めされ、炉心は全体として炉内構造物により支持される。 

 

1.4.5.6 1 次冷却設備 

1 次冷却設備は、1 次ヘリウム配管、中間熱交換器、1 次加圧水冷却器、1

次ヘリウム循環機等で構成する。 

1 次ヘリウム配管は、熱膨張及び耐震性を考慮した構造であり、二重管と

単管により構成する。 

1 次ヘリウム配管の二重管の外管は、原子炉圧力容器と中間熱交換器及び

1次加圧水冷却器のノズルで支持する。 

中間熱交換器は、コンスタントハンガで、1 次加圧水冷却器は、支持コラ

ムで、それぞれ上方より支持する。 

中間熱交換器及び 1次加圧水冷却器の支持構造は、熱膨張による変位を拘

束せず、地震時には剛支持となるように、適切なスナバ若しくはダンパ等を

設ける。 

1 次ヘリウム循環機は、中間熱交換器及び 1 次加圧水冷却器に、それぞれ

短い配管により固定し、剛構造とする。 

 

1.4.5.7 2 次ヘリウム冷却設備 

2 次ヘリウム冷却設備は、2次ヘリウム配管、2次加圧水冷却器、2次ヘリ

ウム循環機等で構成する。 

2 次ヘリウム配管は、高温となるため、熱膨張に対する十分な配慮を行っ

た上で、地震時には剛支持となるように、中間熱交換器、2 次加圧水冷却器

等のノズルで支持する。 

2 次加圧水冷却器は、コンスタントハンガにて支持し、地震時には剛支持

となるように、適切なスナバ若しくはダンパを設ける。2 次ヘリウム循環機

は、短い配管により 2次加圧水冷却器に固定し、剛構造とする。 

 

1.4.5.8 補助冷却設備 

補助冷却設備は、補助ヘリウム配管、補助冷却器、補助ヘリウム循環機、
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補助冷却水配管、空気冷却器、補助冷却水ポンプ、加圧器等から構成する。 

補助ヘリウム配管は、二重管と単管により構成する。 

補助ヘリウム配管、補助冷却器及び補助ヘリウム循環機は、高温となるた

め、熱膨張に対する十分な配慮を行った上で、地震時には剛支持となるよう

に、スナバ若しくはダンパにより適切に支持する。 

 

1.4.5.9 その他の設備 

その他の機器・配管類については、運転荷重、地震荷重、熱膨張による荷

重等により、不都合な応力が生じないよう、必要に応じリジッドストップ、

スナバその他の装置を使用して耐震性を確保する。 

 

1.4.6 その他 

1.4.6.1 地震感知器 

ある程度以上の地震が起こった場合、原子炉を自動的に停止させるための

地震感知器を設置する。 

地震感知器は、試験及び保守が可能な原子炉建家の適切な場所に設置する。 

 

1.4.6.2 耐震性の確認 

原子炉施設のうち、安全上特に重要なものに対しては、必要に応じて振動

試験、地震観測等により振動性状の測定を行い、また、それらの測定結果に

基づく解析等により、施設の機能に支障のないことを確認するものとする。 

 

 


